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１．実証研究結果 
 

１．１ 実証研究概要 

 

（１） 実証研究 

 

１） 研究名称 

自己熱再生型ヒートポンプ式高効率下水汚泥乾燥技術研究 

 

２） 実施者 

(株)大川原製作所・秦野市・関西電力(株)共同研究体  

 

３） 実施期間 

平成 28 年 7 月 15 日～平成 29 年 3 月 31 日（平成 28 年度 委託研究期間） 

平成 29 年 8 月 10 日～平成 30 年 3 月 30 日（平成 29 年度 委託研究期間） 

 

４） 実施場所 

本研究の実証場所となった下水処理施設概要を図資 1-1(p.119)に示す。 
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５） 実証施設 

主要機器仕様を表資 1-1 に、実証施設フローを図資 1-2 (p.122)に示す。また図資 1-3(p.123)

に実証施設の配置図を示す。 

 

表資 1-1 主要機器仕様(1/2) 

 

  

区分 機器名称 仕様 
動力 

[kW] 
基数 

脱水汚泥 

供給設備 

脱水汚泥ホッパ 鋼鈑製角型下部スクリュ排出式 0.75 1 

汚泥ポンプ 

一軸ネジ式(ホッパ付き) 11 1 

フィーダ 2.2 1 

滑材注入ポンプ、プランジャー式、 

1.1L/min ×2MPaG 
0.4 1 

自己熱再生型 

ヒートポンプ式 

高効率下水汚泥 

乾燥設備 

乾燥機 

連続式伝導伝熱型乾燥機 

伝熱面積 200m2  
37.4 1 

乾燥汚泥排出ロータリーバルブ 

ヒータ付、RV-250 
0.4 1 

電気ヒータ サーキュレーションヒータ 5 1 

熱交換器 シェル＆チューブ式、伝熱面積 183m2 - 1 

コンデンサ シェル＆チューブ式、伝熱面積 21.7m2 - 1 

蒸気ブロワ 
容量式、-0.036MPaG → 0.06MPaG 

吸込蒸気量、約 900kg/h 
185 1 

蒸気圧縮機 
容積式、0.06MPaG → 0.44～0.6MPaG 

200～1300kg/h 
160 1 

ドレンタンク 500L - 1 

ドレンポンプ カスケード式、30L/min 1.5 1 

凝縮水ポンプ カスケード式、25L/min 0.75 1 

No.1 補給水ポンプ カスケード式、10L/min 0.4 1 

No.2 補給水ポンプ カスケード式、17L/min 0.75 1 
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表資 1-1 主要機器仕様(2/2) 

 

区分 機器名称 仕様 
動力 

[kW] 
基数 

ユーティリティ 

設備 

補助ボイラ 2t ボイラ,軟水装置,純水装置付 13.8 1 

コンプレッサ 
吐出空気量 1m3/min、吐出圧力 0.7MPaG、 

ドライヤー付属 
7.5 1 

ラインポンプ 3.5m3/h、0.3MPaG 以上、インバータ 1.5 1 

クーリングタワー 

ファン、ヒータ付属、冷却能力 209kW 3.5 1 

冷却水ポンプ(循環用)、600L/min 3.7 1 

LPG バルク 2.9t バルク 14 1 

乾燥汚泥 

搬送設備 

乾燥汚泥コンベヤ スクリュ式、スクリュ径φ250 1.5 1 

乾燥汚泥ホッパ 鋼鈑製角型下部スクリュ排出式、容量 11m3 1.5 1 

排気設備 

集塵機 バグフィルタ式、処理風量 26m3/min - 1 

排気ファン 容量 5m3/min(7.6kPaG) 3.7 1 
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６） 実施工程 

表資 1-2 に実証研究の全体工程を示す。 

 

表資 1-2 実証研究の工程 
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（２） 評価項目と評価指標、実証方法 

背景、課題と解決方法を表資 1-3 に示す。 

また、課題解決の方法をもとに評価項目と評価指標、評価方法を設定した（表資 1-

4[p.112,113]）。 

 

表資 1-3 背景、課題と解決方法  

背景、課題 
中小規模処理場では脱水汚泥を外部搬出しているところが多く、委託処分費

用がかさみ、また、有効利用先も限定されている 

課題解決の方法 1 
自己熱再生型ヒートポンプ式高効率下水汚泥乾燥装置を導入し、省エネ・低

コストの汚泥乾燥を実証する 

課題解決の方法 2 乾燥汚泥の性状を分析・評価し、具体的な有効活用方法を調査する 
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表資 1-4 実証項目と評価指標、評価方法(1/2) 

  

 評価項目 内 容 評価指標 評価方法 

① 

自 己 熱 再

生 型 ヒ ー

ト ポ ン プ

技術 

最適運転条件

を確認 

熱効率 155％(電力

発熱量原単位換算

後 68％)以上 

(1)実証計画運転条件(図資1-4[p.128])を基

に、本技術に適した加熱温度、汚泥の含水率

及び投入量が熱効率に及ぼす影響、最適運転

条件を調査する。 

(2)実証設備の規模(小型乾燥機)、およびそ

の 2 倍の規模(中型乾燥機)の伝熱面積検討

と、それぞれの最適運転条件を調査する。 

② 肥料化 
適用可能性の

検討 

成分分析 

四季の乾燥汚泥を採取し、肥効成分・有害成

分の分析を行う。また、植害・肥効試験を行

い、植害が無く肥効があることを確認する。

これらの結果を基に肥料登録を行う。 

市場性 

下水汚泥肥料を生産している自治体及び肥

料生産業者にアンケートまたはヒアリング

を行い、乾燥汚泥のニーズ及び処理費用を調

査する。調査結果を基にＦＳを実施し、本技

術で得られる乾燥汚泥の市場性を評価する。 

③ 燃料化 
適用可能性の

検討 

成分分析 

(1)四季の乾燥汚泥を採取し、発熱量など基

本物性、元素分析、臭気、有害成分、灰分の

性状を分析し、燃料としての適性を評価す

る。 

(2)四季の乾燥汚泥を採取し、安全性評価試

験を行う。分析結果を基に貯留、輸送時の安

全対策を立案する。 

市場性 

発電事業者、セメント会社、製紙会社および

電力会社にアンケートまたはヒアリングを

行い、処理費用とユーザーニーズを調査す

る。 

また、臭気、形状、含水率、引き渡し方法、

焼却炉・環境への影響のある成分、年間使用

量、ストック状況を調査し、本技術の展開の

参考とする。調査結果の処理費用と適用条件

を基にＦＳを実施し、本技術で得られる乾燥

汚泥の市場性を評価する。 
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表資 1-4 実証項目と評価指標、評価方法(2/2) 

 

 

  

 評価項目 内 容 評価指標 評価方法 

④ 全体評価 
従来技術に対

する効果 

総費用（年価換算

値）が一般費用関数

による算出結果よ

りも安価であるこ

と 

肥料化・燃料化の調査で得られた乾燥汚泥の

処理費用を参考に(1)小型乾燥機、(2)中型乾

燥機それぞれの総費用（年価換算値）を算出

する。 

本技術と①脱水汚泥全量外部委託、②従来の

乾燥機 (一般費用関数)を比較し、コスト縮

減額を求める。 

また、感度分析を行って、ターゲット市場を

検討する。 

重油換算エネルギ

ー削減率 32％以上 

実証試験で得られた運転結果より全国平均

の脱水汚泥含水率（表 3-1、表 3-2[p.47]参

照）に換算し、(1)小型乾燥機、(2)中型乾燥

機それぞれの電力、燃料、薬品（上水）の各

使用量を算出する。 

得られた結果より重油換算使用量を算出し、

従来の乾燥機 (一般費用関数)と比較し目標

以上の削減効果があることを確認する。 

CO2 排出量削減率

35％以上 

実証試験で得られた運転結果より全国平均

の脱水汚泥含水率（表 3-1、表 3-2[p.47]参

照）に換算し、(1)小型乾燥機、(2)中型乾燥

機それぞれの電力、燃料、薬品（上水）の各

使用量を算出する。 

得られた結果より維持管理での温室効果ガ

ス排出量を算出し、従来の乾燥機 (一般費用

関数)と比較し目標以上の削減効果があるこ

とを確認する。 

⑤ 
実 証 フ ィ

ールド 

汚泥処理にお

けるランニン

グコストの縮

減 

ランニングコスト

縮減率 35％以上  

実証試験の結果から求めた最適運転条件に

おける維持管理費を求める。また、既設設備

への影響を調査し、それらを加味しランニン

グコストを算出する。 

従来の脱水汚泥全量外部委託と比べ目標以

上のコスト縮減効果があることを確認する。 
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脱水汚泥 1,300kg/h、含水率 72％W.B.乾燥時 

蒸気ブロワ+蒸気圧縮機+電気ヒータ：286kW 

補助蒸気熱量÷ボイラ効率（90％）：83ｋW 

・熱源熱量＝286+83＝369ｋW 

・乾燥必要熱量：637ｋW 

乾燥機熱効率＝乾燥必要熱量÷熱源熱量×100 

＝173％ 
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（３） 評価結果 

評価結果を表資 1-5 に示す（1.2 項 評価結果詳細参照）。 

平成 28、29 年度の 2 ヵ年に亘り実証研究を実施しているが、平成 28 年度は試運転期間であ

ったため平成 29 年度のデータを用いて評価した。 

 

表資 1-5 評価結果（1/3） 

 

 評価項目 評価指標 評価結果 

①  

自己熱再

生型ヒー

トポンプ

技術 

最適運転条件を確認 

熱効率 155％(電力発熱量

原単位換算後 68％)以上 

(1)実証フィールドの最適運転条件 

a)最適運転加熱温度 157℃ 

 熱効率は 185％(86％) 

b)乾燥機は伝熱面積 250m2にサイズアップを想定

して計算 

c)乾燥汚泥含水率自動制御、設定含水率の±2％

W.B.以内での制御が可能 

(2)全国展開の最適運転条件 

a)最適運転条件となる加熱温度は小型が 157℃、

中型が 161℃ 

b)最適運転条件での熱効率は小型が 192％

(89％)、中型が 168％(83％) 

② 肥料化 

成分分析 

a)有害物質は規格・基準の許容内で有効成分は一

般的な下水汚泥肥料と同等 

b)肥効があり植害はない 

肥料登録完了「秦野リサイクルパワー」 

c)乾燥菌体肥料との比較において同等の肥効 

市場性 

a)近隣に広大な農地のある処理場において無償処

理が可能、事例を基にＦＳを実施して検討 

b)水分調整材として活用でき、処理費は 9,180～

16,000 円/t-wet と安価 

③ 燃料化 

成分分析 

a)燃料としての発熱量は BSF-15(JIS Z 7312)相

当、有害物質は特別管理産業廃棄物の判定基準

未満でこれに非該当 

b)安全性試験の結果を基に設備及び燃料化の安全

対策を検討し費用に反映 

市場性 
セメント会社、発電事業者、製紙会社のニーズを

調査、結果を基にＦＳを検討 
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表資 1-5 評価結果（2/3） 

 

 評価項目 評価指標 評価結果 

④ 全体評価 
総費用（年価換算値）縮減

効果 

乾燥汚泥の処理方法について各ケースより、(1)小

型乾燥機、(2)中型乾燥機についての総費用（年価

換算値）縮減効果を算出 

(1)小型乾燥機 

① 乾燥汚泥を 8 ヶ月肥料化(無償)、4 ヶ月燃料化

(有償)を行っている処理場において全量外部委

託と比べ 45 百万円、従従来の乾燥機と比べ 97

百万円のコスト縮減。 

② 乾燥汚泥を 8 ヶ月肥料化(無償)、4 ヶ月燃料化

(有償)を行っている処理場において感度分析を

実施。現在の脱水汚泥の処理費用が 17,500 円

/t-wet 以上であれば導入効果が見込まれる。 

③ 乾燥汚泥全量を燃料化する試算条件で感度分析

を実施。現在の脱水汚泥の処理費用が 20,600 円

/t-wet 以上であれば導入効果が見込まれる。 

(2)中型乾燥機 

① 乾燥汚泥を 8 ヶ月肥料化(無償)、4 ヶ月燃料化

(有償)を行っている処理場において全量外部委

託処理と比べ 119 百万円、従来の乾燥機と比べ

124 百万円のコスト縮減。 

② 乾燥汚泥を 8 ヶ月肥料化(無償)、4 ヶ月燃料化

(有償)を行っている処理場において感度分析を

実施。現在の脱水汚泥の処理費用が 15,700 円

/t-wet 以上であれば導入効果が見込まれる。 

③ 乾燥汚泥全量を燃料化する試算条件で感度分析

を実施。現在の脱水汚泥の処理費用が 18,700 円

/t-wet 以上であれば導入効果が見込まれる。 
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表資 1-5 評価結果（3/3） 

 

 

  

 評価項目 評価指標 評価結果 

④ 全体効果 

重油換算エネルギー削減

率 32％以上 

実証試験で得られた運転結果より全国平均の脱水汚

泥含水率、投入量（表 3-1、表 3-2[p.47]参照）に換

算し、(1)小型乾燥機、(2)中型乾燥機についての電

力、燃料、上水、薬品の使用量を算出し、それを基

に重油換算使用量を算出。 

(1)小型乾燥機 

従来技術②一般費用関数(従来の乾燥機)と比べ 46％

削減 

(2)中型乾燥機 

従来技術②一般費用関数(従来の乾燥機)と比べ 43％

削減 

CO2 排出量削減率 35％以

上 

実証試験で得られた運転結果より全国平均の脱水汚

泥含水率、投入量（表 3-1、表 3-2[p.47]参照）に換

算し、(1)小型乾燥機、(2)中型乾燥機についての電

力、燃料、薬品(上水)の使用量を算出し、それを基

に維持管理での温室効果ガス排出量を算出。 

(1)小型乾燥機 

従来の乾燥機一般費用関数(従来の乾燥機)と比べ

51％削減 

(2)中型乾燥機 

従来技術②一般費用関数(従来の乾燥機)と比べ 48％

削減 

⑤ 
実証フィ

ールド 

汚泥処理におけるランニ

ングコストの縮減 

実証設備導入前のように脱水汚泥をそのまま外部委

託処理した場合と比較するとランニングコストは

38％縮減。以下既設設備への影響を示す。 

・水処理; 実証設備からの排水による BOD 負荷増は

1％程度で無視できるレベル 

・脱臭装置; 乾燥機排気により脱臭負荷増加となっ

たため薬品増量（次亜塩素酸ソーダ：+104 万円/

年）。脱臭効率は 97％ 

・硫化水素抑制消臭剤使用量減（-848 万円/年） 
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１． ２ 評価結果詳細 

１．２．１ 評価項目１ 自己熱再生型ヒートポンプ技術／最適運転条件 

評価指標；熱効率 155%(電力発熱量原単位にて換算後 68%)以上 

 

（１） 実証フィールドの最適運転条件 

a）熱効率 

①実証設備の熱効率 

実証フィールドでは、生産計画に基づき週ごとに乾燥機の稼働時間を管理し起動・停止を行っ

ている。また、発生する脱水汚泥 9,360 t-wet/年のうち、6,440 t-wet/年は乾燥処理し、残り

2,920 t-wet/年は脱水汚泥のまま外部委託処理する計画としている。 

実証フィールド乾燥汚泥生産計画(表資 1-6)に基づき、表中の乾燥機脱水汚泥処理量平均値

(999kg/h)で運転でき熱効率が最も高い加熱温度を検討した結果、加熱温度は 157℃、157℃にお

ける熱効率は 185%となった(図資 1-5[p.133]、図資 1-6[p.133])。 

季節変動などで脱水汚泥量が 10%以上変動する際は、濃縮汚泥貯留槽レベルを見て乾燥機運転

管理者が判断し加熱温度の設定を変更している。加熱温度の設定変更が必要となるケースには概

ね冬季、夏季の 1 ヶ月ほどが該当した。脱水汚泥発生量の年間変動を図資 1-7(p.134)に示す。ま

た、脱水汚泥含水率の年間変化を図資 1-8(p.134)に示す。 

 

表資 1-6 実証フィールドの最適運転条件 

 

 

  

脱水汚泥
発生量／
含水率

乾燥機
加熱
温度

乾燥機
脱水汚泥
処理量

運転
日数

脱水汚泥
搬出量

乾燥汚泥
搬出量

[t-wet/月]／
[％W.B.]

[℃] [t-wet/月] [kg-wet/h] [日/週] [t-wet/月] [t-wet/月]

平均
803／73.4

157 565 999 5.4 238 188

冬季最大
（約1ヶ月）
909／75.7

161 619 1,094 5.4 290 188

夏季最小
（約1ヶ月）
715／72.1

155 539 951 5.4 176 188

※乾燥機 加熱温度設定の変更；濃縮汚泥貯留槽のレベルにより判断し、
変更(人手、1週間に1回、数分の作業）
・レベル上昇時；貯留槽レベルがオーバーしないように加熱温度を高く設定
・レベル下降時；乾燥汚泥搬出計画に合わせ、加熱温度を低く設定

実証フィールド 運転条件（週ごとに起動・停止運転）

☆実証フィールド 乾燥汚泥生産計画
年間発生脱水汚泥量 9,360t-wet/年

脱水汚泥6,440t-wet/年
約537t-wet/月乾燥

（実証設備約5日/週運転）
↓

乾燥汚泥2,250t-wet/年
生産

約188t-wet/月
↓

外部委託

脱水汚泥2,920t-wet/年
約243t-wet/月

↓
外部委託※1

※1 脱水汚泥のまま搬出

乾燥機停止時（保守、故障
など）に備え、脱水汚泥の
まま搬出できる委託先を確
保するため

乾燥
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図資 1-5 実証機の加熱温度と熱効率測定結果 

 

 

図資 1-6 実証機の加熱温度と脱水汚泥投入量測定結果 

  

157℃

加熱温度 vs 熱効率

185％

※測定時の脱水汚泥含水率；平均75.1%W.B.(標準偏差1.7%、範囲72.2～77.3%W.B.)
※測定時の乾燥汚泥含水率；平均20.9%W.B.(標準偏差2.5%、範囲15.3～23.6%W.B.)
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図資 1-7 脱水汚泥発生量の年間変動 

 

 

 

図資 1-8 脱水汚泥含水率の年間変動 
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.]

脱水汚泥含水率
H26年度
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H29年度

※H２８年度３月～H２９年度５月は水処理設備改造に
よりイレギュラーな水分となったため除外して算出

年毎の平均脱水汚泥含水率

H26年～H29年11月までの平均脱水汚泥含水率

年度 平均 標準偏差 min max
[％W.B.] [％] [％W.B.] [％W.B.]

H26年度 73.0 0.7 72.1 74.2
H27年度 73.8 0.9 72.3 75.5
H28年度 73.8 1.0 73.1 75.7
H29年度 73.2 0.4 72.7 73.7

※水処理設備の改造時は除く

平均 73.4 [％W.B.]
標準偏差 0.9 [％W.B.]

max 75.7 [％W.B.]
min 72.1 [％W.B.]

H26年度

H27年度

H28年度

H29年度
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②実証フィールドの FS 

実証試験の結果を基に、実証フィールドで発生する脱水汚泥を全量乾燥処理する場合の熱効率

を求めた結果を表資 1-7 に示す。熱効率は 185%(電力発熱量原単位換算後 86%)で、評価指標の

155％（表資 1-4[p.126]）及び実証計画時運転条件の計算値 173％（図資 1-4 参照）を上回ること

を確認した。 

 

表資 1-7 実証フィールドの FS/熱効率 
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b）乾燥汚泥含水率の自動制御 

乾燥汚泥含水率の自動制御は、オンライン水分計による乾燥汚泥含水率の測定結果をフィード

バックし、脱水汚泥投入量を制御して行なっている。乾燥機への脱水汚泥投入量を増せば乾燥汚

泥含水率が上昇し、脱水汚泥投入量を低減すれば乾燥汚泥含水率が下降する。 

脱水汚泥投入量が乾燥汚泥含水率の制御によって変化するため、クッションとなる脱水汚泥ホ

ッパ内のレベルを脱水機の台数制御により自動的に管理している (図資 1-9) 。 

乾燥汚泥含水率の自動制御結果を図資 1-10～13(p.137～138)に示す。設定含水率に対し、±

2%W.B.以内の制御が可能となっている。 

また、乾燥汚泥の含水率と熱効率の関係を検討したところ図資 1-14(p.139)に示すように適用

条件範囲内ではあまり相関が無いことがわかった。 

一方で乾燥汚泥含水率の差による水分蒸発量の差は熱源にかかる運転経費に影響し、脱水汚泥

含水率 78％W.B.の例で乾燥汚泥含水率 15％W.B.と 30％W.B.では運転経費の差が 10％程度とな

る。乾燥汚泥含水率を要求される範囲内で高めに管理すると運転経費を抑えることができる。 

また、脱水汚泥含水率と熱効率の関係を検討したところ図資 1-15(p.139)に示すように、適用

条件範囲内ではあまり無いことがわかった。 

一方で脱水汚泥含水率の差による固形物当りの水分蒸発量の差は、含水率 72％W.B.と 83％W.B.

では 2倍にもなり、熱源にかかる運転経費への影響も大きい。乾燥の前段階で脱水汚泥水分を低

めに管理すると運転経費を抑えることができる。 

 

 

図資 1-9 脱水汚泥投入システム、乾燥汚泥含水率の自動制御 
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図資 1-10 乾燥汚泥含水率制御結果(含水率 15%W.B.) 

 

 

 

 

図資 1-11 乾燥汚泥含水率制御結果(含水率 20%W.B.) 
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図資 1-12 乾燥汚泥含水率制御結果(含水率 25%W.B.) 

 

 

 

図資 1-13 乾燥汚泥含水率制御結果(含水率 30%W.B.) 
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図資 1-14 乾燥汚泥含水率と熱効率の関係 

（乾燥汚泥含水率 15～30％W.B.の範囲で熱効率に約 1.6％の差が見られた） 

 

 

 

図資 1-15 脱水汚泥含水率と熱効率の関係 

（脱水汚泥含水率 72～83％W.B.の範囲で熱効率に約 2.3％の差が見られた） 
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c）保守・点検 

実証運転の結果、本技術特有の留意点としてヒートポンプの水冷媒ラインへの空気混入量増加

有無の監視が必要であることがわかった。熱源蒸気中に空気が混入すると加熱温度(熱源蒸気の

凝縮温度)が低下し、伝熱面積当たりの蒸発量が低下するため乾燥機処理能力も低下する。日常点

検で蒸気ドレン温度を監視し、通常の温度低下範囲内であることを確認する必要がある。 

実証設備では、空気抜き装置の数を増やし空気抜き能力を強化して対策した。その結果、空気

混入量が低減したことを確認した (図資 1-16,図資 1-17) 。 

空気混入量監視以外には、乾燥設備の一般的な保守・点検項目、運転状態の定期的な確認及び

グリスアップなどの作業が必要となる。 

実証設備の各機器メーカ推奨条件を基に表資 1-8(p.141)に示す保守・点検計画をまとめ、保守

費用の積み上げを行った。 

この結果を全体効果の維持管理費に反映した。 

 

 

図資 1-16 累積運転時間と実証試験結果 

 

図資 1-17 エア抜き装置概要  

空
気

混
入
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（２） 小型乾燥機(実証設備規模)／全国展開のＦＳ 

ａ）最適運転条件 

実証試験の結果を基に、全国平均（表 3-1、表 3-2[p.47]参照）の脱水汚泥含水率条件で乾燥機

の加熱温度と脱水汚泥投入量および熱効率の関係を検討した結果を表資 1-9 に示す。乾燥機の伝

熱面積スケールアップについては、実証試験の結果から求めた加熱温度と単位伝熱面積当たりの

蒸発量の関係(図資 1-18)を基に検討した。 

その結果、小型乾燥機については伝熱面積を 250m2、最適運転条件の加熱温度を 157℃とした。 

 

表資 1-9 乾燥機伝熱面積の検討 

 

 

 

図資 1-18 実証機の加熱温度と伝熱面積当たりの蒸発量測定結果 

　伝熱面積

加熱温度 投入量 熱効率 投入量 熱効率 投入量 熱効率
[℃] [kg-wet/h] [％] [kg-wet/h] [％] [kg-wet/h] [％]

153 828 181 1,035 195 1,832 177
154 853 183 1,066 196 1,886 177
155 877 184 1,096 196 1,940 178
156 901 185 1,127 194 1,994 177
157 926 185 1,157 192 2,048 176
158 950 184 1,188 188 2,102 175
159 975 183 1,218 183 2,156 173
160 999 181 1,249 178 2,209 171
161 1,023 178 1,279 171 2,263 168
162 1,048 175 1,310 163 2,317 165
163 1,072 171 1,340 153 2,371 161
164 1,096 166 1,370 143 2,425 157
165 1,121 161 1,401 131 2,479 152

200　[m2] 250　[m2] 450　[m2]

※小型乾燥機 仕様／全国展開
脱水汚泥量27.6t-wet/日 1,150kg-wet/h

冬季最大 1,330㎏-wet/h
脱水汚泥含水率78％W.B.（全国平均）
乾燥汚泥含水率20％W.B.（全国平均）

※中型乾燥機 仕様／全国展開
脱水汚泥量54.3t-wet/日 2,260kg-wet/h

冬季最大 2,425kg-wet/h
脱水汚泥含水率79％W.B.（全国平均）
乾燥汚泥含水率20％W.B.（全国平均）

※1

小型乾燥機

FS(1)

小型乾燥機

FS(2)

中型乾燥機
ＦＳ

通常運転時および冬季最大投入量ともに投入量が不足のた
め、伝熱面積をワンランク上げ250m2を選定

※1 小型乾燥機(実証設備規模)、伝熱面積200m2、右図仕様の条件で、計算した結果
※2 小型乾燥機(実証設備規模)、伝熱面積250m2、右図仕様の条件で、計算した結果
※3 中型乾燥機(実証設備2倍規模)、伝熱面積450m2、右図仕様の条件で、計算した結果

※2 ※3
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以下に乾燥機伝熱面積選定と加熱温度決定の手順を示す。 

 

 

 

 

  

●乾燥機伝熱面積選定と加熱温度決定の手順 

イ） 伝熱面積当りの最大蒸発量決定 

本技術で用いる乾燥機の常用最高加熱温度は 165℃である。図資 1-18[p.142]中の近似

式から常用最高加熱温度 165℃における伝熱面積当りの蒸発量（伝熱面積当りの最大蒸発

量）は 4.1kg/m2h となる。 

ロ） 水分蒸発量平均値、最大値の決定 

表資 1-9[p.142]中の小型乾燥機の欄で脱水汚泥量 1150kg/h（冬季最大 1330kg/h）、脱水

汚泥含水率 78%W.B.、乾燥汚泥含水率 20%W.B とした場合の水分蒸発量は平均 834kg/h（冬

季最大 964kg/h）となる。 

ハ） 必要伝熱面積の決定 

乾燥機の必要伝熱面積は各々の水分蒸発量を伝熱面積当りの最大蒸発量 4.1kg/㎡ h で

除して求められ、平均値で 203m2、冬季最大時で 235m2となる。 

ニ） 乾燥機の伝熱面積の選定 

乾燥機ラインナップ（表 2-3[p.21]）より必要伝熱面積を上回る伝熱面積 250m2を選定

する。 

ホ） 選定した乾燥機における伝熱面積当りの蒸発量の確認 

乾燥機伝熱面積が選定したら、平均水分蒸発量 834kg/h を伝熱面積（250m2）で除す。選

定した乾燥機における伝熱面積当りの蒸発量は 3.34kg/m2h となる。 

ヘ） 選定した乾燥機における加熱温度の確認 

図資-1-18 中の近似式で逆算すると選定した乾燥機における伝熱面積当りの蒸発量から

加熱温度は 157℃となる。また、小型乾燥機における最適運転条件は、想定した脱水汚泥

量を処理でき、且つ熱効率の良い 157℃とした。 

ト） 選定した乾燥機における熱効率の確認 

図資 1-19[p.146]での加熱温度 157℃における熱効率 192％となる。得られた熱効率が本

技術の導入効果が見込まれる 155％以上で採用できる判断となる。 

チ） 冬季最大水分蒸発量における確認 

冬季最大蒸発量 964kg/h についても同様にホ）～へ）の手順で熱効率を確認する。ちな

みに冬季最大時における加熱温度は表資 1-9[p.142]から 163℃である。 
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参考までに、伝熱面積当たり蒸発量から乾燥機投入量を直接計算する方法を以下①に示す。 

また、熱効率は実証結果から以下②に示す計算方法で求める。 

 

① 伝熱面積当たり蒸発量から乾燥機投入量を計算する方法 

F1＝W／{1－(100－W1)/(100－W2)}  

W＝WU×A 

ここで、 

F1；脱水汚泥投入量 kg-wet/h W；水分蒸発量 kg/h WU；伝熱面積当たり蒸発量 kg/m2・h 

A；乾燥機の伝熱面積 m2 W1；脱水汚泥含水率 ％W.B. W2；乾燥汚泥含水率 ％W.B. 

 

②熱効率の計算方法 

熱効率＝乾燥に必要な熱量※１÷熱源熱量※２×100 

ここで、 

 

※1 乾燥に必要な熱量 Q 

 ＝ 固形物と水分の予熱必要熱量＋水分の蒸発熱量＋乾燥汚泥の昇温熱量 

＝ Qph＋Qe＋Qdh kJ/h 

Qph；固形物と水分の予熱熱量 Qph＝F0×(Cm＋Cw×DW1÷100)×(tw－tm1) kJ/h 

Qe ；水分の蒸発熱量 Qe＝F0×(DW1－DW2)÷100×rm kJ/h 

Qdh；乾燥汚泥の昇温熱量 Qdh＝F0×(Cm＋Cw×DW1÷100)×(tm2－tw)  kJ/h 

F0 ；乾燥機へ投入する脱水汚泥の固形物量 kg-ds/h 

ｒm;tw における水の蒸発潜熱 kJ/kg 

Cm ；固形物の比熱 kJ/kg-ds・K Cw ；水分の比熱 kJ/kg・K 

DW1；脱水汚泥の含水比 %D.B. DW2；乾燥汚泥の含水比 %D.B. 

脱水及び乾燥汚泥の含水比(%D.B.)＝ωw÷(1－ωw) ωw；含水率 (%W.B.) 

tw ；乾燥機内の汚泥温度（蒸発温度） ℃ tm1；乾燥機へ投入する脱水汚泥の温度 ℃ 

tm2；乾燥汚泥の温度 ℃ 

 

※2 熱源熱量 Qhs ＝ 蒸気圧縮機、蒸気ブロアおよび電気ヒータ（過熱蒸気ヒータ）電力 

＋ボイラ燃料熱量＝Epc1＋Epc2＋Epeh＋Gbf 

Epc1；時間当たり蒸気ブロアへ投入電力 kWh×3,600 kJ/h 

Epc2；時間当たり蒸気圧縮機へ投入電力 kWh×3,600 kJ/h 

Epeh；時間当たり過熱蒸気ヒータへ投入電力 kWh×3,600  kJ/h 

Gbf ；補助ボイラへ投入燃料量 (kg/h)×発熱原単位 kJ/kg 

使用燃料 LPG，発熱量原単位 50.06 MJ/kg 
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実証機の伝熱面積は 200m2であるが、全国展開を想定した所定投入量(脱水汚泥 1,150kg-wet/h,

含水率 78%W.B.)に対応する伝熱面積と加熱温度を実証試験の結果を基に p.143 に示す手順で検

討し、小型乾燥機の伝熱面積を 250 m2、実証からも確からしい値である加熱温度 157℃を最適運

転条件とした。 

ヒートポンプシステムに使用する蒸気圧縮機は 1 機種(動力 160kW)のみで、ヒートポンプの容

量は一つに限定される。そのため、ヒートポンプシステムを、1 系列の場合(小型乾燥機)および

2 系列(中型乾燥機)の場合の 2 通りとする。ヒートポンプシステムの制約から乾燥機へ投入する

年間脱水汚泥量は表資 1-10 の 2 通りの規模のいずれかとなる。 

 

表資 1-10 乾燥機とヒートポンプシステムの選定 

ケース 小型乾燥機 中型乾燥機 

伝熱面積 [㎡] 250 450 

投入汚泥量 [t-wet/年] 6,000～9,200 10,000～16,600 

ヒートポンプシステム 1 系列 2 系列 

 

小型乾燥機の最適運転条件の加熱温度は 157℃（表資 1-9[p.142])であるが、表資 1-

11[p.146]に示すように、脱水汚泥発生量の季節変動に対して加熱温度を変更して対応する。 

表資 1-11(p.146)を基に加熱温度、脱水汚泥投入量、熱効率それぞれの関係を図資 1-19～図

資 1-21(p.146～147)に示す。 

加熱温度の変更が必要になる目安の脱水汚泥量の変動は、仕様投入量の±10%以上となる。汚泥

発生量低減に乾燥機稼動率変更で対応して乾燥機の停止日数が長くなると、例えば連続 3日以上

の脱水停止は濃縮汚泥の腐敗・発酵の原因となる。また、汚泥発生量が増加した場合は水処理設

備の汚泥貯留量が増す原因となる。これらの脱水汚泥発生量の変動には、加熱温度設定を変更し

乾燥機の脱水汚泥投入量を調整することで対応する。 
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表資 1-11 小型乾燥機脱水汚泥投入量 

加熱温度 

[℃] 
153 154 155 156 157 158 159 160 161 162 163 164 165 

熱効率 

[%] 
195 196 196 194 192 188 183 178 171 163 153 143 131 

脱水汚泥 

投入量 

[kg/h] 

1,036 1,066 1,096 1,127 1,157 1,188 1,218 1,249 1,279 1,310 1,340 1,370 1,401 

年変動 

運転条件 

-10% 

夏季 
   

最適

条件 
     

+10% 

冬季 
  

 

 

 

 

図資 1-19 小型乾燥機 加熱温度 vs 熱効率 
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  図資 1-20 小型乾燥機 加熱温度 vs 投入量 

 

 

 

 

 

図資 1-21 小型乾燥機 投入量 vs 熱効率 

ｂ）熱効率 

実証試験の結果より小型乾燥機へ換算した最適運転条件(加熱温度 157℃)での熱効率(表資 1-

9[p.142])は、192％で目標以上の熱効率となった。(表資 1-12[p.148～151]) 

参考までに、小型乾燥機の条件における従来の乾燥機熱効率を表資 1-13(p.152)に示す。 

  

y = 30.448x - 3623.1
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表資 1-13 従来の乾燥機（かくはん付熱風回転乾燥機）熱収支計算と熱効率 

  

１）被乾燥物名

２）乾燥前処理量 = kg/h

３）乾燥前の水分 = %w.b.

４）乾燥固形物量 = kg/h

５）乾燥後処理量 = kg/h

６）乾燥後の水分 = %w.b.

７）乾燥機蒸発量 = kg/h

８）固形物の比熱 = kJ/kg

９）乾燥用燃料の燃焼条件

使用燃料名

高位発熱量 = kJ/kg

低位発熱量 = kJ/kg

理論空気量 = kg/kg

理論排ガス = kg/kg

生成水蒸気 = kg/kg

燃料比重 =

10）外気条件

温度 t0 = ℃

湿度 H0 = kg/kg

11）その他の計算条件

乾燥前の品温 tm1 = ℃

乾燥後の品温 tm2 = ℃

乾燥機リーク空気量 G5 = kg/h

熱風炉熱損失 qL1 = kW

乾燥機熱損失 qL2 = kW

qL7 =

乾燥機入口熱風温度 t1 = ℃

乾燥機排ガス温度 t2 = ℃

乾燥機出口希釈後温度 t4 = ℃

空気比（バーナ） m =

計算結果

１）各位置のガス条件

0 熱風炉燃焼空気

1 乾燥機入口ガス

2 乾燥機出口ガス

3 乾燥機循環ガス

4 乾燥設備排気ガス

5 乾燥機リーク空気

8 乾燥排気希釈ガス

系外よりの排ガス

２）熱風炉バーナ燃料消費量 LPGの場合

＝ kg/h ＝ L/h kg/h ｍ３N/h

３）乾燥設備の熱精算

qM1 燃料燃焼 kW q4 乾燥排気 kW

q0 燃料燃焼空気 kW qm2 乾燥物 kW

q5 リーク空気 kW qL1 熱風炉熱損失 kW

qm1 被乾燥物 kW qL2 乾燥機熱損失 kW

q14 系外よりの排ガス kW qL7 煙道熱損失 kW

q8 乾燥排気希釈ガス kW

qin 合計 kW qo 合計 kW

乾燥設備熱量計算 蒸発温度 ℃

蒸発潜熱 ｋJ/kg

乾燥に必要な熱量 ｋW

熱源熱量 ｋW

乾燥機熱効率 %

従来の乾燥機の熱効率は

概ね60％となる

1,068

80

2309

57

80

1200

1.3

800

200

煙道の熱損失

M1 85.03

14

名　　　称№

従来の乾燥機

78.0

104.7

58.3

0.86

20

0.01

45209

Ａ重油

機　種

作成者

1150

乾　燥　機

w01

Hh1

工　番

Hl1

A01

諸元

F0(1)

脱水汚泥

F(1)

受注先１

受注先２

253.0

1.26Cm

納入先

F(2)

w(2)

w(1)

W

0.159

10

1.10

B01

20.0

833.8

316.3

4489.9

3289.9

13.80

13.70

42530

kg/L

51.01

0.842 19.94

15.0

170.0

1773.0

98.9

1200.0

1420.6

1.996

0.842

3.815

149.37

4137.5

16.840.010

0.305

0.00

ρ1

1525.4

200.0

170.0

kW

0.010

170

乾ガス量 温　度 湿　度

kg/h ℃ kg/kg

20.0

20.0

0.000

0.0

1131.1

m3/kg m3/min

20.0

800.0

0.842

0.010

備　　考

0.234

119.040.234 1.726

1.726

21.42

209.17

湿りガス量湿り比容

19.1

1067.8

0.00

入　　　熱

11.3

出　　　熱

0.0 0.0000.0

17.8

58.3

0.0

614

76.3 38.9

955.1

12.9

104.7

1131.1



資料編 １．実証研究結果 

153 

（３） 中型乾燥機(実証設備２倍規模)／全国展開のＦＳ 

ａ）最適運転条件 

実証試験の結果を基に、全国平均の脱水汚泥含水率条件（表 3-1、表 3-2[p.47]参照）で、乾燥

機の加熱温度と脱水汚泥投入量及び熱効率の関係を検討した結果を表資 1-14 に示す。ここで、中

型乾燥機の脱水汚泥処理量は 2,260kg/h、脱水汚泥含水率は 79％W.B で小型乾燥機の条件と異な

る。 

乾燥機の伝熱面積スケールアップについては、実証試験の結果から求めた加熱温度と単位伝熱

面積当たりの蒸発量の関係(図資 1-18)を基に検討した。 

その結果、中型乾燥機については伝熱面積を 450m2、加熱温度は 161℃を最適運転条件とした。 

ヒートポンプシステムに使用する蒸気圧縮機は 1 機種(動力 160kW)のみでヒートポンプの容量

が一つに限定されるため、中型乾燥機のヒートポンプシステムを 2系列とする（表資 1-10 参照）。 

中型乾燥機の最適運転条件の加熱温度は 161℃（表資 1-9[p.142])であるが、表資 1-

11[p.146]に示すように、脱水汚泥発生量の季節変動に対しては小型乾燥機の場合と同様に加熱

温度を変更して対応する。 

 

表資 1-14 中型乾燥機脱水汚泥投入量 

加熱温度

[℃] 
153 154 155 156 157 158 159 160 161 162 163 164 165 

熱効率 

[%] 
177 177 178 177 176 175 173 171 168 165 161 157 152 

脱水汚泥 

投入量 

[kg/h] 

1,832 1,886 1,940 1,994 2,048 2,101 2,156 2,209 2,263 2,371 2,371 2,425 2,479 

年変動と 

運転条件 
    

-10% 

夏季 
   

最適

条件 
   

+10% 

冬季 
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図資 1-22 中型乾燥機 加熱温度 vs 熱効率 

 

 

 

 

 

図資 1-23 中型乾燥機 加熱温度 vs 投入量 
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図資 1-24 中型乾燥機 投入量 vs 熱効率 

 

ｂ）熱効率 

実証試験の結果より中型乾燥機の条件へ換算した最適運転条件での熱効率(表資 1-9[p.142])

は、168％(電力発熱量換算後 83％)で目標以上の熱効率となった。 

  

y = -8E-05x2 + 0.3261x - 137.06
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１．２．２ 評価項目２ 肥料化 

１．２．２．１ 評価指標；成分分析 

ａ）乾燥汚泥の分析 

実証フィールドで生産した乾燥汚泥を分析した結果、有害物質は規格、基準に定める許容濃度

以下であった。 

また肥料取締法で指定されている主要成分のうち窒素、リン、加里は表資 1-15 に示す結果で、

一般的な下水汚泥肥料と同等の結果であった。 

また、同じく含有量の記載が指定されている銅、亜鉛、石灰は微量で記載が必要な量ではなか

った。 

 

 

表資 1-15 肥料化に関する主な成分分析結果 

 

 

ｂ）植害試験及び肥料登録 

実証フィールドで生産した乾燥汚泥を用いて植害試験を実施し、発芽率及び生育状況に問題は

無く、また肥効は対照試料と同程度で、「植害はない」との結論を得た(図資 1-25)。 

成分分析、植害試験の結果及び肥料見本等を添付して平成 29 年 12 月に肥料登録申請を行い、

平成 30 年 1 月に「秦野リサイクルパワー」の名称で登録を完了した(図資 1-26)。 

ここで、肥料登録の流れや各種規定などについて図資1-26、図資1-27(p.158)、表資1-16(p.159)、

表資 1-17(p.160)に示す。 
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図資 1-25 植害試験の結果 

 

 

図資 1-26 肥料の登録の流れ及び登録証  
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図資 1-27 肥料行政(運用)のしくみ(概念図) 
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表資 1-16 普通肥料保証票記載項目 

 

  

汚泥肥料の保証票
生産業者保証票

登録番号
肥料の種類
肥料の名称
原料の種類
材料の種類、名称及び使用量
正味重量
生産した年月
生産業者の氏名又は名称及び住所
生産した事業場の名称及び所在地
主要な成分の含有量
炭素窒素比

・汚泥肥料の主要な成分の含有量とは、窒素全量、りん酸全量、加里全量、銅全量（300mg/kg以
上の場合）、亜鉛全量（900mg/kg以上の場合）、石灰全量(15％以上の場合)で、生産した事業場
における平均的な測定値をもって記載することができる。

下水汚泥肥料、し尿汚泥肥料、工業汚泥肥料、混合汚泥肥料、焼成汚泥肥料、汚泥発酵肥料、水
産副産物発酵肥料

主要な成分
1 窒素全量
2 りん酸全量
3 加里全量

肥料取締法第十七条第一項第三号の規定に基づく肥料取締法第四条第一項第三号に掲げる普
通肥料の保証票にその含有量を記載する主要な成分

4 銅全量(1キログラム当たり300ミリグラム以上含有する場合に限る。)
5 亜鉛全量(1キログラム当たり900ミリグラム以上含有する場合に限る。)
6 石灰全量(1キログラム当たり150グラム以上含有する場合に限る。)

肥料取締法(昭和二十五年法律第百二十七号)第十七条第一項第三号の規定に基づき、肥料取
締法第四条第一項第三号に掲げる普通肥料の保証票にその含有量を記載する主要な成分を次の
ように定め、平成十二年十月一日から施行する。

附

一 主要な成分の含有量の定量方法及び量の算出は、独立行政法人農業環境技術研究所が定め
る肥料分析法によるものとする。ただし、硫黄分全量については、硫黄燃焼法、塩化バリウム法等
により試料中の三酸化硫黄(SO3)を定量し、これの試料の重量に対する百分率(％)とする。

二 窒素全量、りん酸全量又は加里全量については、0.5％未満である場合には、「0.5％未満」と記
載することができる。

肥料の種類
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ｃ）肥効試験 

肥効を確認するために肥効試験を実施して窒素吸収率および収穫時生体重指数を測定した。 

基礎肥料のみ施用した標準区を基準に対照試料(乾燥菌体肥料)と比較し評価した結果、窒素吸

収率及び収穫時生体重指数は対照試料と同等で、肥効が期待できることが分かった(図資 1-28)。 

 

 

 

図資 1-28 肥効試験の結果 

 

 

 

１．２．２．２ 評価指標；市場性(適用性検討) 

ａ）自治体調査 

乾燥汚泥肥料を生産している自治体 7 ヶ所にヒアリング調査を行ったところ、表資 1-18 に示

すように、4自治体で乾燥汚泥を全量、または大部分を無償処理していることが分かった。 

近隣に広大な農地があり条件を満たす処理場では無償処理が期待できるという調査結果より、

実証フィールドの乾燥汚泥に類似している表資 1-18(p.162)、表資 1-19(p.162)に示すＧ市(愛知

県)の例を参考にＦＳを行い、脱水汚泥全量外部委託および従来の乾燥機と比較し総費用（年価換

算値）縮減、維持管理でのエネルギーおよび温室効果ガス削減効果を検討した。 
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表資 1-18 肥料化／自治体調査結果 

 

 

 

表資 1-19 肥料化／成分比較自治体調査結果 

 

  

※9自治体へ依頼し、7自治体へヒアリング。2自治体は辞退

調査先 乾燥汚泥肥料へのニー
ズ

需要減時季ストッ
ク方法

臭気対策
・設備
・運搬

肥料生産
コスト
(乾燥工程以外）

[万円/年]

肥料品質の
管理

プロモーション
方法

処理費用
※割合は肥料生産量に

対する比率
[円/ｔ]

備考

A市
(北海道)

含水率40％W.B.
(委託先組合、業者にて
堆肥化）

需要減時季なし ・ホッパ吸引し、脱臭
・天蓋付ダンプ

分析費；390
薬品費；100

肥料；分析
土壌；分析

委託先組合に
利用依頼

84％；無償
16％；12,600(運搬費
込み)

堆肥業者へ
委託
年3,696t-wet生産

B市
(北海道)

含水率18％W.B.
機械散布可能な形状(1
～5mm粉粒状)

冬需要減
フレコン詰めし、
ヤードへ

・防水フレコン詰め
・天蓋付ダンプ

運搬費；260
分析費；200

肥料；分析 イベントで1kg
袋の肥料を配
付

90％(農家)；無償
10％(市民)；100円/
袋(9kg)有価

年697t-wet生産

C市
(宮崎県)

含水率22％W.B.
機械散布可能な形状(1
～5mm粉粒状)

需要減時季なし
肥料袋詰め、
ヤードへ

・肥料袋詰め 袋代；550
分析費；200

肥料；分析 広報誌にて無
料配布PR

地元農家
60円/袋(15kg)
有価

価格60円/袋は袋
代
年1,470ｔ-wet生産

D市
(兵庫県)

含水率28％W.B.
(1～5mm粉粒状)

需要減時季なし ・ホッパ、袋詰め機は
吸引し、脱臭
・袋詰め、倉庫へ

分析費；200
その他；400

肥料；分析 － 95％；31,320
5％(市民)；無償

年580t-wet生産

E市
(秋田県)

含水率14％W.B.
機械散布可能な形状
11×3～16mm粉粒状

年2回春、秋に生
産

・ホッパ吸引し、脱臭 薬品費；7 － － 無償 市の施設へ散布
（年3.2t-wet生産)

F市
(秋田県)

含水率31％W.B.
(1～10mm粉粒状)

需要減時季なし ・フレコンバッグ詰め 運搬；58 － － 処理費用32,400＋運
搬費32,400

年40.2t-wet生産

G市
(愛知県)

含水率14～15％W.B.
消石灰含み土壌改良に
有効

夏～秋4ヶ月需要
減、ストックヤー
ド(2,000ｔ-wet)

特になし 大口農家への
配送費

肥料；分析
土壌；分析

イベント時に
PR

100％；無償配布 年7,000t-wet生産

項目 単位
実証フィールド

乾燥汚泥
A市 B市 C市 G市 許容値

肥
料
関
係

主
要
成
分
分
析

含水率 wt％ 10.7～26.4 38.2 19.8 21.6 14～15
窒素全量 wt％ 4.03～5.58 3.5 4.9 4.8 4.17 －

リン酸 ｗｔ% 1.44～2.37 1.6 5.2 4.6 2.23 －
酸化カリウム wt％ 0.08～0.18 0.1 ＜0.5 0.19 0.31 －

酸化カルシウム wt％ 0.31～1.03 1.1 3.6 2.1 － ※1
亜鉛 mg/kg-wet 170～310 663 757 700 295 ※1
銅 mg/kg-wet 67～120 315 290 268 206 ※1

炭素窒素比 － 6～78 5.5 - 6 7.1 －
pH － 5.4～6.9 8 - - - －

有
害
成
分
分
析

カドミウム mg/kg-ds <0.5～0.7 0.6 1 - 1.64 5以下※2

クロム mg/kg-ds 8～16 15 42 - 32 500以下※2

水銀 mg/kg-ds 0.12～0.24 0.2 0.04 - 0.33 2以下※2

鉛 mg/kg-ds <5～17 14 17 - 24 100以下※2

ニッケル mg/kg-ds 7～14 13 17 - - 300以下※2

ヒ素又はその化合物 mg/kg-ds 0.8～1.7 3.8 3.6 0.8 50以下※2

臭気指数 － 29～40 42 22 22 -
※1 農林水産省；告示第337号、下水汚泥の主要な成分の指定（平成13年3月）より

表示義務基準、下記の場合
・銅全量 300mg/kg-wet以上
・亜鉛全量 900mg/kg-wet以上
・石灰全量 1.5％（150g/kg-wet）以上

※2農林水産省；告示第1146号 十二 汚泥肥料等(平成26年9月)
※3 公益社団法人日本下水道境界；「下水汚泥有効利用促進マニュアル」、p-93(H27）

※4 実証フィールドで生産した乾燥汚泥は酸化カルシウムが少なく、ｐＨが低い
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ｂ）肥料生産業者調査 

肥料生産業者 3社にヒアリング調査を行い、水分調整材としてニーズを確認した。 

乾燥汚泥は汚泥発酵肥料の水分調整材として活用でき、従来使用している有価の水分調整材

(おが屑など)の代替となり、肥料生産コストの縮減効果があるとのことであった。 

処理費は 9,180～16,000 円/t-wet と比較的安価であった。(表資 1-20) 

処理場の近隣に肥料生産業者があり運搬費を抑えることができれば本技術の総費用（年価換算

値）縮減が可能となる。 

 

表資 1-20 肥料化／肥料生産業者調査結果 

 

  

調査先 乾燥汚泥へのニーズ
水分、用途、その他

需要減時季
ストック方法

臭気対策
・設備
・運搬

受入れ量
[t-wet/年]

肥料使用先 肥料種類 処理費用
[円/ｔ-wet]

備考

A社
含水率20～30％
水分調整材
発塵しないこと

需要減の
時季なし

・天蓋付ダンプ 400 ・北関東
・農家、農業
法人

発酵たい肥 処理費 9,180
運搬費 15,980
(160km）
計 25,160

受入れ量の増
加、処理費用
低減の見込み
なし

Ｂ社
含水率20～30％
水分調整材
発塵しないこと

需要減の
時季なし

・袋詰め 320 ・全国
・卸売業者
農家、農業法
人

発酵たい肥 処理費 13,000
運搬費 11,000
(90km）
計 24,000

受入れ量の増
加、処理費用
低減の見込み
なし

Ｃ社
含水率20～30％
水分調整材
発塵しないこと

需要減の
時季なし

・天蓋付ダンプ 54 ・東海、中部
・農家、農業
法人、ＮＰＯ法
人

発酵たい肥 処理費 16,000
運搬費は非公表
(180km）

水分調整材の
おが屑(有価)
の一部代替と
なりC社のコス
トダウン

※ヒアリング調査方法；乾燥汚泥を扱った実績のある肥料製造会社へ聞き取り調査
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１．２．３ 評価項目３ 燃料化 

１．２．３．１ 評価指標；成分分析 

ａ）基本物性、元素分析の結果 

測定結果を表資 1-21 に有害物質の分析結果を表資 1-22 に示す。 

測定の結果、燃料として重要な発熱量は 17.4～19.2 MJ/kg-wet と十分に大きく、BSF-15(JIS Z 

7312)相当であった。また、有害物質は特別管理産業廃棄物の判定基準未満でこれに非該当であっ

た。 

表資 1-21 燃料化成分分析結果１ 

 

 

表資 1-22 燃料化成分分析結果２ 

 

 

試験項目／サンプル採取日 H28.2.7 H29.6.29 H29.9.11 H29.11.21 JIS Z 7312 石炭(参考) 備考

発熱量
総発熱量 [MJ/kg-wet] 19.2 17.4 17.7 15.3 15以上 26～29 石炭は瀝青炭の例

真発熱量 [MJ/kg-dry] 20.6 20.0 21.6 20.8

基
本
物
性

含水率 [%W.B.] 12.7 19.2 17.9 26.4 20以下 2.0～5.1

灰分 [wt%] 9.9 7.5 7.3 6.7 分析値報告 7.0～18.5

揮発分 [wt%] 76.9 77.7 79.3 79.8 23.9～41.6

固定炭素 [wt%] 13.6 14.8 13.4 13.5 38.1～59.8

油分 [ｗｔ%] 12 8.2 7.1 5.8 －

元
素
分
析

C [wt%] 47.6 47.2 47.9 46.1 66.3～84.9

H [wt%] 6.41 6.76 6.72 6.48 3.7～5.2

N [wt%] 5.99 6.62 5.82 4.73 分析値報告 0.6～1.8

O [wt%] 29.6 31.4 31.8 35.8 0.6～9.8

S [wt%] 0.57 0.50 0.43 0.08 分析値報告 0.2～1.0

塩素※2 [wt%] 0.06 0.05 0.05 0.04 0.1～1.0

P [wt%] 1.22 1.08 0.96 0.84 0.03～4.0

磨耗性 評価 － 低い － － やや高い

臭気 臭気指数 36 36 46 29

※1 公益社団法人 日本下水道協会；下水汚泥有効利用促進マニュアル－2015年版－、p-243、汚泥炭化13～20MJ/㎏-ds，汚泥乾燥14～21MJ/㎏-ds
※2 バイオ燃料㈱；0.1wt%以下では顕著な腐食なし、「乾燥汚泥の性状等による評価」、評価書、添付資料(12)

試験項目／サンプル採取日 H28.2.7 H29.6.29 H29.9.11 H29.11.21 石炭(参考)

重
金
属

カドミウム [mg/kg-ds] 0.6 0.2 0.4 0.3 0.2

ヒ素 [mg/kg-ds] 2.4 1.9 1.4 1.5 1～55

鉛 [mg/kg-ds] 12 6.2 5.3 3.4 1.5～60

六価クロム [mg/kg-ds] <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 1.5以下～30

総水銀 [mg/kg-ds] 0.33 0.19 0.13 0.15 0.026～0.4

セレン [mg/kg-ds] <0.5 0.8 0.7 <0.5 0.21～2.5

フッ素化合物 [mg/kg-ds] 68 140 120 120 50～500

ホウ素 [mg/kg-ds] 13 12 17 <10 1.5～300

重金属溶出試験 許容値以下※2 許容値以下※2 許容値以下※2 許容値以下※2 －

灰
分

酸化ケイ素 [wt%-dry] 20 29 24 22 50.2～74

酸化アルミニウム [wt%-dry] 19 15 12 11 16.4～38.3

酸化カルシウム [wt%-dry] 12 9.1 12 15 0.1～6.2

酸化マグネシウム [wt%-dry] <0.1 － 5.9 6.5 0.2～2.2

リン酸 [wt%-dry] 32 34 36 35 0.1～1.4

酸化ナトリウム [wt%-dry] 4.0 1.3 2.1 1.8 0.1～1

酸化カリウム [wt%-dry] 1.5 1.5 1.6 1.7 0.4～3.1

灰融点(酸化／還元) [℃] 1,060/1,050 1,350/1,350 1,100/1,075 1,170/1,195 1,290～1,570

※1 バイオ燃料㈱；瀝青炭、「乾燥汚泥の性状等による評価報告書」、(評価書 添付資料(12)
※2 環境庁；金属等を含む産業廃棄物に係る判定基準を定める省令（平成28年6月20日環境庁令第十六号）、乾燥汚泥は特別管理産業廃棄物には非該当
※3 ハウリング性；ボイラ伝熱面などへの灰の付着・堆積 ※4 スラッギング性；バイラ伝熱面などへの灰の溶解・付着
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ｂ）安全性試験の結果 

測定結果を表資 1-23 に示す。80℃以上で自然発火性があり、また粉じん爆発の危険性は 3 段

階評価の「低位」～「中位」であった。 

熱酸化分解開始温度の測定結果を図資 1-29(p.166)に示す。測定の結果、熱酸化分解開始温度

は 140℃で、この温度を超えると急激に熱分解を開始し、発火性のあるガスを出すようになる。 

 

表資 1-23 燃料化成分分析結果 3(安全性試験) 
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図資 1-29 TG-DTA(示差熱重量分析)結果 

 

※熱酸化分解開始温度は 140℃であるが、SIT 試験にて自然発火性が 

示された温度が 80℃以上であったため（表資 1-23[p.165]）、安全 

をみて、乾燥汚泥の管理温度は 70℃以下とした。 
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ｃ）安全性試験の結果に基づく安全対策 

安全性試験の結果を基に安全対策をまとめた。 

安全対策のポイントを以下に示す。 

1. 乾燥汚泥の過乾燥防止(図資 1-30) 

2. 乾燥汚泥ホッパ内乾燥汚泥の発火防止(図資 1-31[p.168]) 

3. 長期貯留時発火防止対策(図資 1-32[p.168]、図資 1-33[p.169]) 

4. 乾燥汚泥輸送時の発火防止(図資 1-34[p.169]、図資 1-35[p.170～176]) 

 

 

図資 1-30 乾燥汚泥の過乾燥防止 
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図資 1-31 乾燥汚泥ホッパ内・乾燥汚泥の発火防止 1 

 

 

図資 1-32 乾燥汚泥ホッパ内・乾燥汚泥の発火防止 2 
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図資 1-33 長期貯留時発火防止対策 

 

 

図資 1-34 乾燥汚泥輸送時の発火防止 
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 １．２．３．２ 評価指標；市場性 

ユーザーニーズを調査するため、発電事業者、セメント会社、製紙会社及び電力会社にアンケ

ートまたはヒアリングを行なって調査した。その結果、表資 1-24 に示すように条件付きで受け入

れ可能な 1自治体、2事業者が確認された。 

このうち A市(ごみ焼却発電)は、実証フィールドで生産する乾燥汚泥をそのまま受け入れ可能

であることから、後述する全体効果ではこの事例を参考に FS を検討した。 

また、具体的案件が浮上した場合の条件付ではあるが、新規 DBO 案件では有価の処理も期待で

きる例を確認できた(表資 1-24 P 社)。 

一方で、受入できないとの回答があった自治体、事業者は、新たな受入余地が無いことや周辺

住民の理解を得ることが困難、収益性が期待できないなどの理由を挙げている。また、焼却炉へ

の影響を懸念するケースもあった。(表資 1-25[p.178])。 

現状、乾燥汚泥を受け入れていないユーザーには、設備への影響や改造、周辺住民への説明な

ど新たな負担が発生することから、実証フィールドの事例を参考にするなどの方策が有効と考え

られる。 

参考資料として各事業所から聞き取ったアンケート調査票(図資 1-36[p.179～189])を添付す

る。 

 

表資 1-24 燃料化／市場調査結果 

 

 

  

アンケート先 燃料輸送車両 受入時
荷姿

燃料貯蔵方法 設備改造 燃料品質ニーズ 臭気
対策

処理費用
年間使用量

備考

条
件
付
で
受
入
可

A市
(ごみ焼却発電)

天蓋ダンプ
トレーラー

トラック

バラ積み 産業廃棄物
ピット

不要 フレーク状で可 不要 22,000円/t-
wet

産業廃棄物の受入
FSではA市の処理
費用を参考

B社
(セメント会社)

天蓋ダンプ
コンテナ車両

バラ積み 建屋等の燃料
保管場所

不要
(脱水汚泥

受入れ設
備に投入)

・フレーク状で可
・水分15～30％
(発塵しないこと）
・発熱量
18,000kJ/kg以上
・リン成分低減要

不要
(実証設備の
乾燥汚泥臭
気レベルで
可)

25,380円/t-
wet
350t/年

・産業廃棄物の受
入

・下水汚泥の供給
が多く飽和状態で、
需要を上回ってい
る

C社
(廃棄物発電)

天蓋ダンプ
コンテナ車両

ジェットパック車
トレーラー

トラック

バラ積み
フレコン

産業廃棄物
ピット

不要 自己発熱性試験
24h中の最高温度
上昇70℃以下
(ワイヤーバスケッ
ト試験)

不要 35,000円/t-
wet以上

産業廃棄物の受入

P社 ジェットパック車 バラ積み － 新規設備 フレーク状 不要 有価 新規DBO案件

※アンケート・ヒアリング方法
1．乾燥汚泥の外観写真、分析結果を記載したアンケート用紙を送付。21箇所にアンケート依頼し、15箇所より回答を得た。
2．電力会社，プラントメーカーへヒアリング
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表資 1-25 燃料化／市場調査／受入れ不可 
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図資 1-36-1 乾燥汚泥の燃料に関する市場規模の調査結果概要 



資料編 １．実証研究結果 

180 

 

図資 1-36-2 乾燥汚泥の燃料に関する市場規模の調査アンケート（1/8） 
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図資 1-36-2 乾燥汚泥の燃料に関する市場規模の調査アンケート（2/8） 
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図資 1-36-2 乾燥汚泥の燃料に関する市場規模の調査アンケート（3/8） 
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図資 1-36-2 乾燥汚泥の燃料に関する市場規模の調査アンケート（4/8） 
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図資 1-36-2 乾燥汚泥の燃料に関する市場規模の調査アンケート（5/8） 
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図資 1-36-2 乾燥汚泥の燃料に関する市場規模の調査アンケート（6/8） 
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図資 1-36-2 乾燥汚泥の燃料に関する市場規模の調査アンケート（7/8） 
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図資 1-36-2 乾燥汚泥の燃料に関する市場規模の調査アンケート（8/8） 
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図資 1-36-3 乾燥汚泥の燃料に関する市場規模の調査アンケート回答（1/2） 



資料編 １．実証研究結果 

189 

 

図資 1-36-3 乾燥汚泥の燃料に関する市場規模の調査アンケート回答（2/2) 
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１．２．４ 評価項目４ 全体効果 

１．２．４．１ 評価指標；総費用（年価換算値）縮減効果 

肥料化、燃料化の調査で得られた乾燥汚泥の処理費用を参考に、総費用（年価換算値）を算出

した結果を、小型乾燥機は図資 1-37～図資 1-39(p.210～211)、中型乾燥機は図資 1-40～図資 1-

42(p.212～213)に示す。 

尚、算出するにあたり使用した条件を以下に示す。 

・ 設備の耐用年数(表資 1-26) 

・ 建設工事費デフレーター(表資 1-27[p.191]) 

・ 維持管理費試算に用いた各ユーティリティ単価(表資 1-28[p.191]) 

・ 総費用（年価換算値）、維持管理でのエネルギー使用量、維持管理での温室効果ガス排出量

算出条件計算書(表資 1-29[p.192～199]) 

・ CO2排出量原単位(表資 1-30[p.200]) 

・ N2O 排出量原単位(表資 1-31[p.200]) 

・ エネルギー原単位(表資 1-32[p.200]) 

・ 小型乾燥機(実証設備規模)の建設費算出方法(表資 1-33[p.201]) 

・ 小型乾燥機(実証設備規模)の機械設備工事内訳(表資 1-34[p.201]) 

・ 小型乾燥機(実証設備規模)の熱・物質収支(表資 1-35 [p.202～203]) 

・ 小型乾燥機(実証設備規模)の維持管理費(表資 1-36[p.204]) 

・ 中型乾燥機(実証設備 2倍規模)建設費算出方法(表資 1-37[p.205]) 

・ 中型乾燥機(実証設備 2倍規模)の機械設備工事内訳(表資 1-38[p.205]) 

・ 中型乾燥機(実証設備 2倍規模)の熱・物質収支(表資 1-39[p.206～207]) 

・ 中型乾燥機(実証設備 2倍規模)の維持管理費(表資 1-40[p.208]) 

・ 小型乾燥機・中型乾燥機仕様(表資 1-41[p.209]) 

 

表資 1-26 設備の耐用年数 

設備 項目 耐用年数 

本技術 

自己熱再生型ヒート

ポンプ式高効率下水

汚泥乾燥設備 

土木設備工事 45 年 

機械・電気設備工事 20 年 

既設改造工事 20 年 

※１ 国土交通省国土技術政策総合研究所資料：B-DASH プロジェクト No.4 廃熱利用型低コスト下水汚泥固形燃料化技術 

導入ガイドライン（案）p.42(H26 年 8 月) 
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表資 1-27 建設工事費デフレーター 

工事種別 2004 年度（基準年） 2017 年度 7 月 

下水道 92.9 106.0 

換算係数 β ＝ 106.0 ÷ 92.9 ＝ 1.14 

出典：国土交通省 HP 建設工事費デフレーター 

 

 

表資 1-28 維持管理費試算に用いた各ユーティリティ単価

 

 

  

項目 単位 値 備考 出典
電力 円/kWh 15 H28補助業務※1、H29公募資料※2

上水 円/m3 200 H28公募資料※2

A重油 円/L 71 H28公募資料
LPG 円/kg 89 ローリー 建設物価　H30,2月※3
次亜塩素酸ナトリウム 円/kg 40 H28補助業務※1
※1：H28補助業務　「下水道革新的技術の導入検討に関する技術資料作成業務」
※2：平成28年度下水道革新的技術実証事業公募資料「革新的技術のコスト算定に当っての留意事項」
※3：建設物価、H30、2月
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表資 1-29 総費用（年価換算値）、維持管理でのエネルギー使用量、 

維持管理での温室効果ガス排出量算出条件計算書(1/8、小型乾燥機[1/4]) 

 

 

 

 

1． 算定条件

1) 施設規模

年処理脱水汚泥量 Xy＝ 8,280 ［t/年］実績処理量より乾燥機 仕様処理量

乾燥機年間稼働日数 300 [日/年] 24 [h/日] 7,200 [h/年]

日処理脱水汚泥量 Xrd＝ 27.6 ［t/日］ 実績処理量より乾燥機 仕様処理量

施設規模　 Xd≒ 34.5 ［t/日］※1 計画処理水量より下水処理施設規模

2) 脱水汚泥

水分 w1S＝ 78.0 [%W.B.]

乾燥設備 投入量 F1＝ 1,150 [kg/h]

F0＝ 253 [kg-D.S./h]

F0y＝ 1,822 [t-D.S./年]

3) 乾燥汚泥

水分 w2S＝ 20 [%W.B.]

乾燥汚泥生産量 F2＝ 316.3 [kg/h]

F2y＝ 2,277 [t/年]

乾燥機　水分蒸発量 W＝ 834 [kg/h]

Wy＝ 6,003 [t/年]

4) 設備の耐用年数

表1　設備の耐用年数
※2

45

20

20

5) 建設費から建設費年価へ換算する係数
※1

建設費年価=建設費×{i（1+i）n÷［（1+i）n-1）］}
利子率 i＝ 2.3 ％

αi＝i（1+i）n÷［（1+i）n-1）］
土木建築施設 α1＝ 0.03590

機械設備 α2＝ 0.06294

電気設備 α3＝ 0.06294

6) 建設工事費の補正

工事種別

下水道

※3　国土交通省HP　建設工事デフレーター

換算係数　β＝ 106.0 ÷ 92.9

β＝ 1.14

92.9 106.0

機械設備

※1　国土交通省都市・地域整備局下水道部，社団法人日本下水道協会；バイオソリッド利活用基本計画策定マニュア

ル、p-55、90～91（2004）

土木建築施設、機械設備、電気設備の耐用年数及び残存価値は、引用文献※2と同等とし、耐用年数は
下記表1に示す年数とする。また、残存価値は0％とする。

設備区分 耐用年数　[年]

土木建築施設

電気設備

※2　国土交通省　国土技術総合政策総合研究所：B-DASHプロジェクト　No.4、廃熱利用型　低コスト下水汚泥固形燃料
化技術　導入ガイドライン（案），p-40～43，国土技術政策総合研究所資料（2014）

土木建築費用関数※1は、平成16年度の費用関数であることから、下表の建設工事費デフレータ※3の係
数を使用した現在価格へ換算する。

2004年度（基準年） 2017年度7月
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表資 1-29 総費用（年価換算値）、維持管理でのエネルギー使用量、 

維持管理での温室効果ガス排出量算出条件計算書(2/8、小型乾燥機[2/4]) 

 

2． 試算結果

1) 建設工事費

①

Y1-1＝12.3×Xd
0.941

×β 本検討では、 該当

　'＝344.3×β

計算結果 Y'1-1＝ 393 [百万円]

採用値 Y1-1＝ 393 [百万円]

② 機械建設費

Y2-1＝実証フィールドの価格とする。また、脱臭炉 20百万円を含む。

Y2-1＝ 493 [百万円]

③

Y3-1＝12.053F0
0.5158 本検討では、 該当

計算結果 Y’3-1＝ 209 [百万円]

採用値 Y3-1＝ 209 [百万円]

建設工事費の合計

ΣYｉ-1＝ 1,095 [百万円]

2） 建設工事費　年価

① 土木建築建設費年価

Y1-2＝Ｙ1-1×α1

Y1-2＝ 14.1 ［百万円/年］

② 機械建設費年価

Y2-2＝Ｙ1-2×α2

Y2-2＝ 31.0 ［百万円/年］

③ 電気建設費年価

Y3-2＝Y3-1×α3

Y3-2＝ 13.2 ［百万円/年］

④ 建設工事費年価の合計

ΣYｉ-2＝ 58.3 ［百万円/年］

3） 補修費+人件費+薬品（上水）費

① 補修費

機械建設費に対する割合　Rm2＝ 3.3 ％ ※機器ごとの補修費積み上げより

補修費 Cm　＝　Yｉ×Rm

　　＝　493×Rm2　[百万円/年]

Cm＝ 16.3 [百万円/年]

② 人件費 ※実証フィールド　実績参考

1.5人/8時間×3交代制、年間240日勤務 常日勤3人、変則勤務10人

職員数 270 人

人件費 ClcU＝ 2.076 [万円/人・日]

Clc＝ 5.6 [百万円/年]

③ 薬品費 本検討では、 該当

上水使用量 Gcw＝ 924 [L/h] 単価 200 [円/m3]
＝ 554 [m3/月]

上水費 Ccw＝ 1.3 [百万円/年]

＝ 1.3 [百万円/年]

薬品

次亜塩素酸Na　CSh= 0.0 [百万円/年] 本検討では、非該当

　Ccw+Csh ＝1.3×Wy/6003　[百万円/年]とする

④ 小計 Cr1＝ 23.2 [百万円/年] 補修費，人件費，薬品費

電気建設費
※4

；既設供給電源を流用とし、下記費用は含まない。既設電源を流用せず、新設する場合
は、下記費用を含める。

※4　国土交通省 国土政策技術総合研究所：全国の乾燥設備を保有する処理場に実施したアンケートより算出した一般

費用関数による(2017)

土木建築建設費※1；既設建屋流用とし、下記費用は含まない。既設建屋流用でないケースでは、下記
費用を含める。
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表資 1-29 総費用（年価換算値）、維持管理でのエネルギー使用量、 

維持管理での温室効果ガス排出量算出条件計算書(3/8、小型乾燥機[3/4]) 

 

 

 

 

4） 電力，燃料使用量
※4

　(乾燥装置，直燃式脱臭炉)
① 電力使用量

実証結果より

AU1-4＝ 277.1 ［kWh］

＝ 1,995,120 ［kWh/年］

電力費用

電力単価 15 ［円/kWh］

電力費用　Y1-4＝ 29.9×Wy/6003　[百万円/年]

29,927 ［千円/年］

② 燃料使用量

実証結果より

AU1-5＝ 14.3 ［kg/h］ LPG

＝ 102,960 ［kg/年］

燃料費用

燃料単価 89 ［円/kg］

燃料費用　Y1-5＝ 9.2×Wy/6003　[百万円/年]

9,163 ［千円/年］

③ 運転経費　合計

62.3 [百万円/年]

5） 解体・廃棄処分費(参考値）

① 算定条件

機械設備・電気設備の建設費の10％とする。※8

年間の費用は、耐用年数で割った値とする。

② 解体・廃棄処分費

Cw＝ （Y2-1－Y3-1）×10/100

70.2 ［百万円］

6） 汚泥処理コストの削減額

① 算定条件

・

・ 外部委託処理費用 単価 肥料需要時季 8 ヶ月

脱水汚泥 Ucws＝ 23,000 [円/t] 全国平均ケース 処理費 0 円/t

乾燥汚泥 Ucds＝ 10,667 [円/t] 処理費用　無償化、運搬費のみ 運搬費 5,000 円/t

脱水汚泥 Ucws’＝ 22,500 [円/t] 実証フィールドの委託費用 肥料需要減時季 4 ヶ月

乾燥汚泥 Ucds’＝ 24,000 [円/t] 実証フィールドの委託費用 処理費 22,000 円/t

運搬費 0 円/t

② 脱水汚泥を全量外部委託処理した場合 年間平均処理費 10,667 円/t

外部委託費用　Ccws＝Ｕcws×Xy×10-6

Ccws＝ 190.4 [百万円/年] 全国平均ケース

Ccws'＝ 186.3 [百万円/年] 実証フィールドの委託費用

③ 乾燥汚泥を外部委託処理した場合

外部委託費用　Ccds＝Ｕcds×F2y×10-6

Ccds＝ 24.3 [百万円/年] 処理費用　無償化、運搬費のみ

Ccds'＝ 54.6 [百万円/年] 実証フィールドの委託費用

④ 汚泥処理コストの削減

Cro＝Ccds－Ccws

Cro＝ -166 [百万円/年] 全国平均ケース

Cro'＝ -132 [百万円/年] 実証フィールドの委託費用

脱水汚泥を全量外部委託処理した場合と比較し、乾燥汚泥を外部委託処理した場合の費用の差をコスト削減額とする。

※5　公益社団法人日本下水道協会；下水道設計標準歩掛表平成24年－第2巻 ポンプ場・処理場、p-102より　撤去費は
建設費の６％とした。また、スクラップコストは建設費の４％とし、解体・撤去費の合計は建設費の10％とする。

4） 電力，燃料使用量
※4

　(乾燥装置，直燃式脱臭炉)
① 電力使用量

実証結果より

AU1-4＝ 277.1 ［kWh］

＝ 1,995,120 ［kWh/年］

電力費用

電力単価 15 ［円/kWh］

電力費用　Y1-4＝ 29.9×Wy/6003　[百万円/年]

29,927 ［千円/年］

② 燃料使用量

実証結果より

AU1-5＝ 14.3 ［kg/h］ LPG

＝ 102,960 ［kg/年］

燃料費用

燃料単価 89 ［円/kg］

燃料費用　Y1-5＝ 9.2×Wy/6003　[百万円/年]

9,163 ［千円/年］

③ 運転経費　合計

62.3 [百万円/年]

5） 解体・廃棄処分費(参考値）

① 算定条件

機械設備・電気設備の建設費の10％とする。※8

年間の費用は、耐用年数で割った値とする。

② 解体・廃棄処分費

Cw＝ （Y2-1－Y3-1）×10/100

70.2 ［百万円］

6） 汚泥処理コストの削減額

① 算定条件

・

・ 外部委託処理費用 単価 肥料需要時季 8 ヶ月

脱水汚泥 Ucws＝ 23,000 [円/t] 全国平均ケース 処理費 0 円/t

乾燥汚泥 Ucds＝ 10,667 [円/t] 処理費用　無償化、運搬費のみ 運搬費 5,000 円/t

脱水汚泥 Ucws’＝ 22,500 [円/t] 実証フィールドの委託費用 肥料需要減時季 4 ヶ月

乾燥汚泥 Ucds’＝ 24,000 [円/t] 実証フィールドの委託費用 処理費 22,000 円/t

運搬費 0 円/t

② 脱水汚泥を全量外部委託処理した場合 年間平均処理費 10,667 円/t

外部委託費用　Ccws＝Ｕcws×Xy×10
-6

Ccws＝ 190.4 [百万円/年] 全国平均ケース

Ccws'＝ 186.3 [百万円/年] 実証フィールドの委託費用

③ 乾燥汚泥を外部委託処理した場合

外部委託費用　Ccds＝Ｕcds×F2y×10
-6

Ccds＝ 24.3 [百万円/年] 処理費用　無償化、運搬費のみ

Ccds'＝ 54.6 [百万円/年] 実証フィールドの委託費用

④ 汚泥処理コストの削減

Cro＝Ccds－Ccws

Cro＝ -166 [百万円/年] 全国平均ケース

Cro'＝ -132 [百万円/年] 実証フィールドの委託費用

脱水汚泥を全量外部委託処理した場合と比較し、乾燥汚泥を外部委託処理した場合の費用の差をコスト削減額とする。

※5　公益社団法人日本下水道協会；下水道設計標準歩掛表平成24年－第2巻 ポンプ場・処理場、p-102より　撤去費は

建設費の６％とした。また、スクラップコストは建設費の４％とし、解体・撤去費の合計は建設費の10％とする。
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表資 1-29 総費用（年価換算値）、維持管理でのエネルギー使用量、 

維持管理での温室効果ガス排出量算出条件計算書(4/8、小型乾燥機[4/4]) 

 

３．結果一覧

1) 総費用（年価換算値）

① 汚泥 外部委託費用が全国平均の場合（小型乾燥機の条件）

施設規模 Xd 34.5 ［t/日］

建設費年価 ΣYｉ-2＝ 58.3 [百万円/年］

運転経費 Y1-3＝ 62.3 [百万円/年］

汚泥処理費

Csds＝ 24.3 [百万円/年]

合計 144.9 [百万円/年]

70.2 [百万円]

脱水汚泥を全量外部委託処理 190.4 [百万円/年]

従来技術との差額 46 [百万円/年]

縮減率 24 % コスト縮減

② 乾燥汚泥 全国平均処理単価と異なる場合(実証フィールドの単価で建屋+燃焼脱臭新設）

施設規模 Xd 34.5 ［t/日］

建設費年価 ΣYｉ-2＝ 58.3 [百万円/年］

運転経費 Y1-3＝ 62.3 [百万円/年］

汚泥処理費

Csds'＝ 54.6 [百万円/年]

維持管理費合計 175.2 [百万円/年]

70.2 [百万円]

脱水汚泥を全量外部委託処理 186.3 [百万円/年]

従来技術との差額 11 [百万円/年]

縮減率 6 % コスト縮減

2) 重油換算エネルギー消費量，CO2排出量

① 換算係数、発熱量原単位

・ 重油換算係数

CFA＝ 0.0257 [kL/GJ] （A重油：38.9-1）

・ ユーティリティ発熱量原単位※6 次亜塩素酸Na

電力 CVcel＝ 9.484 [MJ/kWh] CVSh＝ 11,799 [MJ/t]

燃料 CVLPG＝ 50.1 [MJ/kg] LPG

上水 CVW＝ 30.7 [MJ/m
3
] ※6

・ CO2排出量原単位※6

電力 CO2cel＝ 0.587 [kg-CO2/kWh]

燃料 CO2LPG＝ 3.00 [kg-CO2/kg] LPG

汚泥乾燥N2O由来 CO2N2O＝ 2.83 [kg-CO2/wet-t] 直燃式脱臭炉0.0095×298※7

上水 CO2W＝ 0.0020 [t-CO2/m
3] ※6

次亜塩素酸Na CO2Sh＝ 0.32 [t-CO2/ｔ]

② 重油換算エネルギー使用量

・ 発熱量 次亜塩素酸Na 燃焼脱臭想定で除外

電力 CVEC＝ 18,921.7 [GJ/年] CVSh＝ 0.0 [GJ/年]

燃料 CVAF＝ 5,154.2 [GJ/年]

薬品（上水） CVAW＝ 204.2 [GJ/年]

・ 重油換算消費量

エネルギー消費量合計

EC1＝CAF＋CVEC＋CVAW＋CVSh
EC1＝ 24,280 [GJ/年]

＝ 624 [kL/年] （A重油）

③ CO2排出量 次亜塩素酸Na 燃焼脱臭想定で除外

電力 CO2EC＝ 1,171.1 [t-CO2/年] CO2Sh＝ 0.0 [t-CO2/年]

燃料 CO2AF＝ 308.9 [t-CO2/年]

汚泥乾燥N2O由来 CO2N2O＝ 23.4 [ｔ-CO2/年]

薬品（上水） CO2W＝ 13.3 [t-CO2/m
3]

CO2排出量

CO2-1＝CO2EC＋CO2AF+CO2N2O＋CO2W

1,517 [t-CO2/年]

※7　H28補助業務「下水道革新的技術の評価項目に関する技術資料作成業務」

※8　国土交通省；下水汚泥エネルギー化技術ガイドライン-改訂版-、p-82(平成27年3月）

※6　エネルギー源別標準発熱量一覧表（平成27年4月14日資源エネルギー庁総合政策課）

解体・廃棄費用（参考値） Cw＝

解体・廃棄費用（参考値） Cw＝

３．結果一覧

1) 総費用（年価換算値）

① 汚泥 外部委託費用が全国平均の場合(中型乾燥機の場合）

施設規模 Xd 67.9 ［t/日］

建設費年価 ΣYｉ-2＝ 96.5 [百万円/年］

運転経費 Y1-3＝ 113.8 [百万円/年］

汚泥処理費

Csds＝ 45.6 [百万円/年]

ランニングコスト合計 255.9 [百万円/年]

110.9 [百万円]

脱水汚泥を全量外部委託処理 374.8 [百万円/年]

従来技術との差額 119 [百万円/年]

縮減率 32 % コスト縮減

② 乾燥汚泥 全国平均処理単価と異なる場合(実証フィールドの単価で建屋+燃焼脱臭新設）

施設規模 Xd 68 ［t/日］

建設費年価 ΣYｉ-2＝ 96.5 [百万円/年］

運転経費 Y1-3＝ 113.8 [百万円/年］

汚泥処理費

Csds'＝ 102.6 [百万円/年]

維持管理費合計 312.9 [百万円/年]

110.9 [百万円]

脱水汚泥を全量外部委託処理 366.7 [百万円/年]

従来技術との差額 54 [百万円/年]

縮減率 15 % コスト縮減

2) 重油換算エネルギー消費量，CO2排出量

① 換算係数、発熱量原単位

・ 重油換算係数

CFA＝ 0.0257 [kL/GJ] （A重油：38.9-1）

・ ユーティリティ発熱量原単位※6 次亜塩素酸Na

電力 CVcel＝ 9.484 [MJ/kWh] CVSh＝ 1,174 [MJ/t]

燃料 CVLPG＝ 50.1 [MJ/kg] LPG

上水 CVW＝ 30.7 [MJ/m3] ※6

・ CO2排出量原単位
※6

電力 CO2cel＝ 0.587 [kg-CO2/kWh]

燃料 CO2LPG＝ 3.00 [kg-CO2/kg] LPG

汚泥乾燥N2O由来 CO2N2O＝ 2.83 [kg-CO2/wet-t] 直燃式脱臭炉0.0095×298※7

上水 CO2W＝ 0.0020 [t-CO2/m
3] ※6

次亜塩素酸Na CO2Sh＝ 0.32 [t-CO2/ｔ]

② 重油換算エネルギー使用量

・ 発熱量 次亜塩素酸Na

電力 CVEC＝ 35,311.8 [GJ/年] CVSh＝ 33.9 [GJ/年]

燃料 CVAF＝ 11,786.1 [GJ/年]

薬品（上水） CVAW＝ 352.1 [GJ/年]

・ 重油換算消費量

エネルギー消費量合計

EC1＝CAF＋CVEC＋CVAW＋CVSh
EC1＝ 47,484 [GJ/年]

＝ 1,221 [kL/年] （A重油）

③ CO2排出量 次亜塩素酸Na 燃焼脱臭想定で除外

電力 CO2EC＝ 2,185.6 [t-CO2/年] CO2Sh＝ 0.0 [t-CO2/年]

燃料 CO2AF＝ 706.3 [t-CO2/年]

汚泥乾燥N2O由来 CO2N2O＝ 46.1 [ｔ-CO2/年]

薬品（上水） CO2W＝ 22.9 [t-CO2/m
3]

CO2排出量

CO2-1＝CO2EC＋CO2AF+CO2N2O＋CO2W

2,961 [t-CO2/年]

※7　H28補助業務「下水道革新的技術の評価項目に関する技術資料作成業務」

※8　国土交通省；下水汚泥エネルギー化技術ガイドライン-改訂版-、p-82(平成27年3月）

※6　エネルギー源別標準発熱量一覧表（平成27年4月14日資源エネルギー庁総合政策課）

解体・廃棄費用（参考値） Cw＝

解体・廃棄費用（参考値） Cw＝

３．結果一覧

1) 総費用（年価換算値）

① 汚泥 外部委託費用が全国平均の場合(中型乾燥機の場合）

施設規模 Xd 67.9 ［t/日］

建設費年価 ΣYｉ-2＝ 96.5 [百万円/年］

運転経費 Y1-3＝ 113.8 [百万円/年］

汚泥処理費

Csds＝ 45.6 [百万円/年]

ランニングコスト合計 255.9 [百万円/年]

110.9 [百万円]

脱水汚泥を全量外部委託処理 374.8 [百万円/年]

従来技術との差額 119 [百万円/年]

縮減率 32 % コスト縮減

② 乾燥汚泥 全国平均処理単価と異なる場合(実証フィールドの単価で建屋+燃焼脱臭新設）

施設規模 Xd 68 ［t/日］

建設費年価 ΣYｉ-2＝ 96.5 [百万円/年］

運転経費 Y1-3＝ 113.8 [百万円/年］

汚泥処理費

Csds'＝ 102.6 [百万円/年]

維持管理費合計 312.9 [百万円/年]

110.9 [百万円]

脱水汚泥を全量外部委託処理 366.7 [百万円/年]

従来技術との差額 54 [百万円/年]

縮減率 15 % コスト縮減

2) 重油換算エネルギー消費量，CO2排出量

① 換算係数、発熱量原単位

・ 重油換算係数

CFA＝ 0.0257 [kL/GJ] （A重油：38.9-1）

・ ユーティリティ発熱量原単位※6 次亜塩素酸Na

電力 CVcel＝ 9.484 [MJ/kWh] CVSh＝ 1,174 [MJ/t]

燃料 CVLPG＝ 50.1 [MJ/kg] LPG

上水 CVW＝ 30.7 [MJ/m3] ※6

・ CO2排出量原単位
※6

電力 CO2cel＝ 0.587 [kg-CO2/kWh]

燃料 CO2LPG＝ 3.00 [kg-CO2/kg] LPG

汚泥乾燥N2O由来 CO2N2O＝ 2.83 [kg-CO2/wet-t] 直燃式脱臭炉0.0095×298※7

上水 CO2W＝ 0.0020 [t-CO2/m
3] ※6

次亜塩素酸Na CO2Sh＝ 0.32 [t-CO2/ｔ]

② 重油換算エネルギー使用量

・ 発熱量 次亜塩素酸Na

電力 CVEC＝ 35,311.8 [GJ/年] CVSh＝ 33.9 [GJ/年]

燃料 CVAF＝ 11,786.1 [GJ/年]

薬品（上水） CVAW＝ 352.1 [GJ/年]

・ 重油換算消費量

エネルギー消費量合計

EC1＝CAF＋CVEC＋CVAW＋CVSh
EC1＝ 47,484 [GJ/年]

＝ 1,221 [kL/年] （A重油）

③ CO2排出量 次亜塩素酸Na 燃焼脱臭想定で除外

電力 CO2EC＝ 2,185.6 [t-CO2/年] CO2Sh＝ 0.0 [t-CO2/年]

燃料 CO2AF＝ 706.3 [t-CO2/年]

汚泥乾燥N2O由来 CO2N2O＝ 46.1 [ｔ-CO2/年]

薬品（上水） CO2W＝ 22.9 [t-CO2/m
3]

CO2排出量

CO2-1＝CO2EC＋CO2AF+CO2N2O＋CO2W

2,961 [t-CO2/年]

※7　H28補助業務「下水道革新的技術の評価項目に関する技術資料作成業務」

※8　国土交通省；下水汚泥エネルギー化技術ガイドライン-改訂版-、p-82(平成27年3月）

※6　エネルギー源別標準発熱量一覧表（平成27年4月14日資源エネルギー庁総合政策課）

解体・廃棄費用（参考値） Cw＝

解体・廃棄費用（参考値） Cw＝
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表資 1-29 総費用（年価換算値）、維持管理でのエネルギー使用量、 

維持管理での温室効果ガス排出量算出条件計算書(5/8、中型乾燥機[1/4]) 

 

 

 

 

1． 算定条件

1) 施設規模

年処理脱水汚泥量 Xy＝ 16,296 ［t/年］実績処理量より乾燥機 仕様処理量

乾燥機年間稼働日数 300 [日/年] 24 [h/日] 7,200 [h/年]

日処理脱水汚泥量 Xrd＝ 54.3 ［t/日］ 実績処理量より乾燥機 仕様処理量

施設規模　 Xd≒ 67.9 ［t/日］
※1 計画処理水量より下水処理施設規模

2) 脱水汚泥

水分 w1S＝ 79.0 [%W.B.]

乾燥設備 投入量 F1＝ 2,263 [kg/h]

F0＝ 475 [kg-D.S./h]

F0y＝ 3,422 [t-D.S./年]

3) 乾燥汚泥

水分 w2S＝ 20 [%W.B.]

乾燥汚泥生産量 F2＝ 594.0 [kg/h]

F2y＝ 4,277 [t/年]

乾燥機　水分蒸発量 W＝ 1,669 [kg/h]

Wy＝ 12,018 [t/年]

4) 設備の耐用年数

表1　設備の耐用年数※2

45

20

20

5) 建設費から建設費年価へ換算する係数
※1

建設費年価=建設費×{i（1+i）n÷［（1+i）n-1）］}
利子率 i＝ 2.3 ％

αi＝i（1+i）n÷［（1+i）n-1）］
土木建築施設 α1＝ 0.03590

機械設備 α2＝ 0.06294

電気設備 α3＝ 0.06294

6) 建設工事費の補正

工事種別

下水道

※3　国土交通省HP　建設工事デフレーター

換算係数　β＝ 106.0 ÷ 92.9

β＝ 1.14

電気設備

※2　国土交通省　国土技術総合政策総合研究所：B-DASHプロジェクト　No.4、廃熱利用型　低コスト下水汚泥固形燃料

化技術　導入ガイドライン（案），p-40～43，国土技術政策総合研究所資料（2014）

土木建築費用関数※1は、平成16年度の費用関数であることから、下表の建設工事費デフレータ※3の係
数を使用した現在価格へ換算する。

2004年度（基準年） 2017年度7月

機械設備

※1　国土交通省都市・地域整備局下水道部，社団法人日本下水道協会；バイオソリッド利活用基本計画策定マニュア

ル、p-55、90～91（2004）

土木建築施設、機械設備、電気設備の耐用年数及び残存価値は、引用文献
※2

と同等とし、耐用年数は
下記表1に示す年数とする。また、残存価値は0％とする。

設備区分 耐用年数　[年]

土木建築施設

106.092.9
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表資 1-29 総費用（年価換算値）、維持管理でのエネルギー使用量、 

維持管理での温室効果ガス排出量算出条件計算書(6/8、中型乾燥機[2/4]) 

 

2． 試算結果

1) 建設工事費

①

Y1-1＝12.3×Xrd0.941×β 本検討では、 該当

   ＝651.2×β

計算結果 Y'1-1＝ 743 [百万円]

採用値 Y1-1＝ 743 [百万円]

② 機械建設費

Y2-1＝実証フィールドの価格とする。また、脱臭炉 20百万円を含む。

Y2-1＝ 881 [百万円]

③

Y3-1＝6.59×Xrd0.809×β 本検討では、 該当

計算結果 Y’3-1＝ 228 [百万円]

採用値 Y3-1＝ 228 [百万円]

建設工事費の合計

ΣYｉ-1＝ 1,852 [百万円]

2) 建設工事費年価

① 土木建築建設費年価

Y1-2＝Ｙ1-1×α1

Y1-2＝ 26.7 ［百万円/年］

② 機械建設費年価

Y2-2＝Ｙ1-2×α2

Y2-2＝ 55.5 ［百万円/年］

③ 電気建設費年価

Y3-2＝Y3-1×α3

Y3-2＝ 14.4 ［百万円/年］

④ 建設工事費年価の合計

ΣYｉ-2＝ 96.5 ［百万円/年］

3) 補修費+人件費+薬品（上水）費

① 補修費

機械建設費に対する割合　Rm2＝ 3.3 ％ ※機器ごとの補修費積み上げより

補修費 Cm　＝　Yｉ×Rm

　　＝　881×Rm2　[百万円/年]

Cm＝ 29.1 [百万円/年]

② 人件費 ※実証フィールド　実績参考

1.5人/8時間×3交代制、年間240日勤務 常日勤3人、変則勤務10人

職員数 270 人

人件費 ClcU＝ 2.076 [万円/人・日]

Clc＝ 5.6 [百万円/年]

③ 薬品費 本検討では、 該当

使用量 Gcw＝ 1,593 [L/h] 単価 200 [円/m3]
＝ 956 [m3/月]

上水費 Ccw＝ 2.3 [百万円/年]

＝ 2.3 [百万円/年]

薬品費

次亜塩素酸Na　CSh= 0.0 [百万円/年]

Ccw+Csh ＝2.3×Wy/6003　[百万円/年]とする

④ 小計 Cr1＝ 37.0 [百万円/年] 補修費，人件費，上水費，薬品費

土木建築建設費※1；既設建屋流用とし、下記費用は含まない。既設建屋流用でないケースでは、下記
費用を含める。

電気建設費※1；既設供給電源を流用とし、下記費用は含まない。既設電源を流用せず、新設する場合
は、下記費用を含める。
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表資 1-29 総費用（年価換算値）、維持管理でのエネルギー使用量、 

維持管理での温室効果ガス排出量算出条件計算書(7/8、中型乾燥機[3/4]) 

 

 

 

4) 電力，燃料使用量
※4

　(乾燥装置，直燃式脱臭炉)
① 電力使用量

実証結果より

AU1-4＝ 517.1 ［kWh］

＝ 3,723,300 ［kWh/年］

電力費用

電力単価 15 ［円/kWh］

電力費用　Y1-4＝ 21.0×Wy/12018　[百万円/年]

55,850 ［千円/年］

② 燃料使用量

実証結果より

AU1-5＝ 32.7 ［kg/h］ LPG

＝ 235,440 ［kg/年］

燃料費用

燃料単価 89 ［円/kg］

燃料費用　Y1-5＝ 55.8×Wy/12018　[百万円/年]

20,954 ［千円/年］

③ 運転経費　合計

113.8 [百万円/年]

5) 解体・廃棄処分費（参考値）

① 算定条件

機械設備・電気設備の建設費の10％とする。※8

年間の費用は、耐用年数で割った値とする。

② 解体・廃棄処分費

Cw＝ （Y2-1－Y3-1）×10/100

110.9 ［百万円］

6) 汚泥処理コストの削減額

① 算定条件

・

・ 外部委託処理費用 単価 肥料需要時季 8 ヶ月

脱水汚泥 Ucws＝ 23,000 [円/t] 全国平均 処理費 0 円/t

乾燥汚泥 Ucds＝ 10,667 [円/t] 処理費用　無償化、運搬費のみ 運搬費 5,000 円/t

脱水汚泥 Ucws’＝ 22,500 [円/t] 実証フィールドの委託費用 肥料需要減時季 4 ヶ月

乾燥汚泥 Ucds’＝ 24,000 [円/t] 実証フィールドの委託費用 処理費 22,000 円/t

運搬費 0 円/t

② 脱水汚泥を全量外部委託処理した場合 年間平均処理費 10,667 円/t

外部委託費用　Ccws＝Ｕcws×Xy×10-6

Ccws＝ 374.8 [百万円/年] 全国平均

Ccws'＝ 366.7 [百万円/年] 実証フィールドの委託費用

③ 乾燥汚泥を外部委託処理した場合

外部委託費用　Ccds＝Ｕcds×F2y×10-6

Ccds＝ 45.6 [百万円/年] 処理費用　無償化、運搬費のみ

Ccds'＝ 102.6 [百万円/年] 実証フィールドの委託費用

④ 汚泥処理コストの削減

Cro＝Ccds－Ccws

Cro＝ -329 [百万円/年] 全国平均

Cro'＝ -264 [百万円/年] 実証フィールドの委託費用

脱水汚泥を全量外部委託処理した場合と比較し、乾燥汚泥を外部委託処理した場合の費用の差をコスト削減額とする。

※8　公益社団法人日本下水道協会；下水道設計標準歩掛表平成24年－第2巻 ポンプ場・処理場、p-102より　撤去費は
建設費の６％とした。また、スクラップコストは建設費の４％とし、解体・撤去費の合計は建設費の10％とする。

4） 電力，燃料使用量
※4

　(乾燥装置，直燃式脱臭炉)
① 電力使用量

実証結果より

AU1-4＝ 277.1 ［kWh］

＝ 1,995,120 ［kWh/年］

電力費用

電力単価 15 ［円/kWh］

電力費用　Y1-4＝ 29.9×Wy/6003　[百万円/年]

29,927 ［千円/年］

② 燃料使用量

実証結果より

AU1-5＝ 14.3 ［kg/h］ LPG

＝ 102,960 ［kg/年］

燃料費用

燃料単価 89 ［円/kg］

燃料費用　Y1-5＝ 9.2×Wy/6003　[百万円/年]

9,163 ［千円/年］

③ 運転経費　合計

62.3 [百万円/年]

5） 解体・廃棄処分費(参考値）

① 算定条件

機械設備・電気設備の建設費の10％とする。※8

年間の費用は、耐用年数で割った値とする。

② 解体・廃棄処分費

Cw＝ （Y2-1－Y3-1）×10/100

70.2 ［百万円］

6） 汚泥処理コストの削減額

① 算定条件

・

・ 外部委託処理費用 単価 肥料需要時季 8 ヶ月

脱水汚泥 Ucws＝ 23,000 [円/t] 全国平均ケース 処理費 0 円/t

乾燥汚泥 Ucds＝ 10,667 [円/t] 処理費用　無償化、運搬費のみ 運搬費 5,000 円/t

脱水汚泥 Ucws’＝ 22,500 [円/t] 実証フィールドの委託費用 肥料需要減時季 4 ヶ月

乾燥汚泥 Ucds’＝ 24,000 [円/t] 実証フィールドの委託費用 処理費 22,000 円/t

運搬費 0 円/t

② 脱水汚泥を全量外部委託処理した場合 年間平均処理費 10,667 円/t

外部委託費用　Ccws＝Ｕcws×Xy×10-6

Ccws＝ 190.4 [百万円/年] 全国平均ケース

Ccws'＝ 186.3 [百万円/年] 実証フィールドの委託費用

③ 乾燥汚泥を外部委託処理した場合

外部委託費用　Ccds＝Ｕcds×F2y×10-6

Ccds＝ 24.3 [百万円/年] 処理費用　無償化、運搬費のみ

Ccds'＝ 54.6 [百万円/年] 実証フィールドの委託費用

④ 汚泥処理コストの削減

Cro＝Ccds－Ccws

Cro＝ -166 [百万円/年] 全国平均ケース

Cro'＝ -132 [百万円/年] 実証フィールドの委託費用

脱水汚泥を全量外部委託処理した場合と比較し、乾燥汚泥を外部委託処理した場合の費用の差をコスト削減額とする。

※5　公益社団法人日本下水道協会；下水道設計標準歩掛表平成24年－第2巻 ポンプ場・処理場、p-102より　撤去費は
建設費の６％とした。また、スクラップコストは建設費の４％とし、解体・撤去費の合計は建設費の10％とする。

4） 電力，燃料使用量
※4

　(乾燥装置，直燃式脱臭炉)
① 電力使用量

実証結果より

AU1-4＝ 277.1 ［kWh］

＝ 1,995,120 ［kWh/年］

電力費用

電力単価 15 ［円/kWh］

電力費用　Y1-4＝ 29.9×Wy/6003　[百万円/年]

29,927 ［千円/年］

② 燃料使用量

実証結果より

AU1-5＝ 14.3 ［kg/h］ LPG

＝ 102,960 ［kg/年］

燃料費用

燃料単価 89 ［円/kg］

燃料費用　Y1-5＝ 9.2×Wy/6003　[百万円/年]

9,163 ［千円/年］

③ 運転経費　合計

62.3 [百万円/年]

5） 解体・廃棄処分費(参考値）

① 算定条件

機械設備・電気設備の建設費の10％とする。※8

年間の費用は、耐用年数で割った値とする。

② 解体・廃棄処分費

Cw＝ （Y2-1－Y3-1）×10/100

70.2 ［百万円］

6） 汚泥処理コストの削減額

① 算定条件

・

・ 外部委託処理費用 単価 肥料需要時季 8 ヶ月

脱水汚泥 Ucws＝ 23,000 [円/t] 全国平均ケース 処理費 0 円/t

乾燥汚泥 Ucds＝ 10,667 [円/t] 処理費用　無償化、運搬費のみ 運搬費 5,000 円/t

脱水汚泥 Ucws’＝ 22,500 [円/t] 実証フィールドの委託費用 肥料需要減時季 4 ヶ月

乾燥汚泥 Ucds’＝ 24,000 [円/t] 実証フィールドの委託費用 処理費 22,000 円/t

運搬費 0 円/t

② 脱水汚泥を全量外部委託処理した場合 年間平均処理費 10,667 円/t

外部委託費用　Ccws＝Ｕcws×Xy×10
-6

Ccws＝ 190.4 [百万円/年] 全国平均ケース

Ccws'＝ 186.3 [百万円/年] 実証フィールドの委託費用

③ 乾燥汚泥を外部委託処理した場合

外部委託費用　Ccds＝Ｕcds×F2y×10
-6

Ccds＝ 24.3 [百万円/年] 処理費用　無償化、運搬費のみ

Ccds'＝ 54.6 [百万円/年] 実証フィールドの委託費用

④ 汚泥処理コストの削減

Cro＝Ccds－Ccws

Cro＝ -166 [百万円/年] 全国平均ケース

Cro'＝ -132 [百万円/年] 実証フィールドの委託費用

脱水汚泥を全量外部委託処理した場合と比較し、乾燥汚泥を外部委託処理した場合の費用の差をコスト削減額とする。

※5　公益社団法人日本下水道協会；下水道設計標準歩掛表平成24年－第2巻 ポンプ場・処理場、p-102より　撤去費は

建設費の６％とした。また、スクラップコストは建設費の４％とし、解体・撤去費の合計は建設費の10％とする。
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表資 1-29 総費用（年価換算値）、維持管理でのエネルギー使用量、 

維持管理での温室効果ガス排出量算出条件計算書(8/8、中型乾燥機[4/4]) 

 

３．結果一覧

1) 総費用（年価換算値）

① 汚泥 外部委託費用が全国平均の場合(中型乾燥機の場合）

施設規模 Xd 67.9 ［t/日］

建設費年価 ΣYｉ-2＝ 96.5 [百万円/年］

運転経費 Y1-3＝ 113.8 [百万円/年］

汚泥処理費

Csds＝ 45.6 [百万円/年]

ランニングコスト合計 255.9 [百万円/年]

110.9 [百万円]

脱水汚泥を全量外部委託処理 374.8 [百万円/年]

従来技術との差額 119 [百万円/年]

縮減率 32 % コスト縮減

② 乾燥汚泥 全国平均処理単価と異なる場合(実証フィールドの単価で建屋+燃焼脱臭新設）

施設規模 Xd 68 ［t/日］

建設費年価 ΣYｉ-2＝ 96.5 [百万円/年］

運転経費 Y1-3＝ 113.8 [百万円/年］

汚泥処理費

Csds'＝ 102.6 [百万円/年]

維持管理費合計 312.9 [百万円/年]

110.9 [百万円]

脱水汚泥を全量外部委託処理 366.7 [百万円/年]

従来技術との差額 54 [百万円/年]

縮減率 15 % コスト縮減

2) 重油換算エネルギー消費量，CO2排出量

① 換算係数、発熱量原単位

・ 重油換算係数

CFA＝ 0.0257 [kL/GJ] （A重油：38.9-1）

・ ユーティリティ発熱量原単位※6 次亜塩素酸Na

電力 CVcel＝ 9.484 [MJ/kWh] CVSh＝ 1,174 [MJ/t]

燃料 CVLPG＝ 50.1 [MJ/kg] LPG

上水 CVW＝ 30.7 [MJ/m3] ※6

・ CO2排出量原単位
※6

電力 CO2cel＝ 0.587 [kg-CO2/kWh]

燃料 CO2LPG＝ 3.00 [kg-CO2/kg] LPG

汚泥乾燥N2O由来 CO2N2O＝ 2.83 [kg-CO2/wet-t] 直燃式脱臭炉0.0095×298※7

上水 CO2W＝ 0.0020 [t-CO2/m
3
] ※6

次亜塩素酸Na CO2Sh＝ 0.32 [t-CO2/ｔ]

② 重油換算エネルギー使用量

・ 発熱量 次亜塩素酸Na

電力 CVEC＝ 35,311.8 [GJ/年] CVSh＝ 33.9 [GJ/年]

燃料 CVAF＝ 11,786.1 [GJ/年]

薬品（上水） CVAW＝ 352.1 [GJ/年]

・ 重油換算消費量

エネルギー消費量合計

EC1＝CAF＋CVEC＋CVAW＋CVSh
EC1＝ 47,484 [GJ/年]

＝ 1,221 [kL/年] （A重油）

③ CO2排出量 次亜塩素酸Na 燃焼脱臭想定で除外

電力 CO2EC＝ 2,185.6 [t-CO2/年] CO2Sh＝ 0.0 [t-CO2/年]

燃料 CO2AF＝ 706.3 [t-CO2/年]

汚泥乾燥N2O由来 CO2N2O＝ 46.1 [ｔ-CO2/年]

薬品（上水） CO2W＝ 22.9 [t-CO2/m
3
]

CO2排出量

CO2-1＝CO2EC＋CO2AF+CO2N2O＋CO2W

2,961 [t-CO2/年]

※7　H28補助業務「下水道革新的技術の評価項目に関する技術資料作成業務」

※8　国土交通省；下水汚泥エネルギー化技術ガイドライン-改訂版-、p-82(平成27年3月）

※6　エネルギー源別標準発熱量一覧表（平成27年4月14日資源エネルギー庁総合政策課）

解体・廃棄費用（参考値） Cw＝

解体・廃棄費用（参考値） Cw＝

３．結果一覧

1) 総費用（年価換算値）

① 汚泥 外部委託費用が全国平均の場合(中型乾燥機の場合）

施設規模 Xd 67.9 ［t/日］

建設費年価 ΣYｉ-2＝ 96.5 [百万円/年］

運転経費 Y1-3＝ 113.8 [百万円/年］

汚泥処理費

Csds＝ 45.6 [百万円/年]

ランニングコスト合計 255.9 [百万円/年]

110.9 [百万円]

脱水汚泥を全量外部委託処理 374.8 [百万円/年]

従来技術との差額 119 [百万円/年]

縮減率 32 % コスト縮減

② 乾燥汚泥 全国平均処理単価と異なる場合(実証フィールドの単価で建屋+燃焼脱臭新設）

施設規模 Xd 68 ［t/日］

建設費年価 ΣYｉ-2＝ 96.5 [百万円/年］

運転経費 Y1-3＝ 113.8 [百万円/年］

汚泥処理費

Csds'＝ 102.6 [百万円/年]

維持管理費合計 312.9 [百万円/年]

110.9 [百万円]

脱水汚泥を全量外部委託処理 366.7 [百万円/年]

従来技術との差額 54 [百万円/年]

縮減率 15 % コスト縮減

2) 重油換算エネルギー消費量，CO2排出量

① 換算係数、発熱量原単位

・ 重油換算係数

CFA＝ 0.0257 [kL/GJ] （A重油：38.9-1）

・ ユーティリティ発熱量原単位※6 次亜塩素酸Na

電力 CVcel＝ 9.484 [MJ/kWh] CVSh＝ 1,174 [MJ/t]

燃料 CVLPG＝ 50.1 [MJ/kg] LPG

上水 CVW＝ 30.7 [MJ/m3] ※6

・ CO2排出量原単位
※6

電力 CO2cel＝ 0.587 [kg-CO2/kWh]

燃料 CO2LPG＝ 3.00 [kg-CO2/kg] LPG

汚泥乾燥N2O由来 CO2N2O＝ 2.83 [kg-CO2/wet-t] 直燃式脱臭炉0.0095×298※7

上水 CO2W＝ 0.0020 [t-CO2/m
3] ※6

次亜塩素酸Na CO2Sh＝ 0.32 [t-CO2/ｔ]

② 重油換算エネルギー使用量

・ 発熱量 次亜塩素酸Na

電力 CVEC＝ 35,311.8 [GJ/年] CVSh＝ 33.9 [GJ/年]

燃料 CVAF＝ 11,786.1 [GJ/年]

薬品（上水） CVAW＝ 352.1 [GJ/年]

・ 重油換算消費量

エネルギー消費量合計

EC1＝CAF＋CVEC＋CVAW＋CVSh
EC1＝ 47,484 [GJ/年]

＝ 1,221 [kL/年] （A重油）

③ CO2排出量 次亜塩素酸Na 燃焼脱臭想定で除外

電力 CO2EC＝ 2,185.6 [t-CO2/年] CO2Sh＝ 0.0 [t-CO2/年]

燃料 CO2AF＝ 706.3 [t-CO2/年]

汚泥乾燥N2O由来 CO2N2O＝ 46.1 [ｔ-CO2/年]

薬品（上水） CO2W＝ 22.9 [t-CO2/m
3]

CO2排出量

CO2-1＝CO2EC＋CO2AF+CO2N2O＋CO2W

2,961 [t-CO2/年]

※7　H28補助業務「下水道革新的技術の評価項目に関する技術資料作成業務」

※8　国土交通省；下水汚泥エネルギー化技術ガイドライン-改訂版-、p-82(平成27年3月）

※6　エネルギー源別標準発熱量一覧表（平成27年4月14日資源エネルギー庁総合政策課）

解体・廃棄費用（参考値） Cw＝

解体・廃棄費用（参考値） Cw＝

３．結果一覧

1) 総費用（年価換算値）

① 汚泥 外部委託費用が全国平均の場合(中型乾燥機の場合）

施設規模 Xd 67.9 ［t/日］

建設費年価 ΣYｉ-2＝ 96.5 [百万円/年］

運転経費 Y1-3＝ 113.8 [百万円/年］

汚泥処理費

Csds＝ 45.6 [百万円/年]

ランニングコスト合計 255.9 [百万円/年]

110.9 [百万円]

脱水汚泥を全量外部委託処理 374.8 [百万円/年]

従来技術との差額 119 [百万円/年]

縮減率 32 % コスト縮減

② 乾燥汚泥 全国平均処理単価と異なる場合(実証フィールドの単価で建屋+燃焼脱臭新設）

施設規模 Xd 68 ［t/日］

建設費年価 ΣYｉ-2＝ 96.5 [百万円/年］

運転経費 Y1-3＝ 113.8 [百万円/年］

汚泥処理費

Csds'＝ 102.6 [百万円/年]

維持管理費合計 312.9 [百万円/年]

110.9 [百万円]

脱水汚泥を全量外部委託処理 366.7 [百万円/年]

従来技術との差額 54 [百万円/年]

縮減率 15 % コスト縮減

2) 重油換算エネルギー消費量，CO2排出量

① 換算係数、発熱量原単位

・ 重油換算係数

CFA＝ 0.0257 [kL/GJ] （A重油：38.9-1）

・ ユーティリティ発熱量原単位※6 次亜塩素酸Na

電力 CVcel＝ 9.484 [MJ/kWh] CVSh＝ 1,174 [MJ/t]

燃料 CVLPG＝ 50.1 [MJ/kg] LPG

上水 CVW＝ 30.7 [MJ/m3] ※6

・ CO2排出量原単位
※6

電力 CO2cel＝ 0.587 [kg-CO2/kWh]

燃料 CO2LPG＝ 3.00 [kg-CO2/kg] LPG

汚泥乾燥N2O由来 CO2N2O＝ 2.83 [kg-CO2/wet-t] 直燃式脱臭炉0.0095×298※7

上水 CO2W＝ 0.0020 [t-CO2/m
3] ※6

次亜塩素酸Na CO2Sh＝ 0.32 [t-CO2/ｔ]

② 重油換算エネルギー使用量

・ 発熱量 次亜塩素酸Na

電力 CVEC＝ 35,311.8 [GJ/年] CVSh＝ 33.9 [GJ/年]

燃料 CVAF＝ 11,786.1 [GJ/年]

薬品（上水） CVAW＝ 352.1 [GJ/年]

・ 重油換算消費量

エネルギー消費量合計

EC1＝CAF＋CVEC＋CVAW＋CVSh
EC1＝ 47,484 [GJ/年]

＝ 1,221 [kL/年] （A重油）

③ CO2排出量 次亜塩素酸Na 燃焼脱臭想定で除外

電力 CO2EC＝ 2,185.6 [t-CO2/年] CO2Sh＝ 0.0 [t-CO2/年]

燃料 CO2AF＝ 706.3 [t-CO2/年]

汚泥乾燥N2O由来 CO2N2O＝ 46.1 [ｔ-CO2/年]

薬品（上水） CO2W＝ 22.9 [t-CO2/m
3]

CO2排出量

CO2-1＝CO2EC＋CO2AF+CO2N2O＋CO2W

2,961 [t-CO2/年]

※7　H28補助業務「下水道革新的技術の評価項目に関する技術資料作成業務」

※8　国土交通省；下水汚泥エネルギー化技術ガイドライン-改訂版-、p-82(平成27年3月）

※6　エネルギー源別標準発熱量一覧表（平成27年4月14日資源エネルギー庁総合政策課）

解体・廃棄費用（参考値） Cw＝

解体・廃棄費用（参考値） Cw＝
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表資 1-30 CO2排出量 原単位

 

 

表資 1-31 N2O 排出量 

項目 
原単位 

数値 単位 

脱臭炉由来 N2O  0.0095 kg-N2O/wet-t 脱水汚泥 

 

 

表資 1-32 エネルギー原単位 

 

  

項目 単位 値 備考 出典

電力 t-CO2/kWh 0.000587 ※1

上水 t-CO2/m3 0.0020

A重油 t-CO2/kL 2.71 特A重油含む

LPG t-CO2/kL 3.00

次亜塩素酸ナトリウム t-CO2/t 0.32

ガス種類 地球温暖化係数
CO2 1
CH4 25
N2O 298

※1：電気事業者別排出係数（特定排出者の温室効果ガス排出量算定用）
　　　-平成27年度実績- H28.12.27公表
※2：下水道における地球温暖化対策マニュアル～下水道部門における温室効果ガス排出抑制指針の解説～
　　　平成28年3月, 環境省・国土交通
※3：廃棄物処理施設の基幹的設備改良マニュアル
　　　環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課
※4：下水汚泥エネルギー化技術ガイドライン－改訂版－
　　　平成27年3月, 国土交通省

ユーティリティ
※2

項目 単位 値 備考 出典
電力 MJ/kWh 9.484 受電端投入熱量
A重油 MJ/L 38.90
LPG MJ/kg 50.06
上水道 MJ/m3 30.7
次亜塩素酸ソーダ MJ/t 11799
※1：エネルギー源別標準発熱量一覧表（平成27年4月14日資源エネルギー庁総合政策課）
※2：H28補助業務　「下水道革新的技術の評価項目に関する技術資料作成業務」

※1

※2
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表資 1-33 小型乾燥機(実証設備規模)の建設費 

 

 

表資 1-34 小型乾燥機(実証設備規模)の機械設備工事内訳 

 

  

Yc1＝344.3×β   ※1 Yc1＝12.3×Xｄ
0.941×β   ※1

年価＝344.3×β ×α 1  
※4 年価＝Yc1×α 1  

※4

(実証設備費用＋燃焼脱臭新設)  ※3

Yc2＝493

年価＝493×α 2  
※4 年価＝Yc2×α 2  

※4

Yc3＝209.2　※2 Yc3＝12.053×X1
0.5158　※2

年価＝209.2×α 3  
※4 年価＝Yc3×α 3  

※4
電気設備

乾燥設備
導入なし

従来の乾燥機
（一般費用関数によるFS）

建設費
内訳

［百万円］

※1　国土交通省、日本下水道協会 バイオソリッド利活用基本計画 p-90～91(H16年3月)の算出式より土木建設費にデフ
レータの係数β を乗じて求める。 Xy：脱水汚泥処理量[t-wet/年] ，Xrｄ:脱水汚泥処理量[t-wet/日］， Xｄ:施設規模[t-wet/
日］ Xｄ = Xrｄ÷0.8[t-wet/日］，本技術の小型乾燥機は一型式のみのため、本技術の建設費算定ではXrd=27.6，Xd=34.5
とする
※2　全国の乾燥設備を保有する施設・処理場において、実施したアンケートを元に算出した一般費用係数，汚泥処理費（国
土交通省国土技術政策総合研究所調べ）を用いる。X1：投入汚泥固形物量[kg-ds/h] ，本技術の小型乾燥機は一型式の
みのため、本技術の建設費算定ではX1=253 とする
※3　最適運転条件より乾燥機サイズアップ、 直燃式脱臭炉を新規追加するとして計算
※4　α ：建設費を年価に換算する係数 土木、機械、電気の耐用年数をそれぞれ45年、20年、20年とし、
α 1＝0.03590、α 2＝α 3＝0.06294を採用する

項目 本技術 全量外部委託

土木建築
（建屋）

機械設備
Yc2＝46.944×X1

0.4681  ※2
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表資 1-35 小型乾燥機の熱・物質収支（2/2） 

 

 

 

１）脱臭設備入口ガス条件

乾ガス量 ＝ kg/h

温度 ＝ ℃

湿度 ＝ kg/kg

２）脱臭バーナ燃焼空気条件

温度 ＝ ℃

湿度 ＝ kg/kg

３）熱交換器低温出口ガス温度 ＝ ℃

４）脱臭炉出口ガス温度 ＝ ℃

５）脱臭用燃料の燃焼条件

使用燃料名

高位発熱量 ＝ kJ/kg

低位発熱量 ＝ kJ/kg

理論空気量 ＝ kg/kg

理論排ガス ＝ kg/kg

生成水蒸気 ＝ kg/kg

燃料比重 ＝

６）その他の計算条件

脱臭炉熱損失 ＝ kW

熱交換器損失 ＝ %

空気比（脱臭バーナ） ＝

１）各位置のガス条件

２）脱臭炉バーナ燃料消費量

＝ kg/h ＝ m3N/h

３）熱交換器

回収熱量 ＝ kW

対数平均温度差 ＝ ℃ ( )

伝熱容量 ＝ kW/K

４）脱臭設備の熱精算

kW kW

kW kW

kW kW

kW kW

q6

9

10

8.8

50400

46340

15.60

脱臭炉出口ガス

熱交換器高温出口

t9

M2

H6

t8

脱　臭　炉

工　番

10.14

0.808

2.890

Hh2

w02

1.20

1.96

℃

受注先１

受注先２

0.015

10

G6

t6

t7

機　種

作成者

10

6

15.00

Hl2

A02

1.60

B02

脱臭炉燃焼用空気

№ 名　　　称

計算結果

MT85606

湿り比容

qL3

湿　度

燃料燃焼

燃料燃焼空気

qM2 123.00

諸元

温　度

8

脱臭設備入口ガス

熱交換器低温出口

10.0 0.006 2.2

38.4

入　　　熱

備考

qin

qL4

出　　　熱

UA

796.2 700.0

22.8

(△t)Ln

7

134.42

90.25

34.03

脱臭排気

脱臭炉熱損失

合計

q10

熱交換器熱損失

134.42

qL3

1.720

向流式

796.2 0.031306.1

91.3026

240.37

q

2.240

0.850 9.0

23.80.015

湿りガス量

小型乾燥機脱臭炉

大川原製作所

納入先

m3/min

0.031

kg/kg m3/kg

637.0

20.3

備　　考

H8

637.0

164.5

20.3

500.0

ρ2

637.0

乾ガス量

kg/h

0.006

500

LPG

34.03

m

qL4

700

1.14

4.5

qout

0.015

0.37984

合計

10.28入口ガス

q8

1）脱臭設備入口ガス条件：乾燥排気への許容最大空気混入 10vol%におけるコンデンサ排気風量を、外気で 4 倍希釈するとした風量計算

値 
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表資 1-36 小型乾燥機(実証設備規模)の維持管理費 

 

  

乾燥汚泥処理費用:有効利用 外部委託処理費：脱水汚泥 外部委託処理費：乾燥汚泥

Ccds=Ucds×F2y×10-6   ※1 Ccws=Ucws×Xy×10-6　※1 Ccds=Ucds×F2y×10-6   ※1

電力費　Yc3-2=29.9×Wy/6003  ※4 電力費　Yc3-2=202.32×X2
0.4541　×10-3  ※6

燃料費　Yc3-4=9.2×Wy/6003  ※4 燃料費　Yc3-4=41.0×X2×10-3　※6

補修費　Yc3-1=Yc2×3.3%  ※3 補修費　Yc3-1=17.144×X2
0.8866　×10-3  ※6

薬品費　Yc3-5=1.3×Wy/6003  ※4 薬品費　Yc3-5=革新技術と同額積み上げ

人件費　Yc3-3=5.6  ※5 人件費　Yc3-3=66.755×X2
0.8298　×10-3  ※6

70 解体・廃棄費なし

外部委託処理費
○本技術　乾燥汚泥:有効利用調査結果による
　・肥料化：無償配布+運賃 5,000 [円/t-wet]　8ヶ月間
　・燃料化：処理費用（運賃込） 22,000 [円/t-wet]　4ヶ月間

○全量外部委託　脱水汚泥　23,000　[円/t-wet](全国平均)　※6

○従来の乾燥機　乾燥汚泥　19,000　[円/t-wet](全国平均)　※6

※1　Ccds：乾燥汚泥処理費[百万円/年]，F2 y：乾燥汚泥生産量[t-wet/年] ， X y：脱水汚泥処理量[t-wet/年] ，
    　 Ucds：乾燥汚泥外部委託処理単価[円/t-wet],Ccws：脱水汚泥処理費[百万円/年] ,Ucws：脱水汚泥外部委託処理単価[円/t-wet]
※2　Cw:解体・廃棄費［百万円］は機械、電気建設費合計値の10％とした。
※3　補修費は機械設備工事費の3.3％とした。
※4　Wy：水分蒸発量[t/年], 電力、燃料、上水費など運転時間に比例する項目は、実証結果を基に年間水分蒸発量[ｔ/年]に基づき求めた。
      （小型乾燥機基準値は6,003ｔ/年）
※5　人件費はオペレーション内容から実証設備と同じとした。
※6　全国の乾燥設備を保有する施設・処理場において、実施したアンケートを元に算出した一般費用係数，汚泥処理費
       （国土交通省国土技術政策総合研究所調べ）を用いる。X2：年間投入固形物汚泥量[t-ds/年]
※7　ユーティリティ、薬品の単価詳細は表資2-11参照

ユーティリティー単価  ※7

　・電力:　15 [円/kWh]

　・LPG：　89 [円/kg]
　・A重油：　71 [円/L]
　・上水：　200 [円/m3]

項目 全量外部委託

汚泥
処理費

乾燥設備維持管理費なし

解体・廃棄費（参考値）※2

［百万円］

維持
管理費
年価

［百万円/年］

運転経費
（乾燥設備+

燃焼脱臭設備）

本技術
(含水率78％W.B.→20％W.B.）

従来の乾燥機（一般費用関数によるFS）
(含水率78％W.B.→25％W.B.）
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表資 1-37 中型乾燥機(実証設備 2倍規模)建設費 

 

 

表資 1-38 中型乾燥機(実証設備 2倍規模)の機械設備工事内訳 

 

 

 

  

Yc1＝651.2×β  ※1 Yc1＝12.3×Xｄ
0.941×β  ※1

年価＝651.2×β×α1  ※3 年価＝Yc1×α1  ※3

(実証設備費用＋燃焼脱臭新設)  ※2 Yc2＝31.9×Xｄ
0.971×β   ※1

Yc2＝881

年価＝881×α2  ※3 年価＝Yc2×α2  ※3

Yc3＝199.9×β  ※1 Yc3＝6.59×Xｄ
0.809×β  ※1

年価＝199.9×β×α3  ※3 年価＝Yc3×α3  ※3
電気設備

建設費
内訳

［百万円］

従来の乾燥機
(一般費用関数によるFS)

※1　国土交通省、日本下水道協会 バイオソリッド利活用基本計画 p-90～91(H16年3月)の算出式より土木建設費にデフ
レータの係数β を乗じて求める。 Xy：脱水汚泥処理量[t-wet/年] ，Xrｄ:脱水汚泥処理量[t-wet/日］ ，
 Xｄ:施設規模[t-wet/日］ Xｄ = Xrｄ÷0.8[t-wet/日］，本技術の中型乾燥機は一型式のみのため、本技術の建設費算定で
はXrd=54.3，Xd=67.9とする
※2　最適運転条件より乾燥機サイズアップ、直燃式脱臭炉を新規追加するとして計算
※3　α ：建設費を年価に換算する係数 土木、機械、電気の耐用年数をそれぞれ45年、20年、20年とし、
α 1＝0.03590、α 2＝α 3＝0.06294を採用する

項目 本技術 全量外部委託

土木建築
（建屋）

機械設備
乾燥設備
導入なし
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表資 1-39 中型乾燥機の熱・物質収支（2/2） 

 

 

 

１）脱臭設備入口ガス条件

乾ガス量 ＝ kg/h

温度 ＝ ℃

湿度 ＝ kg/kg

２）脱臭バーナ燃焼空気条件

温度 ＝ ℃

湿度 ＝ kg/kg

３）熱交換器低温出口ガス温度 ＝ ℃

４）脱臭炉出口ガス温度 ＝ ℃

５）脱臭用燃料の燃焼条件

使用燃料名

高位発熱量 ＝ kJ/kg

低位発熱量 ＝ kJ/kg

理論空気量 ＝ kg/kg

理論排ガス ＝ kg/kg

生成水蒸気 ＝ kg/kg

燃料比重 ＝

６）その他の計算条件

脱臭炉熱損失 ＝ kW

熱交換器損失 ＝ %

空気比（脱臭バーナ） ＝

１）各位置のガス条件

２）脱臭炉バーナ燃料消費量

＝ kg/h ＝ m3N/h

３）熱交換器

回収熱量 ＝ kW

対数平均温度差 ＝ ℃ ( )

伝熱容量 ＝ kW/K

４）脱臭設備の熱精算

kW kW

kW kW

kW kW

kW kW

0.015

0.71824

合計

18.72入口ガス

q8

500

LPG

34.03

m

qL4

700

1.65

6.5

qo

H8

1160.0

238.0

20.3

500.0

ρ2

1160.0

乾ガス量

kg/h

0.006

1160.0

20.3

備　　考

中型乾燥機脱臭炉

大川原製作所

納入先

m3/min

0.028

kg/kg m3/kg

2.240

0.850 16.4

43.30.015

湿りガス量

qL3

1.655

向流式

1390.4 0.028286.4

166.2653

231.49

q

7

198.39

145.89

34.03

脱臭排気

脱臭炉熱損失

合計

q10

熱交換器熱損失

198.39

qL4

出　　　熱

UA

1390.4 700.0

38.3

(△t)Ln

0.006 3.2

66.7

入　　　熱

備考

qin

燃料燃焼

燃料燃焼空気

qM2 178.02

諸元

温　度

8

脱臭設備入口ガス

熱交換器低温出口

10.0脱臭炉燃焼用空気

№ 名　　　称

計算結果

MT85606

湿り比容

qL3

湿　度

t7

機　種

作成者

10

6

15.00

Hl2

A02

1.60

B02

w02

1.20

1.96

℃

受注先１

受注先２

0.015

10

G6

t6

H6

t8

脱　臭　炉

工　番

18.47

0.808

2.878

Hh2

t9

M2

50400

46340

15.60

脱臭炉出口ガス

熱交換器高温出口

q6

9

10

12.7

1）脱臭設備入口ガス条件：乾燥排気への許容最大空気混入 10vol%におけるコンデンサ排気風量を、外気で 4 倍希釈するとした風量計算

値 
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表資 1-40 中型乾燥機(実証設備 2倍規模)の維持管理費 

 

  

乾燥汚泥処理費用:有効利用 外部委託処理費：脱水汚泥 外部委託処理費：乾燥汚泥

Ccds=Ucds×F2y×10-6  ※1 Ccws=Ucws×Xy×10-6   ※1 Ccds=Ucds×F2y×10-6  ※1

電力費　Yc3-2=55.8×Wy/12018  ※4

燃料費　Yc3-4=21.0×Wy/12018  ※4

補修費　Yc3-1=Yc2×3.3%  ※3

薬品費　Yc3-5=2.3×Wy/12018  ※4

人件費　Yc3-3=5.6  ※5

111 解体・廃棄費なし

ユーティリティー単価  ※7

　・電力:　15 [円/kWh]

　・LPG：　89 [円/kg]
　・A重油：　71 [円/L]
　・上水：　200 [円/m3]

外部委託処理費
○本技術　乾燥汚泥:有効利用調査結果による
　・肥料化：無償配布+運賃 5,000 [円/t-wet]　8ヶ月間
　・燃料化：処理費用（運賃込） 22,000 [円/t-wet]　4ヶ月間

○全量外部委託　脱水汚泥　23,000　[円/t-wet](全国平均)　※6

○従来の乾燥機　乾燥汚泥　19,000　[円/t-wet](全国平均)　※6

※1　Ccds：乾燥汚泥処理費[百万円/年]，F2 y：乾燥汚泥生産量[t-wet/年] ， X y：脱水汚泥処理量[t-wet/年] ，
      Ucds：乾燥汚泥外部委託処理単価[円/t-wet],Ccws：脱水汚泥処理費[百万円/年] ,Ucws：脱水汚泥外部委託処理単価[円/t-wet]
※2　Cw:解体・廃棄費［百万円］は機械、電気建設費合計の10％とした。
※3　補修費は機械設備工事費の3.3％とした。
※4　Wy:水分蒸発量[t/年], 電力、燃料、上水費など運転時間に比例する項目は、実証結果を基に年間水分蒸発量[ｔ/年]に基づき求めた。
      （中型乾燥機基準値は12,018ｔ/年）
※5　人件費はオペレーション内容から実証設備と同じとした。
※6　全国の乾燥設備を保有する施設・処理場において、実施したアンケートを元に算出した一般費用係数，汚泥処理費
       （国土交通省国土技術政策総合研究所調べ）を用いる。
※7　ユーティリティ、薬品の単価詳細は表資2-11参照
※8　国土交通省、日本下水道協会:バイオソリッド利活用基本計画、p-90～91(H16年3月)の算出式より土木建設費にデフレータの係数β を
       乗じて求める。Xｄ:施設規模[t-wet/日],Xy:年間処理脱水汚泥量[t-wet/年]

従来の乾燥機（一般費用関数によるFS）
(含水率79％W.B.→20％W.B.）

維持
管理費
年価

［百万円/年］

運転経費
（乾燥設備+

燃焼脱臭設備）

本技術
(含水率79％W.B.→20％W.B.）

項目 全量外部委託

汚泥処理費

乾燥設備維持管理費なし Y3=0.362×Xy
0.585×β  ※8

解体・廃棄費（参考値）※2

［百万円］
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表資 1-41 小型乾燥機・中型乾燥機仕様 

項 目 単 位 小型乾燥機 中型乾燥機 

脱水汚泥 

含水率 [%W.B.] 78 79 

投入量 

[t-wet/年] 8,280 16,296 

[t-wet/日] 27.6 54.3 

乾燥汚泥 

含水率 [%W.B.] 20 20 

生産量 

[t-wet/年] 2,277 4,277 

[t-wet/日] 7.6 14.3 

年間稼働日数 [日/年] 300 300 

乾燥機 

伝熱面積 [m2] 250 450 

駆動動力 [kW] 37 45 

熱交換器 シェル＆チューブ [m2] 183 183×2 基 

蒸気ブロワ ルーツブロワ [kW] 185 185×2 基 

蒸気圧縮機 スクリュ圧縮機 [kW] 160 160×2 基 

コンデンサ シェル＆チューブ [m2] 11 22  

脱臭装置 直燃式脱臭炉 [kW] 581 581 

排気ファン 片吸込遠心送風機 [kW] 3.7 7.5 

補助ボイラ 小型貫流式 [kW] 1,000×2 基 2,000×2 基 

過熱ヒータ 電気ヒータ [kW] 5 10 
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(1) 小型乾燥機 

1)総費用（年価換算値）の縮減効果(図資 1-37) 

表資１-18(p.148)にてヒアリングを行った G市を参考に肥料需要のある年間 8ヶ月間は肥料化

し、需要減となる 4ヶ月間は燃料化すると想定し、年間平均処理費用を算出し総費用（年価換算

値）を計算した。 

その結果、全量外部委託処理と比べ年間約 45 百万円、従来の乾燥機(一般費用関数)と比べ年間

約 97 百万円の大きなコスト縮減効果が見込まれる。 

 

2)年間 8ヶ月肥料化、4ヶ月燃料化時の感度分析(図資 1-38) 

外部委託処理費を変化させ、全量外部委託処理と比較し、本技術を導入した場合にコスト縮減

効果が見込まれる外部委託処理費用を検討した。 

その結果、脱水汚泥外部委託処理費用が約 17,500 円/ｔ-wet で本技術と同等となり、これ以上

の場合に導入効果が見込まれる。 

 

3)年間全量燃料化時の感度分析(図資 1-39) 

肥料化が困難な場合を想定し、1 年通して全量燃料化する場合を想定し脱水汚泥外部委託処理

費用を検討した。 

その結果、脱水汚泥外部委託処理費用が約 20,600 円/ｔ-wet で本技術と同等となり、これ以上

の場合に導入効果が見込まれる。 

 

 

 

図資 1-37 総費用（年価換算値）縮減効果(小型乾燥機) 

  

242 

190 

145 
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図資 1-38 年間 8ヶ月肥料化、4ヶ月燃料化時の感度分析(小型乾燥機) 

 

 

 

 

図資 1-39 年間全量燃料化時の感度分析(小型乾燥機) 

 

  

  

脱水汚泥外部委託単価 17,498 円/t-wet で 

総費用（年価換算値）が同額 

145 

171 

脱水汚泥外部委託単価 20,614 円/t-wet で 

総費用（年価換算値）が同額 
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(2) 中型乾燥機 

1) 総費用（年価換算値）の縮減効果(図資 1-40) 

表資１-18(p.162)にてヒアリングを行った G市を参考に肥料需要のある年間 8ヶ月間は肥料化

し、需要減となる 4ヶ月間は燃料化すると想定し、年間平均処理費用を算出し総費用（年価換算

値）を計算した。 

その結果、全量外部委託処理と比べ年間 119 百万円、従来の乾燥機(一般費用関数)と比べ年間

124 百万円の大きなコスト縮減効果が見込まれる。 

 

2) 年間 8ヶ月肥料化、4ヶ月燃料化時の感度分析(図資 1-41) 

外部委託処理費を変化させ、全量外部委託処理と比較し、本技術を導入した場合にコスト縮減

効果が見込まれる外部委託処理費用を検討した。 

その結果、脱水汚泥外部委託処理費用が 15,700 円/ｔ-wet 以上で本技術と同等となり、これ以

上の場合に導入効果が見込まれる。 

 

3) 年間全量燃料化時の感度分析(図資 1-42) 

肥料化が困難な場合を想定し、1 年通して全量燃料化する場合を想定し脱水汚泥外部委託処理

費の感度分析を行った。 

その結果、脱水汚泥外部委託処理費用が 18,700 円/t-wet 以上で本技術と同等となり、これ以

上の場合に導入効果が見込まれる。 

 

 

図資 1-40 総費用（年価換算値）の縮減効果(中型乾燥機)  

 

 

 

  

380 

 

375 

 

256 

 

33％削減 

32％削減 
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図資 1-41 年間 8ヶ月肥料化、4ヶ月燃料化時の感度分析(中型乾燥機) 

 

 

 

 

図資 1-42 年間全量燃料化時の感度分析(中型乾燥機) 

  

脱水汚泥外部委託単価 15,702 円/t-wet で 

総費用（年価換算値）が同額 

256 

 

脱水汚泥外部委託単価 18,677 円/t-wet で 

総費用（年価換算値）が同額 

304 
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１．２．４．２ 評価指標；維持管理でのエネルギー使用量の削減効果 

実証試験で得られた運転結果を全国平均の脱水汚泥含水率、投入汚泥量（表 3-1、表 3-2[p.47]

参照）に水分蒸発量基準で換算し、電力、燃料、上水の各使用量を算出した。また、各使用量へ

発熱量原単位を乗じて年間の維持管理でのエネルギー使用量を求め、比較した。燃料の種類は本

技術が実証と同じ LPG で従来の乾燥機は A重油として算出している。 

 

(1) 小型乾燥機 

維持管理でのエネルギー使用量を従来の乾燥機(一般費用関数)と比較した結果、46％削減とな

り目標以上の削減効果があることを確認した(表資 1-42、図資 1-43)。 

 

表資 1-42 小型乾燥機維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

 

 

図資 1-43 小型乾燥機維持管理でのエネルギー使用量の比較  

18,922 3,868
5,154 40,919
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46

204 204

電力［GJ/年]
燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

合計［GJ/年]
削減効果［％]

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

本技術 従来の乾燥機

エ
ネ

ル
ギ

ー
使

用
量

[G
J/

年
]

維持管理でのエネルギー使用量比較

薬品

燃料

電力



資料編 １．実証研究結果 

215 

(2) 中型乾燥機 

維持管理でのエネルギー使用量を従来の乾燥機(一般費用関数)と比較した結果、43％削減とな

り目標以上の削減効果があることを確認した(表資 1-43、図資 1-44)。 

 

 

表資 1-43 中型乾燥機維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

 

 

図資 1-44 中型乾燥機維持管理でのエネルギー使用量の比較 
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１．２．４．３ 評価指標；維持管理での温室効果ガス排出量の削減効果 

実証試験で得られた運転結果を全国平均の脱水汚泥含水率、投入汚泥量（表 3-1、表 3-2[p.47]

参照）に水分蒸発量基準で換算し、電力、燃料、薬品（上水）の各使用量を算出した。また、各

使用量と CO2 排出量原単位（表資 1-30、表資 1-31[p.200]）から維持管理での温室効果ガス排出

量を算出した。 

   

(1) 小型乾燥機 

維持管理での温室効果ガス排出量を従来の乾燥機(一般費用関数)と比較した結果、51％削減と

なり目標以上の削減効果があることを確認した(表資 1-44、図資 1-45)。 

 

表資 1-44 小型乾燥機維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

 

図資 1-45 小型乾燥機維持管理での温室効果ガス排出量の比較 
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(2) 中型乾燥機 

維持管理での温室効果ガス排出量を従来の乾燥機(一般費用関数)と比較した結果、49％削減と

なり目標以上の削減効果があることを確認した(表資 1-45、図資 1-46)。 

 

表資 1-45 中型乾燥機維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

 

図資 1-46 中型乾燥機維持管理での温室効果ガス排出量の比較 
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１．２．５  評価項目５ 実証フィールド／汚泥処理におけるランニングコスト縮減 

実証フィールドのＦＳを行った結果、汚泥処理におけるランニングコスト縮減効果は、38％で

目標以上の縮減効果があることが分かった。 

既設設備への影響では、水処理設備及び脱臭設備の負荷増大によるコスト増額が懸念されたが、

乾燥処理することで脱水汚泥の硫化水素抑制消臭剤の使用量が減少し、大幅なコスト縮減となっ

たことから総合的に既設設備にかかるコストは縮減される結果となった。 

 

表資 1-46 実証結果（実証フィールドにおける汚泥処理費用） 
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（１） 水処理 

実証設備から排水(熱交換器、コンデンサ凝縮水)が水処理設備へ返変されるが、測定の結果 BOD

負荷の増加は 1％程度とわずかで、コストへの影響は無視できる程度であった。 

 

 

図資 1-47 水処理負荷測定結果 

 

（２） 脱臭装置 

乾燥機の排気が新たに既設脱臭装置の負荷に追加されたため、薬品(次亜塩素酸ナトリウム)を

増量し対策している。 

① 敷地境界の測定結果 

平成 29 年 6 月に既設脱臭設備の活性炭が粉じんのため劣化し、測定点 12 ヶ所のうち 2ヶ所で

規制基準を上回る結果となったが、粉じん対策後は問題なかった。 

② 排気塔の測定結果 

平成 30 年 2 月 15 日に排気塔において臭気測定を行ったが臭気指数の規制基準 25 に対し、測

定結果は 22 で問題無かった。 

小型乾燥機、中型乾燥機の FS では既設脱臭設備が利用できない場合を想定し、直接燃焼式脱臭

炉を新設するものとして総費用（年価換算値）縮減、維持管理でのエネルギー及び温室効果ガス

削減効果を検討している。 

本技術は従来の乾燥機と比べ排気風量が極めて小さく燃焼脱臭にかかるコストも同様に小さ

くなる。 

参考に、小型乾燥機における本技術と従来の乾燥機の排気風量を図資1-48, 表資1-47に示す。 
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表資 1-47 従来の乾燥機排気風量 

 

 

 

１）被乾燥物名

２）乾燥前処理量 = kg/h

３）乾燥前の水分 = %w.b.

４）乾燥固形物量 = kg/h

５）乾燥後処理量 = kg/h

６）乾燥後の水分 = %w.b.

７）乾燥機蒸発量 = kg/h

８）固形物の比熱 = kJ/kg

９）乾燥用燃料の燃焼条件

使用燃料名

高位発熱量 = kJ/kg

低位発熱量 = kJ/kg

理論空気量 = kg/kg

理論排ガス = kg/kg

生成水蒸気 = kg/kg

燃料比重 =

10）外気条件

温度 t0 = ℃

湿度 H0 = kg/kg

11）その他の計算条件

乾燥前の品温 tm1 = ℃

乾燥後の品温 tm2 = ℃

乾燥機リーク空気量 G5 = kg/h

熱風炉熱損失 qL1 = kW

乾燥機熱損失 qL2 = kW

qL7 =

乾燥機入口熱風温度 t1 = ℃

乾燥機排ガス温度 t2 = ℃

乾燥機出口希釈後温度 t4 = ℃

空気比（バーナ） m =

計算結果

１）各位置のガス条件

0 熱風炉燃焼空気

1 乾燥機入口ガス

2 乾燥機出口ガス

3 乾燥機循環ガス

4 乾燥設備排気ガス

5 乾燥機リーク空気

8 乾燥排気希釈ガス

系外よりの排ガス

２）熱風炉バーナ燃料消費量 LPGの場合

＝ kg/h ＝ L/h kg/h ｍ３N/h

３）乾燥設備の熱精算

qM1 燃料燃焼 kW q4 乾燥排気 kW

q0 燃料燃焼空気 kW qm2 乾燥物 kW

q5 リーク空気 kW qL1 熱風炉熱損失 kW

qm1 被乾燥物 kW qL2 乾燥機熱損失 kW

q14 系外よりの排ガス kW qL7 煙道熱損失 kW

q8 乾燥排気希釈ガス kW

qin 合計 kW qo 合計 kW1131.1

76.3 38.9

955.1
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工　番
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F0(1)
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F(1)

受注先１

作成者

1150

乾　燥　機

受注先２

従来の乾燥機
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排気風量：4,140kgda/h 
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１．３ 参考資料 

・ 連続式伝導伝熱乾燥装置「インナーチューブロータリー」カタログ抜粋(図資 1-49[p.223]) 

・ 2 段圧縮システム計算書(図資 1-50[p.224]) 

・ 小型乾燥機フローシート(図資 1-51[p.227～228]) 

・ 小型乾燥機配置図(図資 1-52[p.229]) 

・ 小型乾燥機燃焼脱臭設備フローシート(図資 1-53[p.230]) 

・ 中型乾燥機フローシート(図資 1-54[p.231]) 

・ 中型乾燥機配置図(図資 1-55[p.232]) 

・ 中型乾燥機燃焼脱臭設備フローシート(図資 1-56[p.233]) 

・ 平成 29 年度乾燥機排気悪臭物質等測定結果(表資 1-48[p.225]) 

・ 肥料化 重金属等溶出試験結果(表資 1-49[p.226]) 

・ 再立上げの影響(表資 1-51[p.234])  
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図資 1-49 連続式伝導伝熱乾燥装置「インナーチューブロータリー」カタログ抜粋 
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表資 1-48 平成 29 年度乾燥機排気悪臭物質等測定結果 

 

 

  

2017/2/7 2017/8/30 2017/11/21 平均
アンモニア ppm 0.1 0.4 <0.1 0.3
メチルメルカプタン ppm <0.1 2.1 20 11
硫化水素 ppm 17 710 170 299
硫化メチル ppm 27 3.1 0.12 10
二硫化メチル ppm 8.5 67 0.48 25
トリメチルアミン ppm <0.05 <0.05 <0.05
アセトアルデヒド ppm 230 470 480 393
プロピオンアルデヒド ppm 12 40 15 22
ノルマルブチルアルデヒド ppm 3 7 7 6
イソブチルアルデヒド ppm 39 160 77 92
ノルマルバレルアルデヒド ppm <1 6 <1 6
イソバレルアルデヒド ppm 34 180 90 101
イソブタノール ppm <0.01 0.97 <0.01 0.97
酢酸エチル ppm <0.01 <0.01 <0.01
メチルイソブチルケトン ppm 1.8 1.9 1.9 1.9
トルエン ppm 2.4 23 9.2 12
スチレン ppm <0.01 <0.01 <0.01
キシレン ppm 0.19 0.39 2.3 0.96
プロピオン酸 ppm 0.16 0.38 0.15 0.23
ノルマル酪酸 ppm 0.054 0.25 0.12 0.14
ノルマル吉草酸 ppm 0.024 0.055 0.046 0.042
イソ吉草酸 ppm 0.0098 0.032 0.036 0.026

臭気指数 - 52 72 64 63
温度 ℃ 21 22 22
水分 vol% 2.8 1.4 2.1
湿り風量 m3N/h 67 40 54

m3N/分 1.1 0.7 0.9
乾き風量 m3N/h 65 39 52

m3N/分 1.1 0.7 0.9
ばいじん g/m3N <0.001 0.011 0.01

N2O ppm 26 26
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表資 1-49 肥料化 重金属等溶出試験結果 

項目 単位 
乾燥汚泥 

(H29.2.7) 

乾燥汚泥 

(H29.6.29) 

乾燥汚泥 

(H29.8.30) 

乾燥汚泥 

(H29.11.21) 
許容値 

肥

料

関

係 

重

金

属

等

溶

出

試

験 

アルキル水銀化合物 mg/L <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 
検出され

ないこと 

水銀又はその化合物 mg/L <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.005 

カドミウム又はその化合物 mg/L <0.009 <0.009 <0.009 <0.009 <0.09 

鉛又はその化合物 mg/L 0.02 0.02 0.08 0.02 <0.3 

有機燐化合物 mg/L <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <1 

六価クロム化合物 mg/L <0.04 <0.04 <0.02 <0.04 <1.5 

砒素又はその化合物 mg/L 0.07 0.04 0.04 0.04 <0.3 

シアン化合物 mg/L <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <1 

ポリ塩化ビフェニル mg/L <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.003 

トリクロロエチレン mg/L <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.1 

テトラクロロエチレン mg/L <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.1 

ジクロロメタン mg/L <0.02 <0.02 <0.02 <0.02 <0.2 

四塩化炭素 mg/L <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.02 

1.2-ジクロロエタン mg/L <0.004 <0.004 <0.004 <0.004 <0.04 

1.1-ジクロロエチレン mg/L <0.02 <0.02 <0.02 <0.02 <1 

シス-1.2-ジクロロエチレン mg/L <0.04 <0.04 <0.04 <0.04 <0.4 

1.1.1-トリクロロエタン mg/L <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <3 

1.1.2-トリクロロエタン mg/L <0.006 <0.006 <0.006 <0.006 <0.06 

1.3-ジクロロプロペン mg/L <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.02 

チウラム mg/L <0.006 <0.006 <0.006 <0.006 <0.06 

シマジン mg/L <0.003 <0.003 <0.003 <0.003 <0.03 

チオベンカルブ mg/L <0.02 <0.02 <0.02 <0.02 <0.2 

ベンゼン mg/L <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.1 

セレン又はその化合物 mg/L <0.01 <0.01 0.01 <0.01 <0.3 

1.4-ジオキサン mg/L <0.05 <0.05 <0.05 <0.05 <0.5 

 

 

表資 1-50 汚泥処理・処分費、運搬費 

 処理単価 運搬費 

円/t 円/t 

脱水汚泥 16,000※１ 7,000※２ 

乾燥汚泥 14,000※２ 5,000※２ 

※1 全国の乾燥設備を保有する施設・処理場において、実施したアンケートを元に算出した一般費用係数、汚泥処分費(国土

交通省国土技術政策総合研究所調べ)を用いる。 

※2 「下水汚泥などの資源有効利用状況に関する調査」および乾燥汚泥を排出している処理場を有する自治体 30 ヶ所へのア

ンケートの結果の平均を用いる。 
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図資 1-51 小型乾燥機フローシート(1/2) 
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図資 1-51 小型乾燥機フローシート(2/2) 
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図資 1-53 小型乾燥機燃焼脱臭設備フローシート 
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図資 1-54 中型乾燥機フローシート 
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図資 1-55 中型乾燥機配置図 

  

31m

25m

平面図

立面図

設置スペース
約775m2

▽FL＋10000
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図資 1-56 中型乾燥機燃焼脱臭設備フローシート 
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２．簡易算定式 

 

２．１ 総費用（年価換算値） 

総費用（年価換算値）は建設費年価＋維持管理費で求める。 

 

２.１.１ 建設費算定式 

（１） 小型乾燥機 

表資 2-1 小型乾燥機 建設費算定式 

 

 

（２） 中型乾燥機 

表資 2-2 中型乾燥機 建設費算定式 

 

  

Yc1＝344.3×β   ※1 Yc1＝12.3×Xｄ
0.941×β   ※1

年価＝344.3×β ×α 1  
※4 年価＝Yc1×α 1  

※4

(実証設備費用＋燃焼脱臭新設)  ※3

Yc2＝493

年価＝493×α 2  
※4 年価＝Yc2×α 2  

※4

Yc3＝209.2　※2 Yc3＝12.053×X1
0.5158　※2

年価＝209.2×α 3  
※4 年価＝Yc3×α 3  

※4
電気設備

乾燥設備
導入なし

従来の乾燥機
（一般費用関数によるFS）

建設費
内訳

［百万円］

※1　国土交通省、日本下水道協会 バイオソリッド利活用基本計画 p-90～91(H16年3月)の算出式より土木建設費にデフ
レータの係数β を乗じて求める。 Xy：脱水汚泥処理量[t-wet/年] ，Xrｄ:脱水汚泥処理量[t-wet/日］， Xｄ:施設規模[t-wet/
日］ Xｄ = Xrｄ÷0.8[t-wet/日］，本技術の小型乾燥機は一型式のみのため、本技術の建設費算定ではXrd=27.6，Xd=34.5
とする
※2　全国の乾燥設備を保有する施設・処理場において、実施したアンケートを元に算出した一般費用係数，汚泥処理費（国
土交通省国土技術政策総合研究所調べ）を用いる。X1：投入汚泥固形物量[kg-ds/h] ，本技術の小型乾燥機は一型式の
みのため、本技術の建設費算定ではX1=253 とする
※3　最適運転条件より乾燥機サイズアップ、 直燃式脱臭炉を新規追加するとして計算
※4　α ：建設費を年価に換算する係数 土木、機械、電気の耐用年数をそれぞれ45年、20年、20年とし、
α 1＝0.03590、α 2＝α 3＝0.06294を採用する

項目 本技術 全量外部委託

土木建築
（建屋）

機械設備
Yc2＝46.944×X1

0.4681  ※2

Yc1＝651.2×β  ※1 Yc1＝12.3×Xｄ
0.941×β  ※1

年価＝651.2×β×α1  ※3 年価＝Yc1×α1  ※3

(実証設備費用＋燃焼脱臭新設)  ※2 Yc2＝31.9×Xｄ
0.971×β   ※1

Yc2＝881

年価＝881×α2  ※3 年価＝Yc2×α2  ※3

Yc3＝199.9×β  ※1 Yc3＝6.59×Xｄ
0.809×β  ※1

年価＝199.9×β×α3  ※3 年価＝Yc3×α3  ※3
電気設備

建設費
内訳

［百万円］

従来の乾燥機
(一般費用関数によるFS)

※1　国土交通省、日本下水道協会 バイオソリッド利活用基本計画 p-90～91(H16年3月)の算出式より土木建設費にデフ
レータの係数β を乗じて求める。 Xy：脱水汚泥処理量[t-wet/年] ，Xrｄ:脱水汚泥処理量[t-wet/日］ ，
 Xｄ:施設規模[t-wet/日］ Xｄ = Xrｄ÷0.8[t-wet/日］，本技術の中型乾燥機は一型式のみのため、本技術の建設費算定で
はXrd=54.3，Xd=67.9とする
※2　最適運転条件より乾燥機サイズアップ、直燃式脱臭炉を新規追加するとして計算
※3　α ：建設費を年価に換算する係数 土木、機械、電気の耐用年数をそれぞれ45年、20年、20年とし、
α 1＝0.03590、α 2＝α 3＝0.06294を採用する

項目 本技術 全量外部委託

土木建築
（建屋）

機械設備
乾燥設備
導入なし
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（３）建設工事費デフレーター 

「バイオソリッド利活用基本計画（平成 16 年 3 月）」の費用関数を用いる項目については、

建設工事費デフレーターを用いて最新年度の価格に補正する。 

 

表資 2－3 建設工事費デフレーター 

-  

 

２．１．２ 維持管理費等算定式 

（１） 小型乾燥機 

表資 2-4 小型乾燥機 維持管理費及び解体・廃棄費算定式 

 

  

工事種別 2004年度（平成16年度） 2017年7月（平成29年7月）
下水道 92.9 106.0
換算係数 β ＝106.0÷92.9 β ＝1.14

乾燥汚泥処理費用:有効利用 外部委託処理費：脱水汚泥 外部委託処理費：乾燥汚泥

Ccds=Ucds×F2y×10-6   ※1 Ccws=Ucws×Xy×10-6　※1 Ccds=Ucds×F2y×10-6   ※1

電力費　Yc3-2=29.9×Wy/6003  ※4 電力費　Yc3-2=202.32×X2
0.4541　×10-3  ※6

燃料費　Yc3-4=9.2×Wy/6003  ※4 燃料費　Yc3-4=41.0×X2×10-3　※6

補修費　Yc3-1=Yc2×3.3%  ※3 補修費　Yc3-1=17.144×X2
0.8866　×10-3  ※6

薬品費　Yc3-5=1.3×Wy/6003  ※4 薬品費　Yc3-5=革新技術と同額積み上げ

人件費　Yc3-3=5.6  ※5 人件費　Yc3-3=66.755×X2
0.8298　×10-3  ※6

70 解体・廃棄費なし

外部委託処理費
○本技術　乾燥汚泥:有効利用調査結果による
　・肥料化：無償配布+運賃 5,000 [円/t-wet]　8ヶ月間
　・燃料化：処理費用（運賃込） 22,000 [円/t-wet]　4ヶ月間

○全量外部委託　脱水汚泥　23,000　[円/t-wet](全国平均)　※6

○従来の乾燥機　乾燥汚泥　19,000　[円/t-wet](全国平均)　※6

※1　Ccds：乾燥汚泥処理費[百万円/年]，F2 y：乾燥汚泥生産量[t-wet/年] ， X y：脱水汚泥処理量[t-wet/年] ，
    　 Ucds：乾燥汚泥外部委託処理単価[円/t-wet],Ccws：脱水汚泥処理費[百万円/年] ,Ucws：脱水汚泥外部委託処理単価[円/t-wet]
※2　Cw:解体・廃棄費［百万円］は機械、電気建設費合計値の10％とした。
※3　補修費は機械設備工事費の3.3％とした。
※4　Wy：水分蒸発量[t/年], 電力、燃料、上水費など運転時間に比例する項目は、実証結果を基に年間水分蒸発量[ｔ/年]に基づき求めた。
      （小型乾燥機基準値は6,003ｔ/年）
※5　人件費はオペレーション内容から実証設備と同じとした。
※6　全国の乾燥設備を保有する施設・処理場において、実施したアンケートを元に算出した一般費用係数，汚泥処理費
       （国土交通省国土技術政策総合研究所調べ）を用いる。X2：年間投入固形物汚泥量[t-ds/年]
※7　ユーティリティ、薬品の単価詳細は表資2-11参照

ユーティリティー単価  ※7

　・電力:　15 [円/kWh]

　・LPG：　89 [円/kg]
　・A重油：　71 [円/L]
　・上水：　200 [円/m3]

項目 全量外部委託

汚泥
処理費

乾燥設備維持管理費なし

解体・廃棄費（参考値）※2

［百万円］

維持
管理費
年価

［百万円/年］

運転経費
（乾燥設備+

燃焼脱臭設備）

本技術
(含水率78％W.B.→20％W.B.）

従来の乾燥機（一般費用関数によるFS）
(含水率78％W.B.→25％W.B.）
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（２） 中型乾燥機 

 

表資 2-5 中型乾燥機 維持管理費等算定式 

 

 

（３） 汚泥処理・処分費、運搬費 

 

表資 2-6 汚泥処理・処分費、運搬費 

 

  

乾燥汚泥処理費用:有効利用 外部委託処理費：脱水汚泥 外部委託処理費：乾燥汚泥

Ccds=Ucds×F2y×10-6  ※1 Ccws=Ucws×Xy×10-6   ※1 Ccds=Ucds×F2y×10-6  ※1

電力費　Yc3-2=55.8×Wy/12018  ※4

燃料費　Yc3-4=21.0×Wy/12018  ※4

補修費　Yc3-1=Yc2×3.3%  ※3

薬品費　Yc3-5=2.3×Wy/12018  ※4

人件費　Yc3-3=5.6  ※5

111 解体・廃棄費なし

ユーティリティー単価  ※7

　・電力:　15 [円/kWh]

　・LPG：　89 [円/kg]
　・A重油：　71 [円/L]
　・上水：　200 [円/m3]

外部委託処理費
○本技術　乾燥汚泥:有効利用調査結果による
　・肥料化：無償配布+運賃 5,000 [円/t-wet]　8ヶ月間
　・燃料化：処理費用（運賃込） 22,000 [円/t-wet]　4ヶ月間

○全量外部委託　脱水汚泥　23,000　[円/t-wet](全国平均)　※6

○従来の乾燥機　乾燥汚泥　19,000　[円/t-wet](全国平均)　※6

※1　Ccds：乾燥汚泥処理費[百万円/年]，F2 y：乾燥汚泥生産量[t-wet/年] ， X y：脱水汚泥処理量[t-wet/年] ，
      Ucds：乾燥汚泥外部委託処理単価[円/t-wet],Ccws：脱水汚泥処理費[百万円/年] ,Ucws：脱水汚泥外部委託処理単価[円/t-wet]
※2　Cw:解体・廃棄費［百万円］は機械、電気建設費合計の10％とした。
※3　補修費は機械設備工事費の3.3％とした。
※4　Wy:水分蒸発量[t/年], 電力、燃料、上水費など運転時間に比例する項目は、実証結果を基に年間水分蒸発量[ｔ/年]に基づき求めた。
      （中型乾燥機基準値は12,018ｔ/年）
※5　人件費はオペレーション内容から実証設備と同じとした。
※6　全国の乾燥設備を保有する施設・処理場において、実施したアンケートを元に算出した一般費用係数，汚泥処理費
       （国土交通省国土技術政策総合研究所調べ）を用いる。
※7　ユーティリティ、薬品の単価詳細は表資2-11参照
※8　国土交通省、日本下水道協会:バイオソリッド利活用基本計画、p-90～91(H16年3月)の算出式より土木建設費にデフレータの係数β を
       乗じて求める。Xｄ:施設規模[t-wet/日],Xy:年間処理脱水汚泥量[t-wet/年]

従来の乾燥機（一般費用関数によるFS）
(含水率79％W.B.→20％W.B.）

維持
管理費
年価

［百万円/年］

運転経費
（乾燥設備+

燃焼脱臭設備）

本技術
(含水率79％W.B.→20％W.B.）

項目 全量外部委託

汚泥処理費

乾燥設備維持管理費なし Y3=0.362×Xy
0.585×β  ※8

解体・廃棄費（参考値）※2

［百万円］

項目 肥料化 燃料化 脱水処分 乾燥処分

処理 無償※3 22,000※4

運搬 5,000※2 上欄に含む※4

処理 16,000※1

運搬 7,000※2

処理 14,000※2

運搬 5,000※2

技術
汚泥処理・処分及び運搬単価［円/t-wet］

本技術

※1全国の乾燥設備を保有する施設・処理場において、実施したアンケートを元に算定し
た一般費用係数，汚泥処分費（国土交通省国土技術政策総合研究所調べ）を用いる。
※2「下水汚泥等の資源有効利用状況に関する調査」及び乾燥汚泥を排出している処理
場を有する自治体30ヶ所へのアンケートの結果から算定した汚泥運搬費（国土交通省国
土技術政策総合研究所調べ）を用いる。
※3 肥料化自治体調査結果 (資料編1 表資1-18 G市の例)
※4 燃料化自治体調査結果 (資料編1 表資1-24 A市の例)

全量外部委
託

従来の乾燥
機
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（４） 解体・廃棄費 

公益社団法人日本下水道協会；下水道設計標準歩掛表平成 24 年－第 2 巻 ポンプ場・処理場

（p.102）より 撤去費は建設費の６％とする。また、スクラップコストは建設費の４％とし、解

体・撤去費の合計は建設費の 10％とする。なお、解体・廃棄費については、総費用（年価換算値）

に含むものではないため、参考値である。 

 

（５） 試算条件と脱水汚泥処理量、含水率などが異なる場合の算定方法 

維持管理費及び解体・廃棄費算定式において、脱水汚泥処理量、含水率などが試算条件（例：

小型乾燥機 8,280t/年,78%W.B.,20%W.B.など）と異なる場合も下記 c)年間水分蒸発量換算により

算定できる。 

換算に用いる年間水分蒸発量 Wyは以下のように求めることができる。 

 

a) 本技術汚泥処理費用の算定 

Ccds=Ucds×F2y×10-6  Ucds:運賃を含む乾燥汚泥外部委託単価 [円/t-wet] 

・年間乾燥汚泥量 F2y［t-wet/年］：F2y=Xy ×(100－w1)÷(100－w2)  

Xy：年間脱水汚泥処理量 ［t-wet/年］, w1：脱水汚泥含水率［%W.B.］, 

w2：乾燥汚泥含水率［%W.B.］ 

b) 従来の乾燥機の汚泥処分費用算定 

乾燥汚泥含水率 w2が本技術と異なり乾燥汚泥量 F2yがそれぞれ異なる。 

c) 本技術電力費、燃料費、薬品費の算定 

年間脱水汚泥処理量や含水率の設定に対し、実証から求めた最適運転条件のまま運転時間

で対応するものとして、運転時間に比例する電力費、燃料費、薬品費などについて水分蒸発量

比例で求める。 

・年間水分蒸発量 Wy［t /年］：Wy=Xy－F2y 

d) 従来の乾燥機維持管理費 

・年間投入汚泥固形物量 X2［t-ds/年］ X2= Xy ×(100－w1)÷100 
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２．２ 維持管理でのエネルギー使用量 

（１） 小型乾燥機 

表資 2-7 小型乾燥機 維持管理でのエネルギー使用量 

 

 

（２） 中型乾燥機 

表資 2-8 中型乾燥機 維持管理でのエネルギー使用量 

 

 

  

本技術 従来の乾燥機

電力 E1＝YC3-2÷Ce×Ee E1＝YC3-2÷Ce×Ee  ※1

燃料 E2＝YC3-4÷Cl×El   (LPG) E2＝YC3-4÷Ca×El    (A重油）  ※1

薬品（上水） E3＝YC3-5÷Cj×Ej   ※4 E3＝YC3-5÷Cj×Ej  ※4

合計 E＝E1+E2+E3 [GJ/年］ E＝E1+E2+E3 [GJ/年］

項目
小型乾燥機　維持管理でのエネルギー使用量 ［GJ／年］

YC3-2:電力費［百万円／年］、 YC3-4:燃料費［百万円／年］、 YC3-5 :上水費［百万円／年］、 Ce:電力単価　15［円／kwh］、

 Cｌ:LPG単価　89円／kg］、 Ca:A重油単価71［円／L］ 、Cｊ:上水単価200［円／m3］

 ・発熱量原単位※3

 Ee:電力原単位※2：9.484[MJ/kWh]、 El:LPG原単位：50.06[GJ/t]、 Ea:A重油原単位：38.90[GJ/kL]、 Ej:上水原単位：30.7[MJ/m3]、
原油換算係数：0.0258[kL/GJ]

※1  全国の乾燥設備を保有する施設・処理場において、実施したアンケートを元に算出した一般費用係数（国土交通省国土技術政策総合研究所
調べ）を用いる。
※2　エネルギー源別標準発熱量一覧表（平成27年4月14日資源エネルギー庁総合政策課）
※3  環境庁:温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度ホームページ、平成28年度報告用算定方法・排出係数一覧、報告書作成支援ツールより
※4　ユーティリティ、薬品の発熱量原単位は、表資2-12参照

本技術 従来の乾燥機

電力 E1＝YC3-2÷Ce×Ee

燃料 E2＝YC3-4÷Cl×El  (LPG)

薬品（上水） E3＝YC3-5÷Cj×Ej   ※4

合計 E＝E1+E2+E3 [GJ/年］ E＝22,195×X2＋7×106　[GJ/年］

※1  全国の乾燥設備を保有する施設・処理場において、実施したアンケートを元に算出した一般費用係数（国土交通省国土技術政策総合研究所
調べ）を用いる。X1:投入汚泥固形物量[kg-ds/ｈ]，X2:年間投入固形物汚泥量[t-ds/年]
※2　エネルギー源別標準発熱量一覧表（平成27年4月14日資源エネルギー庁総合政策課）
※3  環境庁:温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度ホームページ、平成28年度報告用算定方法・排出係数一覧、報告書作成支援ツールより
※4　ユーティリティ、薬品の発熱量原単位は、表資2-12参照

項目
中型乾燥機　維持管理でのエネルギー使用量 ［GJ／年］

E＝22,195×X2＋7×106  ※1

YC3-2:電力費［百万円／年］、 YC3-4:燃料費［百万円／年］、 YC3-5:上水費［百万円／年］、 Ce:電力単価　15［円／kwh］、

Cｌ:LPG単価　89円／kg］、Cｊ:上水単価200［円／m3］、X2:固形物処理量［t-ds/年］
 ・発熱量原単位※3

 Ee:電力原単位※2：9.484[MJ/kWh]、 El:LPG原単位：50.06[GJ/t]、 Ej:上水原単位：30.7[MJ/m3]、原油換算係数：0.0258[kL/GJ]
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２．３ 温室効果ガス排出量 

（１） 小型乾燥機 

表資 2-9 小型乾燥機 温室効果ガス排出量 

 

 

（２） 中型乾燥機 

表資 2-10 中型乾燥機 維持管理での温室効果ガス排出量 

 

  

本技術 従来の乾燥機

電力 G1＝YC3-2÷Ce×Ge G1＝YC3-2÷Ce×Ge  ※1

燃料 G2＝YC3-4÷Cl×Gl  (LPG) G2＝YC3-4÷Ca×Gl  (A重油）  ※1

薬品（上水） G3＝YC3-5÷Cj×Gj  ※4 G3＝YC3-5÷Cj×Gj  ※4

G4＝0.0095÷1,000×Xy×Gn

G4＝0.0095÷1,000×Xy×Gn

燃焼脱臭炉由来N2O:0.0095kg-N2O/t-wet  ※4 燃焼脱臭炉由来N2O:0.0095kg-N2O/t-wet  ※4

合計 G＝G1+G2+G3+G4+G5［t-CO2／年］ G＝G1+G2+G3+G4+G5 ［t-CO2／年］

※1  全国の乾燥設備を保有する施設・処理場において、実施したアンケートを元に算出した一般費用係数（国土交通省国土技術政策総合研究所調
べ）を用いる。
※2  電気事業者別排出係数（特定排出者の温室効果ガス排出量算定用）-平成27年度実績-H28.12.27公表
※3  下水道における地球温暖化対策マニュアル～下水道部門における温室効果ガス排出量抑制指針の解説～
平成28年3月 環境省・国土交通省
※4  国土交通省　水管理・国土保全局　下水道部:下水汚泥エネルギー化技術ガイドライン-改訂版、p-82（平成27年3月）

項目
小型乾燥機　維持管理での温室効果ガス排出量 ［t-CO2／年］

汚泥乾燥

YC3-2:電力費［百万円／年］、 YC3-4:燃料費［百万円／年］、 YC3-5:上水費［百万円／年］、 Ce:電力単価　15［円／kwh］、

 Cｌ:LPG単価　89円／kg］、 Ca:A重油単価71［円／L］ 、Cｊ:上水単価200［円／m3］、Xy:年間処理脱水汚泥量[t-wet/年]

・CO2排出量原単位

Ge:電力CO2排出量原単位：0.587[kg-CO2/kWh]※2、 Gl:LPG CO2排出量原単位：3.00［t-CO2/t］※3、

Ga:A重油CO2排出量原単位:2.71［t-CO2/kL］※3、Gj:上水CO2排出量原単位：0.002［t-CO2/m3］※3、Gn:N2O CO2排出量原単位：298［t-CO2/t］※3

本技術 従来の乾燥機

電力 G1＝YC3-2÷Ce×Ge  ※3

燃料 G2＝YC3-4÷Cl×Gl  (LPG)   ※3

薬品（上水） G3＝YC3-5÷Cj×Gj  ※4

G4＝0.0095÷1,000×Xy×Gn

燃焼脱臭炉由来N2O:0.0095kg-N2O/wet-t  ※4

合計 G＝G1+G2+G3+G4+G5［t-CO2／年］ G＝1.5175×X2+463.89　［t-CO2／年］

※1　国土交通省国土技術政策総合研究所:従来設備における電力消費量、燃料消費量に関するアンケートを元に算出したCO2排出量の関数
(H30年)、X2:年間投入量[t-ds/年]
※2  電気事業者別排出係数（特定排出者の温室効果ガス排出量算定用）-平成27年度実績-H28.12.27公表
※3  下水道における地球温暖化対策マニュアル～下水道部門における温室効果ガス排出量抑制指針の解説～
平成28年3月 環境省・国土交通省
※4  国土交通省　水管理・国土保全局　下水道部:下水汚泥エネルギー化技術ガイドライン-改訂版、p-82（平成27年3月）

項目
中型乾燥機　維持管理での温室効果ガス排出量 ［t-CO2／年］

G＝1.5175×X2+463.89  ※1

汚泥乾燥

YC3-2:電力費［百万円／年］、 YC3-4:燃料費［百万円／年］、 YC3-5:上水費［百万円／年］、 Ce:電力単価　15［円／kwh］、

 Cｌ:LPG単価　89円／kg］、 Ca:A重油単価71［円／L］ 、Cｊ:上水単価200［円／m3］、Xy:年間処理脱水汚泥量[t-wet/年]

・CO2排出量原単位

Ge:電力CO2排出量原単位：0.587[kg-CO2/kWh]※2、 Gl:LPG CO2排出量原単位：3.00［t-CO2/t］※3、

Ga:A重油CO2排出量原単位:2.71［t-CO2/kL］※3、Gj:上水CO2排出量原単位：0.002［t-CO2/m3］※3、Gn:N2O CO2排出量原単位：298［t-CO2/t］※3
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２．４ ユーティリティ単価 

表資 2-11 ユーティリティ単価 

 

 

２．５ エネルギー別標準発熱量 

表資 2-12 エネルギー別標準発熱量 

 

 

２．６ 温室効果ガス排出係数 

表資 2-13 温室効果ガス排出係数 

 

 

 

項目 単位 値 備考 出典
電力 円/kWh 15 H28補助業務※1、H29公募資料※2

上水 円/m3 200 H28公募資料※2

A重油 円/L 71 H28公募資料
LPG 円/kg 89 ローリー 建設物価　H30,2月※3
次亜塩素酸ナトリウム 円/kg 40 H28補助業務※1
※1：H28補助業務　「下水道革新的技術の導入検討に関する技術資料作成業務」
※2：平成28年度下水道革新的技術実証事業公募資料「革新的技術のコスト算定に当っての留意事項」
※3：建設物価、H30、2月

項目 単位 値 備考 出典
電力 MJ/kWh 9.484 受電端投入熱量
A重油 MJ/L 38.90
LPG MJ/kg 50.06
上水道 MJ/m3 30.7
次亜塩素酸ソーダ MJ/t 11799
※1：エネルギー源別標準発熱量一覧表（平成27年4月14日資源エネルギー庁総合政策課）
※2：H28補助業務　「下水道革新的技術の評価項目に関する技術資料作成業務」

※1

※2

項目 単位 値 備考 出典

電力 t-CO2/kWh 0.000587 ※1

上水 t-CO2/m3 0.0020

A重油 t-CO2/kL 2.71 特A重油含む

LPG t-CO2/kL 3.00

次亜塩素酸ナトリウム t-CO2/t 0.32

ガス種類 地球温暖化係数
CO2 1
CH4 25
N2O 298

※1：電気事業者別排出係数（特定排出者の温室効果ガス排出量算定用）
　　　-平成27年度実績- H28.12.27公表
※2：下水道における地球温暖化対策マニュアル～下水道部門における温室効果ガス排出抑制指針の解説～
　　　平成28年3月, 環境省・国土交通
※3：廃棄物処理施設の基幹的設備改良マニュアル
　　　環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課
※4：下水汚泥エネルギー化技術ガイドライン－改訂版－
　　　平成27年3月, 国土交通省

ユーティリティ
※2
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３．ケーススタディ 

実証試験結果から小型乾燥機、中型乾燥機の最適運転条件（最適加熱温度）、乾燥機伝熱面積お

よび圧縮機の系列数を定めた。この条件を元に、下記ケースの導入シナリオ例および検討結果を

示す。なお、FS 検討における端数は四捨五入としている。 

 

３．１ 導入シナリオ FS検討例 

現状、機械脱水を行っている施設において以下の導入シナリオを検討する。 

 

（１） 脱水汚泥を外部委託処分している処理場へ導入する場合 

１） 乾燥汚泥を肥料化有効利用できる場合 

① 乾燥設備新設、建屋新設、燃焼脱臭設備新設 

② 乾燥設備新設、建屋新設、既設脱臭設備利用※1 

③ 乾燥設備新設、既設建屋利用、燃焼脱臭設備新設 

④ 乾燥設備新設、既設建屋利用、既設脱臭設備利用※1 

２） 乾燥汚泥を燃料化有効利用できる場合 

① 乾燥設備新設、建屋新設、燃焼脱臭設備新設 

② 乾燥設備新設、建屋新設、既設脱臭設備利用※1 

③ 乾燥設備新設、既設建屋利用、燃焼脱臭設備新設 

④ 乾燥設備新設、既設建屋利用、既設脱臭設備利用※1 

 

（２） 乾燥設備更新時に導入する場合 

１） 乾燥汚泥を肥料化有効利用できる場合 

(1)と同様に①②③④について検討する。 

２） 乾燥汚泥を燃料化有効利用できる場合 

(1)と同様に①②③④について検討する。 

３） 既に本技術と同等の有効利用をしている場合 

従来の乾燥機についても汚泥処理費を本技術と同額として検討する。※2 

 

※1 乾燥設備更新の脱臭設備既設利用については、燃焼脱臭設備が不要になることによる建設費、電

力費（差は微小）、燃料費、補修費を減額し、実証結果に基づき薬品費を増額して総費用（年価換算値）、

維持管理でのエネルギー使用量、GHG 排出量を算定する。 

※2 肥料化：需要期 8ヶ月肥料化；処理無償、運賃 5,000 円/t-wet、非需要期 4ヶ月燃料化；処理+運

賃 22,000 円/t-wet、通年燃料化；処理+運賃 22,000 円/t-wet として乾燥汚泥処理費用を算定する。 



資料編 ３．ケーススタディ 

243 

 

図資 3-1 導入シナリオ例（1） 

 

 

 

図資 3-2 導入シナリオ例（2） 

 

   

  



資料編 ３．ケーススタディ 

244 

３・２ 導入シナリオ検討結果 

検討結果を以下の表に示す。 

表資 3-1（1/2）ケーススタディ条件及び結果一覧 

 

乾燥機 汚泥処理 利活用 乾燥設備 建屋 脱臭設備
総費用

（年価換算値）
ｴﾈﾙｷﾞｰ GHG

1 新設 3-1-1 3-1-2 3-1-3 1

2 既設利用 3-2-1 3-2-2 3-2-3 2

3 新設 3-3-1 3-3-2 3-3-3 3

4 既設利用 3-4-1 3-4-2 3-4-3 4

5 新設 3-5-1 3-5-2 3-5-3 5

6 既設利用 3-6-1 3-6-2 3-6-3 6

7 新設 3-7-1 3-7-2 3-7-3 7

8 既設利用 3-8-1 3-8-2 3-8-3 8

9 新設 3-9-1 3-9-2 3-9-3 9

10 既設利用 3-10-1 3-10-2 3-10-3 10

11 新設 3-11-1 3-11-2 3-11-3 11

12 既設利用 3-12-1 3-12-2 3-12-3 12

13 新設 3-13-1 3-13-2 3-13-3 13

14 既設利用 3-14-1 3-14-2 3-14-3 14

15 新設 3-15-1 3-15-2 3-15-3 15

16 既設利用 3-16-1 3-16-2 3-16-3 16

17 新設 3-17-1 3-17-2 3-17-3 17

18 既設利用 3-18-1 3-18-2 3-18-3 18

19 新設 3-19-1 3-19-2 3-19-3 19

20 既設利用 3-20-1 3-20-2 3-20-3 20

21 新設 3-21-1 3-21-2 3-21-3 21

22 既設利用 3-22-1 3-22-2 3-22-3 22

23 新設 3-23-1 3-23-2 3-23-3 23

24 既設利用 3-24-1 3-24-2 3-24-3 24

25 新設 3-25-1 3-25-2 3-25-3 25

26 既設利用 3-26-1 3-26-2 3-26-3 26

27 新設 3-27-1 3-27-2 3-27-3 27

28 既設利用 3-28-1 3-28-2 3-28-3 28

29 新設 3-29-1 3-29-2 3-29-3 29

30 既設利用 3-30-1 3-30-2 3-30-3 30

31 新設 3-31-1 3-31-2 3-31-3 31

32 既設利用 3-32-1 3-32-2 3-32-3 32

33 新設 3-33-1 3-33-2 3-33-3 33

34 既設利用 3-34-1 3-34-2 3-34-3 34

35 新設 3-35-1 3-35-2 3-35-3 35

36 既設利用 3-36-1 3-36-2 3-36-3 36

37 新設 3-37-1 3-37-2 3-37-3 37

38 既設利用 3-38-1 3-38-2 3-38-3 38

39 新設 3-39-1 3-39-2 3-39-3 39

40 既設利用 3-40-1 3-40-2 3-40-3 40

41 新設 3-41-1 3-41-2 3-41-3 41

42 既設利用 3-42-1 3-42-2 3-42-3 42

43 新設 3-43-1 3-43-2 3-43-3 43

44 既設利用 3-44-1 3-44-2 3-44-3 44

45 新設 3-45-1 3-45-2 3-45-3 45

46 既設利用 3-46-1 3-46-2 3-46-3 46

47 新設 3-47-1 3-47-2 3-47-3 47

48 既設利用 3-48-1 3-48-2 3-48-3 48

№

更新※6

新設

既設利用

新設

既設利用

既設利用

新設

既設利用

肥料および

燃料※4

燃料※5

肥料および

燃料※4

燃料※5

新設

燃料※5

新設

既設利用

新設

既設利用

肥料および

燃料※4

燃料※5

導入前 導入後

№

中型※2

脱水汚泥※3

または

乾燥汚泥※3

新設

新設

既設利用

新設

既設利用

新設

既設利用

新設

既設利用

更新※6

肥料および

燃料※4

または

燃料※5

※1 脱水汚泥：8,280 t/年、78 %W.B.、乾燥汚泥：（本技術）20 %W.B.、（従来技術）25 %W.B.

※2 脱水汚泥：16,296 t/年、79 %W.B.、乾燥汚泥：（本技術および従来技術） 20 %W.B

※3 汚泥処理単価：（脱水汚泥）処理 16,000＋運賃 7,000 円/t-wet、（乾燥汚泥）処理 0+運賃 19,000 円/t-wet

※4 汚泥処理単価：10,667 円/t-wet [≒（8ヶ月肥料）処理 0＋運賃 5,000 円/t-wet、（4ヶ月燃料）処理および運賃 22,000 円/t-wetとして]

※5 汚泥処理単価：（燃料）処理および運賃 22,000 円/t-wet

※6 乾燥設備更新の脱臭設備既設利用については、燃焼脱臭設備が不要になることによる建設費、電力費（差は微小）、

      燃料費及び補修費を減額し、実証結果に基づき薬品費を増額して総費用（年価換算値）、エネルギー使用量、GHG排出量を算定

備
考

小型※1

肥料および

燃料※4

または

燃料※5

表資番号

肥料および

燃料※4

燃料※5

新設

新設

既設利用

新設

既設利用脱水汚泥※3

または

乾燥汚泥※3

肥料および

燃料※4

燃料※5

肥料および

燃料※4
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表資 3-1（2/2）ケーススタディ条件及び結果一覧 

 

 

 

 

  

エネルギー GHG エネルギー GHG

[t-wet/年] [百万円/年] [円/t-wet] [GJ/年] [t-CO2/年]
対全量

外部委託
対従来の
乾燥機

[百万円/年] [円/t-wet] [百万円/年] [円/t-wet] [GJ/年] [t-CO2/年]

1 8,280 144.9 17,500 24,280 1,517 24 40 190.4 23,000 242.2 29,300 44,992 3,127 1
2 8,280 138.3 16,700 21,381 1,309 27 43 190.4 23,000 242.2 29,300 44,992 3,127 2
3 8,280 130.8 15,800 24,280 1,517 31 43 190.4 23,000 228.1 27,500 44,992 3,127 3
4 8,280 124.7 15,100 21,381 1,309 35 46 190.4 23,000 228.1 27,500 44,992 3,127 4
5 8,280 170.7 20,600 24,280 1,517 10 30 190.4 23,000 242.2 29,300 44,992 3,127 5
6 8,280 164.1 19,800 21,381 1,309 14 32 190.4 23,000 242.2 29,300 44,992 3,127 6
7 8,280 156.6 18,900 24,280 1,517 18 31 190.4 23,000 228.1 27,500 44,992 3,127 7
8 8,280 150.0 18,100 21,381 1,309 21 34 190.4 23,000 228.1 27,500 44,992 3,127 8
9 8,280 144.9 17,500 24,280 1,517 24 40 190.4 23,000 242.2 29,300 44,992 3,127 9

10 8,280 138.3 16,700 21,381 1,309 27 43 190.4 23,000 242.2 29,300 44,992 3,127 10
11 8,280 130.8 15,800 24,280 1,517 31 43 190.4 23,000 228.1 27,500 44,992 3,127 11
12 8,280 124.2 15,000 21,381 1,309 35 46 190.4 23,000 228.1 27,500 44,992 3,127 12
13 8,280 170.7 20,600 24,280 1,517 10 30 190.4 23,000 242.2 29,300 44,992 3,127 13
14 8,280 164.1 19,800 21,381 1,309 14 32 190.4 23,000 242.2 29,300 44,992 3,127 14
15 8,280 156.6 18,900 24,280 1,517 18 31 190.4 23,000 228.1 27,500 44,992 3,127 15
16 8,280 150.0 18,100 21,381 1,309 21 34 190.4 23,000 228.1 27,500 44,992 3,127 16
17 8,280 144.9 17,500 24,280 1,517 24 34 190.4 23,000 220.3 26,600 44,992 3,127 17
18 8,280 138.3 16,700 21,381 1,309 27 37 190.4 23,000 220.3 26,600 44,992 3,127 18
19 8,280 130.8 15,800 24,280 1,517 31 37 190.4 23,000 206.2 24,900 44,992 3,127 19
20 8,280 124.2 15,000 21,381 1,309 35 40 190.4 23,000 206.2 24,900 44,992 3,127 20
21 8,280 170.7 20,600 24,280 1,517 10 31 190.4 23,000 246.1 29,700 44,992 3,127 21
22 8,280 164.1 19,800 21,381 1,309 14 33 190.4 23,000 246.1 29,700 44,992 3,127 22
23 8,280 156.6 18,900 24,280 1,517 18 33 190.4 23,000 232.0 28,000 44,992 3,127 23
24 8,280 150.0 18,100 21,381 1,309 21 35 190.4 23,000 232.0 28,000 44,992 3,127 24

25 16,296 255.9 15,700 47,449 2,961 32 33 374.8 23,000 380.2 23,300 82,955 5,657 25

26 16,296 247.8 15,200 43,451 2,655 34 35 374.8 23,000 380.2 23,300 82,955 5,657 26
27 16,296 229.2 14,100 47,449 2,961 39 35 374.8 23,000 353.5 21,700 82,955 5,657 27
28 16,296 221.2 13,600 43,451 2,655 41 37 374.8 23,000 353.5 21,700 82,955 5,657 28
29 16,296 304.4 18,700 47,449 2,961 19 20 374.8 23,000 380.2 23,300 82,955 5,657 29
30 16,296 296.3 18,200 43,451 2,655 21 22 374.8 23,000 380.2 23,300 82,955 5,657 30
31 16,296 277.7 17,000 47,449 2,961 26 21 374.8 23,000 353.5 21,700 82,955 5,657 31
32 16,296 269.7 16,600 43,451 2,655 28 24 374.8 23,000 353.5 21,700 82,955 5,657 32
33 16,296 255.9 15,700 47,449 2,961 32 33 374.8 23,000 380.2 23,300 82,955 5,657 33
34 16,296 247.8 15,200 43,451 2,655 34 35 374.8 23,000 380.2 23,300 82,955 5,657 34
35 16,296 229.2 14,100 47,449 2,961 39 35 374.8 23,000 353.5 21,700 82,955 5,657 35
36 16,296 221.2 13,600 43,451 2,655 41 37 374.8 23,000 353.5 21,700 82,955 5,657 36
37 16,296 304.4 18,700 47,449 2,961 19 20 374.8 23,000 380.2 23,300 82,955 5,657 37
38 16,296 296.3 18,200 43,451 2,655 21 22 374.8 23,000 380.2 23,300 82,955 5,657 38
39 16,296 277.7 17,000 47,449 2,961 26 21 374.8 23,000 353.5 21,700 82,955 5,657 39
40 16,296 269.7 16,600 43,451 2,655 28 24 374.8 23,000 353.5 21,700 82,955 5,657 40
41 16,296 255.9 15,700 47,449 2,961 32 26 374.8 23,000 344.5 21,100 82,955 5,657 41
42 16,296 247.8 15,200 43,451 2,655 34 28 374.8 23,000 344.5 21,100 82,955 5,657 42
43 16,296 229.2 14,100 47,449 2,961 39 28 374.8 23,000 317.9 19,500 82,955 5,657 43
44 16,296 221.2 13,600 43,451 2,655 41 30 374.8 23,000 317.9 19,500 82,955 5,657 44
45 16,296 304.4 18,700 47,449 2,961 19 23 374.8 23,000 393.0 24,100 82,955 5,657 45
46 16,296 296.3 18,200 43,451 2,655 21 25 374.8 23,000 393.0 24,100 82,955 5,657 46
47 16,296 277.7 17,000 47,449 2,961 26 24 374.8 23,000 366.4 22,500 82,955 5,657 47
48 16,296 269.7 16,600 43,451 2,655 28 26 374.8 23,000 366.4 22,500 82,955 5,657 48

総費用（年価換算値）
縮減率（％）

№

本技術 従来の乾燥機

№

全量
外部委託

総費用（年価換算値） 総費用（年価換算値）総費用（年価換算値）

脱水汚泥
処理量
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３・２・1小型乾燥機 

 

表資 3-1-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-1-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-1-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

  

14.1 14.1

31.0 39.4

13.2 13.2

24.3 190.4 46.1

電力費 29.9 6.1

燃料費 9.2 74.7

補修費 16.3 13.3

薬品費 1.3 1.3

人件費 5.6 33.9

70

24
40

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

汚泥処理費

144.9

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費

維持
管理費

［百万円/年］

190.4 242.2

全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

項目 本技術

18,922 3,868
5,154 40,919

24,280 44,992
46

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

204 204

電力［GJ/年]
燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

合計［GJ/年]
削減効果［％]

1,171 239

309 2,851

1,517 3,127

51

13

合計［ｔ-CO2/年]

23

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
23

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
13
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表資 3-2-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-2-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-2-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

14.1 14.1

29.8 39.4

13.2 13.2

24.3 190.4 46.1

電力費 29.9 6.1

燃料費 3.5 74.7

補修費 15.6 13.3

薬品費 2.4 1.3

人件費 5.6 33.9

68

27
43

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 138.3 190.4 242.2

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

18,888 3,868
1,982 40,919

21,381 44,992
52

合計［GJ/年]
削減効果［％]

電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

511 204

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

1,169 239

119 2,851

1,309 3,127

58

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
22 13

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
0 23

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]
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表資 3-3-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-3-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-3-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

0 0

31.0 39.4

13.2 13.2

24.3 190.4 46.1

電力費 29.9 6.1

燃料費 9.2 74.7

補修費 16.3 13.3

薬品費 1.3 1.3

人件費 5.6 33.9

70

31
43

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 130.8 190.4 228.1

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

18,922 3,868
5,154 40,919

24,280 44,992
46

合計［GJ/年]
削減効果［％]

電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

204 204

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

1,171 239

309 2,851

1,517 3,127

51

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
23 23

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
13 13

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
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表資 3-4-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-4-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-4-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

0 0

29.8 39.4

13.2 13.2

24.3 190.4 46.1

電力費 29.9 6.1

燃料費 3.5 74.7

補修費 15.6 13.3

薬品費 2.4 1.3

人件費 5.6 33.9

68

35
46

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 124.2 190.4 228.1

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

運
転
経
費

18,888 3,868
1,982 40,919

21,381 44,992
52

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

511 204

合計［GJ/年]
削減効果［％]

1,169 239

119 2,851

1,309 3,127

58

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
22 13

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
0 23

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]
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表資 3-5-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-5-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-5-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

14.1 14.1

31.0 39.4

13.2 13.2

50.1 190.4 46.1

電力費 29.9 6.1

燃料費 9.2 74.7

補修費 16.3 13.3

薬品費 1.3 1.3

人件費 5.6 33.9

70

10
30

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

汚泥処理費

維持
管理費

［百万円/年］

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 170.7 190.4 242.2

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

18,922 3,868
5,154 40,919

24,280 44,992
46

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

合計［GJ/年]
削減効果［％]

電力［GJ/年]
燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

204 204

1,171 239

309 2,851

1,517 3,127

51

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

23 23

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
13 13
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表資 3-6-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-6-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-6-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

14.1 14.1

29.8 39.4

13.2 13.2

50.1 190.4 46.1

電力費 29.9 6.1

燃料費 3.5 74.7

補修費 15.6 13.3

薬品費 2.4 1.3

人件費 5.6 33.9

68

14
32

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 164.1 190.4 242.2

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

18,888 3,868
1,982 40,919

21,381 44,992
52

合計［GJ/年]
削減効果［％]

電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

511 204

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

1,169 239

119 2,851

1,309 3,127

58

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
22 13

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
0 23

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]
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表資 3-7-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-7-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-7-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

0 0.0

31.0 39.4

13.2 13.2

50.1 190.4 46.1

電力費 29.9 6.1

燃料費 9.2 74.7

補修費 16.3 13.3

薬品費 1.3 1.3

人件費 5.6 33.9

70

18
31

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 156.6 190.4 228.1

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

18,922 3,868
5,154 40,919

24,280 44,992
46

合計［GJ/年]
削減効果［％]

電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

204 204

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

1,171 239

309 2,851

1,517 3,127

51

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
23 23

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
13 13

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
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表資 3-8-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-8-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-8-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

0 0

29.8 39.4

13.2 13.2

50.1 190.4 46.1

電力費 29.9 6.1

燃料費 3.5 74.7

補修費 15.6 13.3

薬品費 2.4 1.3

人件費 5.6 33.9

68

21
34

228.1

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 150.0 190.4

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

18,888 3,868
1,982 40,919

21,381 44,992
52

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

511 204

合計［GJ/年]
削減効果［％]

1,169 239

119 2,851

1,309 3,127

58

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
22 13

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
0 23

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]
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表資 3-9-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-9-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-9-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

14.1 14.1

31.0 39.4

13.2 13.2

24.3 190.4 46.1

電力費 29.9 6.1

燃料費 9.2 74.7

補修費 16.3 13.3

薬品費 1.3 1.3

人件費 5.6 33.9

70

24
40

190.4 242.2

全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

項目 本技術

144.9

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費

土木建築

機械設備

電気設備

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

建設費
年価

［百万円/年］

18,922 3,868
5,154 40,919

24,280 44,992
46

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

204 204

電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

合計［GJ/年]
削減効果［％]

1,171 239

309 2,851

1,517 3,127

51

13

合計［ｔ-CO2/年]

23

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
23

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
13



資料編 ３．ケーススタディ 

255 

表資 3-10-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-10-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-10-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

14.1 14.1

29.8 39.4

13.2 13.2

24.3 190.4 46.1

電力費 29.9 6.1

燃料費 3.5 74.7

補修費 15.6 13.3

薬品費 2.4 1.3

人件費 5.6 33.9

68

27
43

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 138.3 190.4 242.2

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

18,888 3,868
1,982 40,919

21,381 44,992
52

合計［GJ/年]
削減効果［％]

電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

511 204

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

1,169 239

119 2,851

1,309 3,127

58

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
22 13

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
0 23

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]
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表資 3-11-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-11-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-11-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

0 0

31.0 39.4

13.2 13.2

24.3 190.4 46.1

電力費 29.9 6.1

燃料費 9.2 74.7

補修費 16.3 13.3

薬品費 1.3 1.3

人件費 5.6 33.9

70

31
43

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 130.8 190.4 228.1

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

18,922 3,868
5,154 40,919

24,280 44,992
46

合計［GJ/年]
削減効果［％]

電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

204 204

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

1,171 239

309 2,851

1,517 3,127

51

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
23 23

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
13 13

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
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表資 3-12-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-12-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-12-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

0 0

29.8 39.4

13.2 13.2

24.3 190.4 46.1

電力費 29.9 6.1

燃料費 3.5 74.7

補修費 15.6 13.3

薬品費 2.4 1.3

人件費 5.6 33.9

68

35
46

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 124.2 190.4 228.1

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

18,888 3,868
1,982 40,919

21,381 44,992
52削減効果［％]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

511 204

合計［GJ/年]

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
電力［GJ/年]

1,169 239

119 2,851

1,309 3,127

58

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
22 13

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
0 23

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]
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表資 3-13-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-13-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-13-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

14.1 14.1

31.0 39.4

13.2 13.2

50.1 190.4 46.1

電力費 29.9 6.1

燃料費 9.2 74.7

補修費 16.3 13.3

薬品費 1.3 1.3

人件費 5.6 33.9

70

10
30

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 170.7 190.4 242.2

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

18,922 3,868
5,154 40,919

24,280 44,992
46

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

204 204

合計［GJ/年]
削減効果［％]

1,171 239

309 2,851

1,517 3,127

51

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
13 13

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
23 23
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表資 3-14-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-14-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-14-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

14.1 14.1

29.8 39.4

13.2 13.2

50.1 190.4 46.1

電力費 29.9 6.1

燃料費 3.5 74.7

補修費 15.6 13.3

薬品費 2.4 1.3

人件費 5.6 33.9

68

14
32

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 164.1 190.4 242.2

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

18,888 3,868
1,982 40,919

21,381 44,992
52

合計［GJ/年]
削減効果［％]

電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

511 204

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

1,169 239

119 2,851

1,309 3,127

58

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
22 13

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
0 23

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]
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表資 3-15-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-15-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-15-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

0 0

31.0 39.4

13.2 13.2

50.1 190.4 46.1

電力費 29.9 6.1

燃料費 9.2 74.7

補修費 16.3 13.3

薬品費 1.3 1.3

人件費 5.6 33.9

70

18
31

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 156.6 190.4 228.1

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

18,922 3,868
5,154 40,919

24,280 44,992
46

合計［GJ/年]
削減効果［％]

電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

204 204

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

1,171 239

309 2,851

1,517 3,127

51

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
23 23

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
13 13

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
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表資 3-16-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-16-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-16-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

0 0

29.8 39.4

13.2 13.2

50.1 190.4 46.1

電力費 29.9 6.1

燃料費 3.5 74.7

補修費 15.6 13.3

薬品費 2.4 1.3

人件費 5.6 33.9

68

21
34

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 150.0 190.4 228.1

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

18,888 3,868
1,982 40,919

21,381 44,992
52削減効果［％]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

511 204

合計［GJ/年]

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
電力［GJ/年]

1,169 239

119 2,851

1,309 3,127

58

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
22 13

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
0 23

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]
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表資 3-17-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-17-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-17-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

14.1 14.1

31.0 39.4

13.2 13.2

24.3 190.4 24.3

電力費 29.9 6.1

燃料費 9.2 74.7

補修費 16.3 13.3

薬品費 1.3 1.3

人件費 5.6 33.9

70

24
34

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

144.9

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

190.4 220.3

全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

項目 本技術

18,922 3,868
5,154 40,919

24,280 44,992
46

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

204 204

電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

合計［GJ/年]
削減効果［％]

1,171 239

309 2,851

1,517 3,127

51

13

合計［ｔ-CO2/年]

23

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
23

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
13
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表資 3-18-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-18-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-18-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

14.1 14.1

29.8 39.4

13.2 13.2

24.3 190.4 24.3

電力費 29.9 6.1

燃料費 3.5 74.7

補修費 15.6 13.3

薬品費 2.4 1.3

人件費 5.6 33.9

68

27
37

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 138.3 190.4 220.3

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

18,888 3,868
1,982 40,919

21,381 44,992
52

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

511 204

合計［GJ/年]
削減効果［％]

1,169 239

119 2,851

1,309 3,127

58

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
0 23

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
22 13

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
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表資 3-19-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-19-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-19-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

0 0

31.0 39.4

13.2 13.2

24.3 190.4 24.3

電力費 29.9 6.1

燃料費 9.2 74.7

補修費 16.3 13.3

薬品費 1.3 1.3

人件費 5.6 33.9

70

31
37

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 130.8 190.4 206.2

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

18,922 3,868
5,154 40,919

24,280 44,992
46

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

204 204

合計［GJ/年]
削減効果［％]

1,171 239

309 2,851

1,517 3,127

51

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
13 13

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
23 23

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]
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表資 3-20-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-20-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-20-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

0.0 0.0

29.8 39.4

13.2 13.2

24.3 190.4 24.3

電力費 29.9 6.1

燃料費 3.5 74.7

補修費 15.6 13.3

薬品費 2.4 1.3

人件費 5.6 33.9

68

35
40

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 124.2 190.4 206.2

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

18,888 3,868
1,982 40,919

21,381 44,992
52削減効果［％]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

511 204

合計［GJ/年]

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
電力［GJ/年]

1,169 239

119 2,851

1,309 3,127

58

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
22 13

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
0 23

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]
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表資 3-21-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-21-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-21-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

14.1 14.1

31.0 39.4

13.2 13.2

50.1 190.4 50.1

電力費 29.9 6.1

燃料費 9.2 74.7

補修費 16.3 13.3

薬品費 1.3 1.3

人件費 5.6 33.9

70

10
31

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 170.7 190.4 246.1

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

18,922 3,868
5,154 40,919

24,280 44,992
46

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

204 204

合計［GJ/年]
削減効果［％]

1,171 239

309 2,851

1,517 3,127

51

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
13 13

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
23 23
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表資 3-22-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-22-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-22-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

14.1 14.1

29.8 39.4

13.2 13.2

50.1 190.4 50.1

電力費 29.9 6.1

燃料費 3.5 74.7

補修費 15.6 13.3

薬品費 2.4 1.3

人件費 5.6 33.9

68

14
33

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 164.1 190.4 246.1

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

18,888 3,868
1,982 40,919

21,381 44,992
52

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

511 204

合計［GJ/年]
削減効果［％]

1,169 239

119 2,851

1,309 3,127

58

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
0 23

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
22 13

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
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表資 3-23-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-23-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-23-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

0 0

31.0 39.4

13.2 13.2

50.1 190.4 50.1

電力費 29.9 6.1

燃料費 9.2 74.7

補修費 16.3 13.3

薬品費 1.3 1.3

人件費 5.6 33.9

70

18
33

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 156.6 190.4 232.0

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

18,922 3,868
5,154 40,919

24,280 44,992
46

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

204 204

合計［GJ/年]
削減効果［％]

1,171 239

309 2,851

1,517 3,127

51

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
13 13

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
23 23

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]
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表資 3-24-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-24-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-24-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

0.0 0.0

29.8 39.4

13.2 13.2

50.1 190.4 50.1

電力費 29.9 6.1

燃料費 3.5 74.7

補修費 15.6 13.3

薬品費 2.4 1.3

人件費 5.6 33.9

68

21
35

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 150.0 190.4 232.0

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

18,888 3,868
1,982 40,919

21,381 44,992
52削減効果［％]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

511 204

合計［GJ/年]

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
電力［GJ/年]

1,169 239

119 2,851

1,309 3,127

58

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
22 13

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
0 23

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]
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表資 3-25-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-25-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-25-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

26.7 26.7

55.5 137.6

14.4 14.4

45.6 374.8 81.3

電力費 55.8

燃料費 21.0

補修費 29.1

薬品費 2.3

人件費 5.6

111

32
33

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

120.2

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

運
転
経
費

380.2

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 255.9 374.8

35,311
11,786

47,449 82,955
43

薬品（上水）
［GJ/年]

352
82,955

合計［GJ/年]
削減効果［％]

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
電力［GJ/年]
燃料［GJ/年]

2,186

706

2,961 5,657

48

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

5,657

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
23

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
46
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表資 3-26-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-26-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-26-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

26.7 26.7

54.2 137.6

14.4 14.4

45.6 374.8 81.3

電力費 55.8

燃料費 12.8

補修費 28.4

薬品費 4.4

人件費 5.6

109

34
35

380.2

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 247.8 374.8

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

120.2

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

35,277
7,209

43,451 82,955
48

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

966

82,955

合計［GJ/年]
削減効果［％]

2,183

432

2,655 5,657

53

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

5,657

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
40

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
0
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表資 3-27-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-27-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-27-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

0.0 0.0

55.5 137.6

14.4 14.4

45.6 374.8 81.3

電力費 55.8

燃料費 21.0

補修費 29.1

薬品費 2.3

人件費 5.6

111

39
35

120.2

運
転
経
費

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 229.2 374.8 353.5

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

35,311
11,786

47,449 82,955
43

合計［GJ/年]
削減効果［％]

電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

352

82,955

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

2,186

706

2,961 5,657

48

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
46

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

5,657

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
23

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
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表資 3-28-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-28-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-28-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

0 0.0

54.2 137.6

14.4 14.4

45.6 374.8 81.3

電力費 55.8

燃料費 12.8

補修費 28.4

薬品費 4.4

人件費 5.6

109

41
37

120.2

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 221.2 374.8 353.5

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

35,277
7,209

43,451 82,955
48

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

966

82,955

合計［GJ/年]
削減効果［％]

2,183

432

2,655 5,657

53

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
40 5,657

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
0

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
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表資 3-29-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-29-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-29-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

26.7 26.7

55.5 137.6

14.4 14.4

94.1 374.8 81.3

電力費 55.8

燃料費 21.0

補修費 29.1

薬品費 2.3

人件費 5.6

111

19
20

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

120.2

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

運
転
経
費

380.2

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 304.4 374.8

35,311
11,786

47,449 82,955
43

薬品（上水）
［GJ/年]

352
82,955

合計［GJ/年]
削減効果［％]

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
電力［GJ/年]
燃料［GJ/年]

2,186

706

2,961 5,657

48

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

5,657

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
23

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
46
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表資 3-30-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-30-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-30-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

  

26.7 26.7

54.2 137.6

14.4 14.4

94.1 374.8 81.3

電力費 55.8

燃料費 12.8

補修費 28.4

薬品費 4.4

人件費 5.6

109

21
22

380.2

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 296.3 374.8

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

120.2

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

35,277
7,209

43,451 82,955
48

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

966

82,955

合計［GJ/年]
削減効果［％]

2,183

432

2,655 5,657

53

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

5,657

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
40

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
0
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表資 3-31-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-31-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-31-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

0.0 0.0

55.5 137.6

14.4 14.4

94.1 374.8 81.3

電力費 55.8

燃料費 21.0

補修費 29.1

薬品費 2.3

人件費 5.6

111

26
21

120.2

運
転
経
費

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 277.7 374.8 353.5

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

35,311
11,786

47,449 82,955
43

合計［GJ/年]
削減効果［％]

82,955

電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

352

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

2,186

706

2,961 5,657

48

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
46

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

5,657

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
23

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
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表資 3-32-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-32-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-32-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

0 0.0

54.2 137.6

14.4 14.4

94.1 374.8 81.3

電力費 55.8

燃料費 12.8

補修費 28.4

薬品費 4.4

人件費 5.6

109

28
24

120.2

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 269.7 374.8 353.5

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

35,277
7,209

43,451 82,955
48

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

966

82,955

合計［GJ/年]
削減効果［％]

2,183

432

2,655 5,657

53

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
40 5,657

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
0

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
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表資 3-33-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-33-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-33-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

26.7 26.7

55.5 137.6

14.4 14.4

45.6 374.8 81.3

電力費 55.8

燃料費 21.0

補修費 29.1

薬品費 2.3

人件費 5.6

111

32
33

380.2

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 255.9 374.8

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

120.2

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

35,311
11,786

47,449 82,955
43

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

352

82,955

合計［GJ/年]
削減効果［％]

2,186

706

2,961 5,657

48

23 5,657

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
46

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
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表資 3-34-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-34-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-34-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

26.7 26.7

54.2 137.6

14.4 14.4

45.6 374.8 81.3

電力費 55.8

燃料費 12.8

補修費 28.4

薬品費 4.4

人件費 5.6

109

34
35

120.2

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

380.2

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 247.8 374.8

35,277
7,209

43,451 82,955
48

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

966

82,955

合計［GJ/年]
削減効果［％]

2,183

432

2,655 5,657

53

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
0

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

5,657

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
40
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表資 3-35-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-35-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-35-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

0.0 0.0

55.5 137.6

14.4 14.4

45.6 374.8 81.3

電力費 55.8

燃料費 21.0

補修費 29.1

薬品費 2.3

人件費 5.6

111

39
35

120.2

運
転
経
費

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 229.2 374.8 353.5

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

35,311
11,786

47,449 82,955
43

合計［GJ/年]
削減効果［％]

電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

352

82,955

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

2,186

706

2,961 5,657

48

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
46

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

5,657

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
23

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
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表資 3-36-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-36-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-36-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

0 0

54.2 137.6

14.4 14.4

45.6 374.8 81.3

電力費 55.8

燃料費 12.8

補修費 28.4

薬品費 4.4

人件費 5.6

109

41
37

120.2

運
転
経
費

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 221.2 374.8 353.5

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

35,277
7,209

43,451 82,955
48

合計［GJ/年]
削減効果［％]

電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

966

82,955

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

2,183

432

2,655 5,657

53

合計［ｔ-CO2/年]

5,657

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

削減効果［％]

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
40

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
0
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表資 3-37-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-37-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-37-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

26.7 26.7

55.5 137.6

14.4 14.4

94.1 374.8 81.3

電力費 55.8

燃料費 21.0

補修費 29.1

薬品費 2.3

人件費 5.6

111

19
20

120.2

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

304.4 374.8 380.2

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

建設費年価+維持管理費

35,311
11,786

47,449 82,955
43

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
電力［GJ/年]

82,955
燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

352

合計［GJ/年]
削減効果［％]

2,186

706

2,961 5,657

48

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

電力由来［ｔ-CO2/年]

5,657

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
23

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
46
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表資 3-38-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-38-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-38-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

26.7 26.7

54.2 137.6

14.4 14.4

94.1 374.8 81.3

電力費 55.8

燃料費 12.8

補修費 28.4

薬品費 4.4

人件費 5.6

109

21
22

120.2

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

380.2

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 296.3 374.8

35,277
7,209

43,451 82,955
48

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

966

82,955

合計［GJ/年]
削減効果［％]

2,183

432

2,655 5,657

53

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
0

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

5,657

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
40
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表資 3-39-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-39-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-39-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

0.0 0.0

55.5 137.6

14.4 14.4

94.1 374.8 81.3

電力費 55.8

燃料費 21.0

補修費 29.1

薬品費 2.3

人件費 5.6

111

26
21

120.2

運
転
経
費

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 277.7 374.8 353.5

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

35,311
11,786

47,449 82,955
43

合計［GJ/年]
削減効果［％]

電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

352

82,955

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

2,186

706

2,961 5,657

48

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
46

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

5,657

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
23

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
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表資 3-40-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-40-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-40-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

0 0

54.2 137.6

14.4 14.4

94.1 374.8 81.3

電力費 55.8

燃料費 12.8

補修費 28.4

薬品費 4.4

人件費 5.6

109

28
24

120.2

運
転
経
費

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 269.7 374.8 353.5

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

35,277
7,209

43,451 82,955
48

合計［GJ/年]
削減効果［％]

電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

966

82,955

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

2,183

432

2,655 5,657

53

合計［ｔ-CO2/年]

5,657

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

削減効果［％]

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
40

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
0
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表資 3-41-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-41-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-41-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

26.7 26.7

55.5 137.6

14.4 14.4

45.6 374.8 45.6

電力費 55.8

燃料費 21.0

補修費 29.1

薬品費 2.3

人件費 5.6

111

32
26

344.5

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 255.9 374.8

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

120.2

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

35,311
11,786

47,449 82,955
43

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

352

82,955

合計［GJ/年]
削減効果［％]

2,186

706

2,961 5,657

48

23 5,657

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
46

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
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表資 3-42-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-42-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-42-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

26.7 26.7

54.2 137.6

14.4 14.4

45.6 374.8 45.6

電力費 55.8

燃料費 12.8

補修費 28.4

薬品費 4.4

人件費 5.6

109

34
28

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

120.2

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

運
転
経
費

344.5

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 247.8 374.8

35,277
7,209

43,451 82,955
48

薬品（上水）
［GJ/年]

966

82,955

合計［GJ/年]
削減効果［％]

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

2,183

432

2,655 5,657

53

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
0

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

5,657

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
40



資料編 ３．ケーススタディ 

288 

表資 3-43-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-43-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-43-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

0.0 0.0

55.5 137.6

14.4 14.4

45.6 374.8 45.6

電力費 55.8

燃料費 21.0

補修費 29.1

薬品費 2.3

人件費 5.6

111

39
28

317.9

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 229.2 374.8

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

120.2

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

35,311
11,786

47,449 82,955
43

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

352

82,955

合計［GJ/年]
削減効果［％]

2,186

706

2,961 5,657

48

23 5,657

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
46

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
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表資 3-44-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-44-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-44-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

  

0.0 0.0

54.2 137.6

14.4 14.4

45.6 374.8 45.6

電力費 55.8

燃料費 12.8

補修費 28.4

薬品費 4.4

人件費 5.6

109

41
30

120.2

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 221.2 374.8 317.9

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

35,277
7,209

43,451 82,955
48

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

966

82,955

合計［GJ/年]
削減効果［％]

2,183

432

2,655 5,657

53

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
40 5,657

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
0

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
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表資 3-45-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-45-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-45-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

26.7 26.7

55.5 137.6

14.4 14.4

94.1 374.8 94.1

電力費 55.8

燃料費 21.0

補修費 29.1

薬品費 2.3

人件費 5.6

111

19
23

393.0

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 304.4 374.8

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

120.2

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

35,311
11,786

47,449 82,955
43

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

352

82,955

合計［GJ/年]
削減効果［％]

2,186

706

2,961 5,657

48

23 5,657

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
46

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
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表資 3-46-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-46-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-46-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

  

26.7 26.7

54.2 137.6

14.4 14.4

94.1 374.8 94.1

電力費 55.8

燃料費 12.8

補修費 28.4

薬品費 4.4

人件費 5.6

109

21
25

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

120.2

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

運
転
経
費

393.0

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 296.3 374.8

35,277
7,209

43,451 82,955
48

薬品（上水）
［GJ/年]

966

82,955

合計［GJ/年]
削減効果［％]

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

2,183

432

2,655 5,657

53

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
0

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

5,657

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
40
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表資 3-47-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-47-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-47-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

0.0 0.0

55.5 137.6

14.4 14.4

94.1 374.8 94.1

電力費 55.8

燃料費 21.0

補修費 29.1

薬品費 2.3

人件費 5.6

111

26
24

366.4

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 277.7 374.8

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

120.2

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

35,311
11,786

47,449 82,955
43

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

352

82,955

合計［GJ/年]
削減効果［％]

2,186

706

2,961 5,657

48

23 5,657

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
46

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
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表資 3-48-1 総費用（年価換算値）の比較 

 

 

表資 3-48-2 維持管理でのエネルギー使用量の比較 

 

 

表資 3-48-3 維持管理での温室効果ガス排出量の比較 

 

 

  

0.0 0.0

54.2 137.6

14.4 14.4

94.1 374.8 94.1

電力費 55.8

燃料費 12.8

補修費 28.4

薬品費 4.4

人件費 5.6

109

28
26

120.2

総費用（年価換算値）
縮減効果［％］

全量外部委託と比較
従来の乾燥機と比較

総費用（年価換算値）
［百万円/年］

建設費年価+維持管理費 269.7 374.8 366.4

運
転
経
費

解体・廃棄費［百万円］（参考値）

維持
管理費

［百万円/年］

汚泥処理費

建設費
年価

［百万円/年］

土木建築

機械設備

電気設備

項目 本技術 全量外部委託
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)

35,277
7,209

43,451 82,955
48

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
電力［GJ/年]

燃料［GJ/年]

薬品（上水）
［GJ/年]

966

82,955

合計［GJ/年]
削減効果［％]

2,183

432

2,655 5,657

53

合計［ｔ-CO2/年]

削減効果［％]

電力由来［ｔ-CO2/年]

燃料由来［ｔ-CO2/年]

薬品由来（上水）

［ｔ-CO2/年]
40 5,657

汚泥乾燥N2O由来

［ｔ-CO2/年]
0

項目 本技術
従来の乾燥機

（一般費用関数によるFS)
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３．３小型乾燥機、中型乾燥機の機器リスト 

小型乾燥機および中型乾燥機の主要機器を表資 3-49 に示す。 

 

表資 3-49 小型乾燥機・中型乾燥機 主要機器リスト 

 

 

仕様 動力 基数 仕様 動力 基数

　脱水汚泥ホッパ
　鋼板製角型下部スクリュー排出式※1

　有効(5)m3  ※1 0.75 1
　同左

　有効(10)m3  ※1 1.5 1

　一軸ネジ式※2 11 1 　同左 22 1

　フィーダ 2.2 1 　同左 3.7 1
　滑材注入ポンプ、プランジャー式、

　1.1L/min×2MPaG　※3 0.4 1 　同左、2.2L/min×2MPaG 0.75 1

　連続式伝導伝熱型乾燥機

　伝熱面積250m2 37.4 1
　同左

　伝熱面積450m2 75.4 1

　乾燥汚泥排出ロータリーバルブ
　ヒータ付、RV-250

0.4 1
　同左
　RV-320

0.4 1

　電気ヒータ 　縦型シェル＆チューブ式 5 1 　- 10 1

　集塵機 　バグフィルタ式、処理風量26m3/min - 1 　同左、処理風量55m3/min - 1

　熱交換器
　シェル＆チューブ式、

　伝熱面積 183m2 - 1 　伝熱面積 183m2 - 2

　コンデンサ
　シェル＆チューブ式、
　伝熱面積 21.7m2

- 1
　同左
　伝熱面積 44m2

- 1

　排気ファン 　533/min×7.6kPa 3.7 1 3.7 1

　蒸気ブロワ
　容積式、(-0.036→0.06MPaG)
　吸込蒸気量：約900kg/h、予備部品1基

185 1 　同左 185 2

　蒸気圧縮機
　容積式、(0.06MPaG→0.44～0.6MPaG)
　吸込蒸気量0.2～1.3ｔ/h

160 1 　同左 160 2

　ドレンタンク 　500Ｌ - 1 　500L - 2
　ドレンポンプ 　カスケード式、30L/min - 1 　同左　60L/min - 2
　凝縮水ポンプ 　カスケード式、25L/min - 1 　同左　50L/min - 1
　No.1補給水ポンプ 　カスケード式、10L/min - 1 　同左　20L/min - 1
　No.2補給水ポンプ 　カスケード式、17L/min - 1 　同左　24L/min - 1

　ボイラ 　2ｔボイラ、軟水装置、純水装置 13.8 1
　同左
　2ｔボイラ

22.3 1

　コンプレッサ 　吐出空気量1m3/min、吐出圧力0.7MPa、
　ドライヤ付属

7.5 2
　吐出空気量2m3/min
　同左

11 2

　ラインポンプ 　3.5m3/h、0.3MPa以上　※4 1.5 1 　6.5m3/h 3.7 1

　ファン、ヒータ付属
　冷却能力209kW

3.5 1
　同左
　冷却能力400kW

7.5 1

　冷却水ポンプ(片吸込渦巻式)
　600Ｌ/min

3.7 1
　同左
　1200L/min

7.5 1

　LPGバルク
　LPGガスバルク貯槽
　容量2.9ｔ

14 1
　同左
　容量6t

28 1

　乾燥汚泥コンベヤ 　スクリュー式、φ 250　※5

　水冷式
1.5 1 　同左　φ 300 2.2 1

　乾燥汚泥コンベヤ
　（水平、垂直搬送）

　フライト式（フライト巾250ｍｍ） 0.75 1 　同左、（フライト巾300ｍｍ） 1.5 1

　乾燥汚泥ホッパ
　鋼板製角型下部スクリュー排出式

　水冷式　容量10m3 1.5 2 　同左 1.5 3

　燃焼脱臭炉
　燃焼温度700℃
　脱臭バーナ付

0.75 1 　同左 0.75 1

　脱臭用熱交換器 　シェル＆チューブ式、またはプレート式 - 1 　同左 - 1

備
考

区分 機器名称
小型乾燥機 中型乾燥機

脱
水
汚
泥

 
 

供
給
設
備

　汚泥供給ポンプ

脱
臭
設
備

※1 脱水汚泥ホッパ容量は脱水機運用に合わせて設定する。※2 汚泥ポンプは実際の脱水汚泥にあわせて選定する。※3
滑材注入ポンプは実際の脱水汚泥により要否を設定する。※4 ポンプは必要揚程により選定する。※5 コンベヤは実際の汚
泥、機器配置等により選定する。

自
己
熱
再
生
型
ヒ
ー

ト
ポ
ン
プ
式

高
効
率
下
水
汚
泥
乾
燥
設
備

　乾燥機

ユ
ー

テ

ィ
リ
テ

ィ
設
備

　クーリングタワー

乾
燥
汚
泥

　
搬
送
設
備
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４．高効率乾燥設備の適用法令 

 

４．１ 高効率乾燥設備の設置に係る関係法令 

乾燥設備や脱臭設備およびそれに係る付帯設備の設置ついては関係法令の適用を受けるもの

があり、建設工事着手の前に届出などが必要である。表資 4-1 に実証設備（小型乾燥機同等）の

建設時に確認した法令および対応を示す。 
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４．２ 乾燥汚泥の肥料化利用に関する関係法令 

乾燥汚泥の利活用方法として、下水汚泥肥料または発酵肥料の原料などが考えられ、肥料とし

ての含有成分や有害成分の量を確認する必要がある。主な関係法令を以下に示す。また、肥料登

録については独立行政法人農林水産消費安全技術センター（FAMIC）に事前確認して進める。 

 

・ 肥料取締法 

・ 農林水産省；告示第 337 号、下水汚泥の主要な成分の指定（平成 13 年 4 月） 

・ 農林水産省；告示第 1146 号、十二汚泥肥料等（平成 26 年 9 月） 

・ 金属等を含む産業廃棄物に係る判定基準を定める省令 

（昭和４８年総理府令第５号, 別表第一） 

 

４．３ 乾燥汚泥の燃料化および建築資材利用に関する関係法令 

乾燥汚泥の固形燃料化規格（JIS Z 7312）が平成 26 年 9 月に制定され、総発熱量、全水分の質

量分率を確認する必要がある（表資 4-2）。また、燃焼による灰化で埋立、農地還元、建築資材な

どに利用されるため、その関係法令等について以下に示す。 

 

・ 土壌汚染対策法における第二種特定有害物質：指定基準（土壌含有量基準） 

・ 土壌汚染対策法に定める第一～三種特定有害物質：指定基準（土壌溶出量基準） 

・ 金属等を含む産業廃棄物に係る判定基準を定める省令 

（昭和４８年総理府令第５号, 別表第一） 

・ 下水汚泥固形燃料発熱特性評価試験マニュアル、日本下水道事業団(H20.3) 

 

表資 4-2 下水汚泥固形燃料 JIS 規格（JIS Z 7312）の概要 

種類 
総発熱量 a） 

MJ/kg 

全水分 a）の 

質量分率（%） 

灰分・全硫黄・窒素の 

質量分率（%） 

BSF-15 15 以上 
20 以下 －b) 

BSF 8 以上 

注 a)到着ベース、すなわちロットの受渡しの状態（すなわち、全水分含有の状

態）における分析値のベースとする。 

b)規定値は定めないが、試験した到着ベースによる値を報告する。その他の項目

は、受渡当事者間の協定による。 
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8） 汚泥由来の可燃性ガスと汚泥製品の安全対策に関する技術資料(H18.3 月) 、財団法人下水

道新技術推進機構 

9） 再生資源燃料における廃棄物固形化燃料等の安全対策について、消防庁 

10） 再生資源燃料等の安全の確保に係る調査検討報告書概要(H20 年 8 月) 、消防庁 

11） 再生資源燃料等の危険性評価に関する研究報告書(H19 年 3 月)、 消防庁 

12） 電力安全小委員会ごみ固形燃料発電所事故調査ワーキンググループ報告書、電力安全小委員

会ごみ固形燃料発電所事故調査ワーキンググループ 

13） 再生資源燃料等の危険性評価に関する研究報告書(H19 年 3 月) 、消防庁 

14） エネルギー使用の合理化に関する法律施行規則 別表第 3、経済産業省 

15） 温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度 平成 28 年度報告用算定方法・排出係数一覧、

報告書作成支援ツール、環境省 

16） 電力事業者別排出係数（特定排出者の温室効果ガス排出量算定用）－平成 27 年度実績－

（H28.12.27 公表）、環境省 

17） エネルギー別標準発熱量一覧表（平成 27 年 4 月 14 日）、資源エネルギー庁総合政策課 

18） 国土交通省国土技術政策総合研究所資料；B-DASH プロジェクト No.4 廃熱利用型 低コ

スト下水汚泥固形燃料化技術 導入ガイドライン（案）（H26 年 8 月）、国土交通省国土技術

政策総合研究所 

19） 全国の乾燥設備を保有する施設・処理場において、実施したアンケートを元に算出した一般

費用係数、国土交通省国土技術政策総合研究所調べ 

20） 下水道革新的技術の導入検討に関する技術資料作成業務（H28 補助業務）、国土交通省国土

技術政策総合研究所調べ 
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